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はじめに 

2010 年に出来た日本ベンチャー学会の特別委員会である制度委員会も 13 年目を迎えた。 
制度委員会は、ともすれば蛸壺的な議論に傾きがちな学会において、少し大きな視点から、巨視的にベン

チャー・コミュニティ全体を俯瞰し議論をする場が必要ではないか、個々の専門分野に横串を入れるよう

なテーマで議論することも必要ではないか、といった考え方の下で作られた。従って、委員会の委員につい

ても、アカデミアの方々だけでなく、公的研究機関の方々、特許や知財の専門家の方々、企業会計や監査の

専門家である監査法人の方々、企業法務に関わる弁護士の方々、ベンチャーキャピタリストなど投資家の

方々、起業家やスタートアップの支援組織ないしはコンサルタントの方々など、幅広くベンチャー・コミュ

ニティに関係する方々にお務め頂いている。

制度委員会の具体的な活動は、毎月 1 回 2 時間の研究会の開催がメインとなっている。研究会では、ゲ

スト講師をお招きしてお話を頂いた上で、ゲスト講師と参加の委員の方 （々オンラインの場合は委員の方々

の他に一般の方にも参加して頂いている）とでお話し頂いたテーマについて議論する形をとっている。た

だし、通常 11 月以降翌年の 3 月までは、年末に開催される学会の全国大会の準備と、年明けには大学の入

試等があることから、研究会は基本的にはお休みとさせて頂いている。

3 年前、コロナ禍が酷くなる前までは、月 1 回の制度委員会研究会は学会事務局のある早稲田大学 26 号
館 8 階の教室で夕方にリアルに開いていたが、コロナ禍の拡大に伴いそれ以降は残念ながらオンラインで

の開催になってしまっている。

制度委員会は 2 年毎にその活動を報告書の形でまとめている。今回は、2020 年 1 月－2022 年 9 月の活

動報告であり、6 回目の報告書となる。4 回目の 2016－2017 年度あたりから、2 年間の大きなテーマを決

め、なるべくそのテーマに沿ったゲスト講師をお呼びして議論する形にしている。今回の報告書について

は、大きなテーマを「ベンチャー・エコシステムの地方展開」とさせて頂いた。

2015 年頃から日本でもベンチャー、スタートアップが増加していることは間違いない。とはいえ、その

増加は東京ないしは首都圏が圧倒的で、日本の他の地方のベンチャー・エコシステムの整備は進んでいな

いのではないか、それは日本全体のスタートアップ育成においては問題ではないか、という問題意識の下

で、地方のベンチャー・エコシステムの整備状況を大きなテーマにしたわけである。

2018 年当時、確かに福岡、広島、浜松など幾つかの地域ではエコシステムの整備が進んで来ていたが、

全国的に見るとまだ問題があった。制度委員会では、月 1 回の研究会において「ベンチャー・エコシステ

ムの地方展開」というテーマに沿ったゲスト講師をお呼びすると同時に、2020 年 12 月には早稲田大学で

開催された全国大会において「制度委員会セッション」を設けて頂いた。そのセッションでは、「地方創生

のためのテック系ベンチャークラスター」と題して、東北福島、山形鶴岡、北大阪・沖縄・川崎、九州・長

崎といったそれぞれの地域でスタートアップの実践的な支援活動を行っておられる制度委員会委員を含め

4 名の方々から具体的な活動の概要と課題等についてのお話を頂いた。 
今回の大きなテーマ「ベンチャー・エコシステムの地方展開」とは別に、特に 2021 年度の制度委員会に

おいて問題となったのがスタートアップの資金調達の問題だった。その問題は、2021 年 4 月の研究会のゲ

スト講師にお呼びした田所創氏が指摘された日本の未上場株式市場整備の大幅な遅れの問題であった。そ

の問題は日本のスタートアップのエクイティでの資金調達の少なさにも繋がっている問題であり、引いて

は日本のベンチャー・エコシステムの整備を考える際にも重要な問題であった。そのため急遽 2021 年 9 月
に制度委員会として特別セミナー「スタートアップの資金調達の現状と課題」を開催させて頂き、3 名の方

にパネルディスカッションを行って頂いた。

以下、本報告書では 2020 年 1 月－2022 年 9 月の制度委員会活動を紹介し、そこから得られた知見や提

言をまとめている。皆様のご参考になれば幸いである。

尚、本報告書の作成にあたっては、田村事務局長をはじめ学会事務局の皆様に多大なるご尽力を賜わっ

た。改めてここに深く御礼申し上げる次第である。

2023 年 7 月 
日本ベンチャー学会 制度委員会

委員長 秦 信行
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第 1 章 2020 年 1 月-2022 年 9 月制度委員会の活動 
 
 

◆ 月例委員会の研究会等でのゲスト講師との紹介 

日本ベンチャー学会制度委員会は 10 年ほど前に創

設された学会の特別委員会の1つである。主たる活動

は原則毎月1回開催する研究会で、広い意味でスター

トアップ、ベンチャーのエコシステムに関連するトピ

ックをテーマとして選び、ゲスト講師を招いて議論を

重ねている。以下は 2020 年 1 月－2022 年 9 月に開

催された研究会のテーマとゲスト講師を一覧にまと

めたものである。 

 

 

―2020 年1月－2022年9月制度委員会研究会のテーマとゲスト講師― 

（※肩書は当時のものを掲載） 

＜2020年＞ 

6月18日（月） 

「大学発ベンチャーと地域エコシステム－大学発ベンチャー・エコシステム研究プロジェクト中間報告－」 

原田 誠司氏：長岡大学名誉教授 

 

7月20日（月） 

「ビジネスモデル特許による起業」 

佐藤 辰彦氏：特許業務法人創成国際特許事務所会長・弁理士 

 

9月7日（月） 

「GEMから見た若者の起業活動や起業態度の変化」 

高橋 徳行氏：武蔵大学教授 

 

10月19日（月） 

「起業力教育について」 

市川 隆治氏：（一財）ベンチャーエンタープライズセンター理事長 

「全国高校生ビジネスプラン・グランプリについて」 

田上 和彦氏：（株）日本政策金融公庫創業支援部創業支援部長 

 

12月5日（土）第20回全国大会制度委員会セッション 

「地方創生のためのテック系ベンチャークラスター」 

佐藤 辰彦氏：特許業務法人創成国際特許事務所会長・弁理士 

原田 誠司氏：長岡大学名誉教授 

福田 伸生氏：バイオ・サイト・キャピタル（株）専務取締役 

山口 泰久氏：（株）FFG ベンチャービジネスパートナーズ取締役副社長、START プログラム代表事業 

プロモーター 
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＜2021年＞ 

3月22日（月） 

「企業の社会的責任と社会貢献」 

庄司 秀樹氏：東洋システム（株）代表取締役 

 

4月19日（月） 

「日本の株式市場改革の遅れと中堅・中小企業、ベンチャー企業の成長停滞」 

田所 創氏：（独)経済産業研究所コンサルティングフェロー） 

 

5月17日（月） 

「日本のバッテリー安全技術でゼロエミッション社会の実現を目指す」 

佐藤 裕之氏：（株）EVモーターズジャパン代表取締役 

 

6月21日（月） 

「九州における大学発ベンチャー創出の取り組み」 

山口 泰久氏：（株）FFGベンチャービジネスパートナーズ取締役副社長 

上條 由紀子氏：長崎大学FFGアントレプレナーシップセンター教授 

 

7月12日（月） 

「日本におけるプライベートマーケットの整備の方向性」 

田所 創氏：（独)経済産業研究所コンサルティングフェロー 

 

9月6日（月） 

日本ベンチャー学会9月セミナー「スタートアップの資金調達の現状と課題」 

大崎 貞和氏：野村総合研究所主席研究員 

村口 和孝氏：日本テクノロジーベンチャーパートナーズ代表 

上田 敬氏：日本経済新聞社編集総合解説センター担当部長 

 

11月22日（月） 

「大学発スタートアップの知財戦略」 

山本 飛翔氏：中村合同特許法律事務所弁護士・弁理士 

 

＜2022年＞ 

4月18日（月） 

「スタートアップ・エコシステムの形成に向けて－スタートアップ支援の取り組み」 

石井 芳明氏：経済産業省新規事業創造推進室長 

 

5月16日（月） 

「スタートアップ創出による知の社会実装 

－イノベーター教育とスタートアップ流イノベーションの起こし方－」 

鎌田 富久氏：TomyK Ltd. 代表、東京大学大学院特任教授 
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6月20日（月） 

「スタートアップとM&A」 

荒井 邦彦氏：（株）ストライク代表取締役社長 

 

7月11日（月） 

「東京下町でスターアップを支援する“ガレージスミダ”について」 

浜野 慶一氏：（株）浜野製作所代表取締役 

 

9月12日（月） 

「起業創生やスタートアップ支援活動について」 

田中 豊氏：（一社）東京ニュービジネス協議会副会長、アートグリーン（株）代表取締役社長 

 

 

上記研究会における各報告の概略は以下の通り。 

 

1）「大学発ベンチャーと地域エコシステム－大学発

ベンチャー・エコシステム研究プロジェクト中間報

告－」 

 原田誠司氏（長岡大学名誉教授）による本報告は、

原田氏を代表とする 2019年度研究型研究プロジェ

クトの中間報告を兼ねたものである。当プロジェク

トでは大学発ベンチャーの簇業による地域経済活性

化の探求をテーマに、先進的研究大学 10 校における

ベンチャー・エコシステム、およびつくば・川崎など

の技術ベンチャー集積地域における地域エコシステ

ムの把握と分析等を行っており、この内容に沿って現

状報告が行われた。 

 

2）「ビジネスモデル特許による起業」 

本報告では、「ビジネスモデル（BM）特許」をめぐ

る動向、及びベンチャー企業における経営資源として

の知財の有用性・重要性や知財の戦略的活用について、

講師の佐藤辰彦氏（特許業務法人創成国際特許事務所

会長・弁理士）が、メドケア（株）、（株）メルカリ、

（株）エブリスタ、フロンティア・ラボ（株）の事例

をもとに解説した。 

 

3）「GEM から見た若者の起業活動や起業態度の変化」 

本報告では、日本のアントレプレナーシップ研究、

起業家研究の第一人者であり、起業家活動調査GEM

（Global Entrepreneurship Monitor）の日本チーム

代表でもある高橋徳行氏（武蔵大学教授（現学長））

が、GEMの活動全般に関する概要と、日本の若年層

に焦点を当てた起業活動や起業態度の特徴や今後の

課題について、実例としてGEMのデータを引きなが

ら報告が行われた。 

 

4）「起業力教育について」・「全国高校生ビジネスプラ

ン・グランプリについて」 

前半は市川隆治氏（（一財）ベンチャーエンタープ

ライズセンター理事長）より、表層的な「起業家教育」

とは異なり、起業家として起業できる能力を育成する

「起業力教育」について、実例を交え報告が行われた。

後半は田上和彦氏（（株）日本政策金融公庫創業支援

部創業支援部長）から、田上氏が担当するイベント「高

校生ビジネスプラン・グランプリ」について、開催の

経緯や応募事例、参加者のその後の起業状況などが紹

介された。 

 

5）制度委員会セッション 

「地方創生のためのテック系ベンチャークラスター」 

当セッションは第 20 回全国大会において開催され

た。日本における起業の多くは首都圏に集中し、地方

ではまだ少数である現状を踏まえ、特にテック系ベン

チャーに焦点を当て、地方における起業を増やす方策

について、佐藤辰彦氏（特許業務法人創成国際特許事

務所会長・弁理士）、原田誠司氏（長岡大学名誉教授）、

福田伸生氏バイオ・サイト・キャピタル（株）専務取

締役）、山口泰久氏（（株）FFGベンチャービジネスパ

ートナーズ取締役副社長、STARTプログラム代表事

業プロモーター）の4名のスピーカーにより発表が行

われた。 

 

6）「子供たちの未来のために「新エネルギー社会実現

構想」」 
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本報告では、庄司秀樹氏（（株）東洋システム代表取

締役）より、同社のCSR 活動をはじめ、バッテリー

バレー構想、新エネルギー社会実現構想、「いわきバ

ッテリー・バレー・フェスタ」を通じた今後の人材育

成構想など、福島県いわき市を中心とした地域活性化

の取組みを紹介した。 

 

7）「日本の株式市場改革の遅れと中堅・中小企業、ベ

ンチャー企業の成長停滞」 

 日本における未上場企業の株式市場は未だ整備さ

れておらず、中堅中小企業及びベンチャー企業、特に

未上場段階の企業の資金調達が非常に制約されてい

る。この問題について、講師の田所創氏（（独）経済産

業研究所コンサルティングフェロー）より、日米の株

式市場構造の相違、ここ 30 年間で行われてきた制度

改革の内容など、アメリカとの比較を通じて、主に未

上場企業の株式市場を巡る問題点を中心に、日本の株

式市場における現状と課題について分析が行われた。 

 

8）「日本のバッテリー安全技術でゼロエミッション社

会の実現を目指す」 

本報告では、講師の佐藤裕之氏（（株）EVモーター

ズ・ジャパン代表取締役）が、同社の事業背景と商用

EV 事業の概要、他社との比較におけるBMS 技術の

独自性やバッテリー充放電の高効率運用システム、並

行輸入などによる価格競争力、EV化に必要な周辺技

術も含めた技術開発力福島工場の建設予定や海外展

開を含めた今後の事業展開などについて紹介した。 

 

9）「九州における大学発ベンチャー創出の取り組み」 

本報告の前半では、講師の山口泰久氏（(株)FFGベ

ンチャービジネスパートナーズ取締役副社長）が、九

州地方のベンチャー企業に対する同社の VC として

の支援内容やエコシステム創出に関する取組み、及び

現状の問題点などについて報告・分析を行った。後半

では講師の上條由紀子氏（長崎大学FFGアントレプ

レナーシップセンター教授）より、（株）FFGの寄附

講座として長崎大学開発推進機構内に開設された

FFG アントレプレナーシップセンター（NFEC）の

概要と、当センターが目指すアントレプレナー人材の

育成や大学発ベンチャー創出の支援の取組みなどが

紹介された。 

 

10）「日本におけるプライベートマーケットの整備の

方向性」 

4月に引き続き、田所創氏（（独）経済産業研究所コ

ンサルティングフェロー）が登壇。前回の報告内容を

踏まえ、日本の未上場株式市場改革の遅れについて、

アメリカとの比較により現状の問題点を振り返りつ

つ、これを解決するため1) 小規模公募制度(ミニIPO) 

の創設、2) 私募制度の抜本拡充、3) 私募転売制度の

創設、4) 証券会社の投資銀行機能の発揮、5) 株式投

資型クラウドファンディングの拡充、6) 未上場株式

マーケットプレイスの創設、(7)未上場株式PTS市場

の整備、の7点の制度改革案が提示された。 

 

11）日本ベンチャー学会9月セミナー「スタートアッ

プの資金調達の現状と課題」 

スタートアップの重要な経営資源であり、成長支援

としても不可欠であるリスクマネーについて、その供

給は量的・質的に十分なのかという問題意識のもと、

大崎貞和氏（野村総合研究所主席研究員）、村口和孝

氏（日本テクノロジーベンチャーパートナーズ代表）、

上田敬氏（日本経済新聞社編集総合解説センター担当

部長）の3氏を招き、日本のスタートアップの資金調

達の現状と課題について議論が展開された。 

 

12）「大学発スタートアップの知財戦略」 

本報告では山本飛翔氏（中村合同特許法律事務所弁

護士・弁理士（※肩書は当時））より、スタートアップ

が知財戦略に取組むこととビジネスとの関係、大学発

スタートアップの特殊性と知財戦略における留意点、

また特許庁・経産省の「オープンイノベーションのモ

デル契約書」プロジェクトについて、そこで検討され

ている大学・大学発スタートアップの主な契約例と留

意点などについて、実例を交えながら発表された。 

 

13）「スタートアップ・エコシステムの形成に向けて

－スタートアップ支援の取り組み」 

石井芳明氏（経済産業省新規事業創造推進室長）を

講師に迎え、スタートアップ・エコシステムの形成に

向けた政府の取り組みが紹介された。政府の包括的な

支援策として、スタートアップ・エコシステム拠点都

市の選定、日本版SBIR制度の改正、J-Startup企業

の選定と支援などの概要説明のほか、国際的水準のユ

ニコーン創出のため、創業基盤の形成、投資・市場環

境の整備、規制改革など、環境整備における課題が提

示された。 
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14）「スタートアップ創出による知の社会実装 

－イノベーター教育とスタートアップ流イノベーシ

ョンの起こし方－」 

講師は鎌田富久氏（TomyK. Ltd. 代表、東京大学大

学院特任教授）。日本では少子高齢化が進み、世界に

先立って色々な課題を抱える状況であるが、今般のコ

ロナ禍により社会の変革は加速しつつあり、ドライバ

ーとしてのスタートアップの存在感も増してきてい

る。こうした背景を踏まえ、1.加速する社会の変革、

2.豊かな未来の創造に向けた大学の役割、3.“スター

トアップ流”イノベーションの起こし方、4.イノベー

ター教育、の4点における現状と分析が行われた。 

 

15）「スタートアップとM&A」 

本報告では、講師の荒井邦彦氏（（株）ストライク代

表取締役社長）が、M＆Aの最新トレンドとして国内

回帰、事業の選択と集中、オープンイノベーションの

3点について解説した。荒井氏はM&Aは国内回帰傾

向にあり、国際間のM&Aでは長らく主流だった「国

内⇒海外」の件数が 2022 年に入って「海外⇒国内」

の件数と拮抗し、今後の転換点ともなりうること、

2021 年に引き続き上場企業の子会社・事業譲渡の売

却が増加し、事業の選択と集中が進みつつあること、

そして大企業×スタートアップの M&A によるオー

プンイノベーション促進などについて現状分析を行

った他、スタートアップのM&Aとプライシングの事

例などについても紹介した。 

 

16）「東京下町でスタートアップを支援する“ガレー

ジスミダ”について」 

講師は浜野慶一氏（（株）浜野製作所 代表取締役）。

（株）浜野製作所の沿革や事業の概要、産学官連携や

地域連携等の事例が紹介された。同社は企業経営の大

きな方向性として「ものづくりの情報の上流からのコ

ミットメント」「下請け体質からの脱却」「ネットワー

クの活用」を掲げ、事業構造の変革を進めてきた。ま

た、2014 年にものづくりのイノベーションを支える

開発拠点として“ガレージスミダ”を立ち上げた背景、

産学官連携や地域連携の実例をはじめ、さらなる事業

構造の変革に向けた新たな研究所、ラボの設立など、

様々な取り組みも紹介された。 

 

16）「起業創生やスタートアップ支援活動について」 

講師の田中豊氏（（一社）東京ニュービジネス協議

会副会長、アートグリーン(株)代表取締役社長）が、

アートグリーンの胡蝶蘭を主力としたフラワービジ

ネスの事業内容とその成長戦略、及びNBCのスター

トアップ支援活動などを紹介した。前半では、同社の

主力であるフラワービジネス支援事業のユニークな

ビジネスモデルや、ナーセリー支援事業における初期

投資を伴わない種苗の自社生産の仕組みのほか、今後

の成戦戦略についての説明、後半は東京ニュービジネ

ス協議会の概要やスタートアップ支援として起業塾

委員会、アントレプレナー創出委員会、IPOスクール

などの活動内容が紹介された。 
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第 2 章 ベンチャー・エコシステムの地方展開と 

スタートアップの資金調達 
 
 

1．ベンチャー・エコシステムの地方展開 

2020 年 1 月－2022 年 9 月の制度委員会のテーマ

が「ベンチャー・エコシステムの地方展開」であった

ことはこの報告書の「はじめに」で既に述べた。  

確かに日本全体で見ると、ベンチャー、スタートア

ップの創業は増えていることは間違いない。しかし地

域的に見ると、残念ながらベンチャー、スタートアッ

プの創業は東京ないしは首都圏が大半を占めており、

それ以外の地域では九州福岡や京阪神、あるいは名古

屋周辺など大都市圏を除けば低調であることは否めな

い。このことは、ベンチャーのエコシステム（筆者はエ

コシステムとは、ベンチャーを継続的・持続的に数多

く生み出し、それらを育成しスケールさせていくこと

のできる循環型のビジネス環境のことを指すと理解し

ている）が日本では依然全国的には十分に整備されて

いないことを意味する。 

現状、世界では第 4 次と謂われる産業革命を背景と

して、ベンチャー、スタートアップの輩出拡大による

経済成長に向けた各国の競争、謂わばスタートアップ

経済確立競争ともいえる競争が繰り広げられていると

筆者は考えている。 

それを先導したのは米国だが、それに中国が続き、

これまで余りベンチャー、スタートアップ育成に関心

が薄かった欧州勢、フランス、ドイツといった国々、さ

らにイスラエル、インドといった国々も参戦し、正に

グローバルな競争が行われているように思う。 

そうした中で日本を見ると、残念ながらその競争に

かなり劣後しているといわざるを得ない。その表れの

一つが日本の地方のベンチャー・エコシステム整備の

遅れなのであり、その改善が早急に求められていると

いえる。 

では、一体日本の地方のエコシステムの現状はどの

ような状況なのか、地方には何が欠けているのか、そ

れを充実させるためには何が必要なのか、2020年1月

－2022年9月の制度委員会では、そうした大きな問題

意識の下に「ベンチャー・エコシステムの地方展開」と

いうテーマを掲げたわけである。 

毎月行っている制度委員会・研究会では、このテー

マに沿って、まず 2020 年 6 月には新潟の長岡大学名

誉教授の原田誠司氏をお招きし、「大学発ベンチャーと

地域エコシステム」と題してお話し頂いた。原田氏の

お話は、日本ベンチャー学会が設けている 2 年間の研

究プロジェクトで実施された「大学発ベンチャー・エ

コシステム形成に関する調査研究プロジェクト」をベ

ースにした講演であった。  

原田氏には、大学発ベンチャー輩出数ランキング上

位10 校（東京大学、京都大学、筑波大学、大阪大学、

東北大学、九州大学、早稲田大学、慶應大学、名古屋大

学、東京工業大学）のエコシステム整備の状況と各大

学が所在する地域のエコシステムの状況についてお話

し頂いた。 

次いで「はじめに」で触れたように、2020 年12 月

の早稲田大学での全国大会において、「制度委員会セッ

ション」を設け、「地方創生のためのテックベンチャー

クラスター」というテーマの下に、制度委員会委員を

含めた 4 名の方々から幾つかの地域のベンチャー、ス

タートアップ創出・育成の現状と課題について報告し

て頂いた。 

2021年3月の月例の研究会では、二次電池の試験装

置開発会社である東洋システム株式会社創業者で代表

取締役の庄司秀樹氏をお呼びし、「企業の社会的責任と

社会貢献」」と題して、主に東洋システム本社が所在す

る福島県いわき市を中心とした「バッテリーバレー構

想」についてお話し頂いた。庄司氏は日本で西日本に

生産拠点が偏っているバッテリーの供給状況を是正す

べく、福島いわきを中心としたバッテリー関連産業の

集積を構想されており、その現状と将来、並びに福島

のいわき地域のエコシステムについてお話を伺った。 

次いで2021年6月の研究会では、株式会社ふくお

かファイナンシャルグループの100％子会社でVCで

あるFFGベンチャービジネスパートナーズの取締役

副社長の山口泰久氏と長崎大学FFGアントレプレナ

ーシップセンター教授の上條由紀子氏から「九州にお

ける大学発ベンチャー創出の取り組み」と題してお話

をして頂いた。尚、FFG ベンチャーパートナーズの

山口氏は制度委員会の委員でもある。 

この報告書では、上記した長岡大学名誉教授の原田

誠司氏による制度委員会での講演を中心に、各大学の
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ベンチャー・エコシステムの整備状況についてと、そ

れらの大学の所在地である地域のエコシステムの構

築状況について簡単にまとめておきたい。 

尚、詳しくは、日本ベンチャー学会会報」Vol.93に

掲載された制度委員会（報告）事例紹介「大学発ベン

チャー・エコシステムに関する調査研究プロジェクト

報告」を参照して頂きたい。 

 

1） 大学でのベンチャー・エコシステムの整備 

 原田氏はまず先に述べたように 2019 年 2 月当時の

大学発ベンチャー輩出数上位10大学について、それぞ

れの大学を個別に調査された上で、各大学のベンチャ

ー・エコシステムの現状と課題について、①産学連携

推進、②研究、③知財管理・活用、④起業シーズ開発・

VC、⑤起業・VC、⑥起業家教育、⑦資金調達・ネット

ワーク、といったエコシステムを構成する 7 つの機能

毎に整理されている。 

 まず①の産学連携推進については、10大学とも「産

学連携本部」を設置してエコシステムの整備に取り組

んでおられるようだ。中でも東京大学は、産学連携本

部、TLO（Technology Licensing Organization=技術

移転機関）、それと東京大学エッジキャピタル、東京大

学協創プラットフォーム開発といった認定 VC が一体

となってUnder One Roofでの支援が行われていると

評価されている。 

 ②の研究については、外部研究資金の獲得による研

究の事業化が各大学共通の課題だとした上で、10大学

については、外部研究資金について、国・独立行政法

人からの研究費の受入れが過半を占めており、民間企

業からの研究費が依然小さいことを問題視しておら

れる。   

大学別には、東北大学の東北大学未来科学技術共同

研究センター（NICHe）が世界標準の研究成果を上げ

ているとして評価されている。 

 ③の知財管理・活用においては、各大学の知財収入

額を比較されている。10 大学の中では東京大学が最

大などだが、金額は 2018 年度で 11 億円程度、残念

ながら欧米の大学と比較するとかなり小さい。 

④の技術シーズの開発について原田氏は、年間200

件のテック系シーズを開発している筑波大と、大阪大

学のGAPファンドを助成する「起業シーズ育成グラ

ント」というユニークな仕組みに注目されている。 

GAP ファンドとは大学等の基礎研究を事業化する

にあたって、研究と事業化の間のGAPを埋めるため

に試作品開発や試作テスト等で投入される少額の資

金のことで、最近ではかなりの数の日本の大学も

GAP ファンドを整備されていると聞いている。研究

成果を事業化するテック系ベンチャーにとっては重

要な資金と考えられる。 

次に起業して「死の谷」を超える⑤の段階では、エ

ンジェル投資家や VC 等からの資金調達と経営人材

の確保が問題になる。 

資金調達の面では、2014 年に始まった特定研究成

果活用支援事業によって東北大、東京大学、京都大学、

大阪大学の国立 4 大学で国立大学法人 100％出資の

VCが誕生し、各大学の研究成果の事業化を目指して

創業された大学発ベンチャーへの投資が始まったこと、

更に今年 2022 年の 4 月には4 大学以外の国立大学で

の大学 VC の設立が認められたことで、大学発ベンチ

ャーの資金調達面の整備は改善される方向にあるとい

っていいように思う。ただ、経営人材の確保について

は、依然問題含みのようだ。 

 ⑥の起業家教育に関しては、かなり以前から多くの

大学で起業家教育プログラムが実践されている。 

原田氏等の調査研究プロジェクトでは、特徴的な起

業家教育の実践として慶應義塾大学湘南藤沢キャンパ

ス（SFC）での問題発見、問題解決型教育、九州大学の

「ロバート・ファン／アントレプレナーシップ・セン

ター（QREC）の設置、筑波大学のアントレプレナー

教育、名古屋大学など東海5大学による「Tongali（＝

Tokai Network for Global leading Innovators）プロジ

ェクト」、早稲田大学のグローバルエデュケーションセ

ンター（GEC）のビジネス・クリエーション教育など

が挙げられている。 

最後の⑦資金調達とネットワークについては、⑤の

ベンチャーのシード期のところで少し述べたが、大学

発ベンチャー輩出数ベストテンの10大学の内、国立大

学法人が100％出資する東京大学など4大学VC以外

の早稲田大学、慶應義塾大学、名古屋大学、東京工業

大学、九州大学、筑波大学の各大学は民間と共同で立

ち上げたVCファンドが組成されており、投資活動を

進めている。 

ネットワークについては、原田氏等の調査研究プロ

ジェクトでは、慶應義塾大学 SFC の「メンター三田

会」によるエンジェル投資やハンズオン支援、筑波大

学柏の葉キャンパスに本部を置く「一般社団法人TX

アントレプレナーパートナーズ（TEP）」がテック系

ベンチャーの支援団体として紹介されている。 

以上、大学発ベンチャー・エコシステムに関しては、

依然知財収入が少ないことや経営人材の確保、ベンチ
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ャーへの人材供給といった点でまだ問題があるものの、

整備はかなり進んだといってよいように思う。 

 

2） 地域のベンチャー・エコシステムについて 

 では、日本の大学のエコシステムの整備は進んでき

ているとしても、それが大学が所在する地域のエコシ

ステムに波及し拡大することによって、地域のベンチ

ャーの簇業に結び付いているのだろうか。 

 結論的に言えば、原田氏にお話し頂いた 2020 年春

の時点では、残念ながら大学のベンチャー・エコシス

テムの整備が地域のベンチャー・エコシステムに波及、

拡大しているとは依然言えないようだ。 

先述した「日本ベンチャー学会会報」Vol.93 に掲載

された制度委員会（報告）事例紹介「大学発ベンチャ

ー・エコシステムに関する調査研究プロジェクト報告」

には以下のように記されている。「・・大学発ベンチャ

ー・エコシステムでは東京大学のような先行事例が出

てきたものの、それが地域におけるベンチャーの簇業

状態とそれに向けた地域エコシステムに波及、拡大し

ているとは明示的に言えない。他大学の場合も同様で

あり、現状は地域エコシステムとベンチャー簇業は未

形成と言わざるを得ない」と。 

とはいえ、2020年以降の動きを見ると、東京大学が

立地する東京・本郷周辺地域では、スタートアップの

ためのシェアードオフィスが乱立しているようであり、

その動きは本郷周辺だけでなく、東京では渋谷・新宿

といった地域へも拡大しているようではある。ただし、

そうした地域エコシステムへの波及・拡大が見られる

のは、現状でも東京など大都市圏に留まっていること

は確かなようだ。 

そうした動きの中で、地方でのベンチャー・エコシ

ステム形成の面で注目すべき地域なのが山形県の鶴岡

地域である。鶴岡については、2001年4月に慶應義塾

大学先端生命科学研究所（IAB）が設立され、そこが鶴

岡サイエンスパークとなって以降、メタボローム解析

の「ヒューマン・メタボローム・テクノロジー」（2013

年に東証上場）、素材開発の「スパイバー（現在は

Spiber）」、癌検査の「サリバテック」、腸内環境解析の

「メタジェン」、再生医療製品開発の「メトセラ」、抗体

医薬品候補探索技術の「モルキュア」といったバイオ

ベンチャーを生み出している。鶴岡については、原田

氏も上記の調査研究プロジェクトで調査されており、

先の「日本ベンチャー学会会報」Vol.93 では「・・国

際バイオベンチャー拠点への発展の第 2 段階に入って

いる」と評価されている。 

確かに鶴岡は、慶應義塾大学の先端生命科学研究所

の誘致に成功したこと、誘致後も鶴岡市長のリーダー

シップの下、市の財政支援等に支えられたこと、など

が成功要因として挙げられるようだが（大滝義博・西

澤昭夫編著『バイオベンチャー成功の条件－「鶴岡の

奇跡」と地域Ecosystem－』創成社2014、参照）、現

状も踏まえて、再度その地域ベンチャー・エコシステ

ム形成のプロセス等について改めてより詳細な調査研

究を実施することも必要なのかも知れない。 

 

2．スタートアップの資金調達 

 この報告書の「はじめに」で記したように、2020年

1月－2022年9月の大きなテーマは「ベンチャー・エ

コシステムの地方展開」であった。ただ、2021年に入

って 4 月の研究会に「日本の株式市場改革の遅れと中

堅・中小企業、ベンチャー企業の成長停滞」というテー

マで講師としてお呼びした田所創氏の問題提起によっ

て、スタートアップの資金調達の問題が大きな論点と

して浮上した。そのため田所氏には 7 月の研究会に再

度お越し頂き、「日本におけるプライベートマーケット

の整備の方向性」と題してお話を伺った。 

同時に、急遽2021 年9 月6 日に「スタートアップ

の資金調達の現状と課題」と題して、制度委員会から

の提案として学会セミナー・パネルディスカッション

をオンラインではあったが開かせて頂いた。 

お呼びしたパネリストは、日本テクノロジーベンチ

ャーパートナーズ代表の村口和孝氏、野村総合研究所

主席研究員の大崎貞和氏、日本経済新聞社編集総合解

説センター担当部長の上田敬氏の 3 名、モデレーター

は筆者が務めさせて頂いた。 

日本テクノロジーベンチャーパートナーズの村口氏

は大学卒業後 VC の日本合同ファイナンス（現在のジ

ャフコグループ）に入られキャピタリストとして活躍

された後1997年に独立され、日本で最初の独立系VC

である日本テクノロジーベンチャーパートナーズを立

ち上げられたベンチャーキャピタリストである。 

野村総合研究所の大崎氏は、金融資本市場の制度問

題や金融商品取引法などについての日米の比較研究な

どを続けて来られた方で、昨年末に日本証券業協会が

催した「未上場株式の発行・流通市場の活性化に関す

る懇談会」の座長も務められた方である。 

日本経済新聞社の上田氏は、日経新聞入社以来ジャ

ーナリストして一貫してベンチャー分野を見て来ら

れた方で、ベンチャーコミュニティの数多くの人々と

のネットワークをお持ちの方である。 
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ここでは、田所創氏の 2 回に亘る研究会でのご講演、

特に初回の4月のご講演についてと、9月の学会セミナ

ーでの 3 名の専門家の発言を中心に要約させて頂くこ

とにしたい。 

 

1) 未上場株式市場が整備されていない日本 

 田所氏の 4 月の講演は、前述したように「日本の株

市場改革の遅れと中堅・中小企業、ベンチャー企業の

成長停滞」と題して行われ、主に米国の株式市場との

比較が語られた。 

田所氏の講演については、作成いただいた資料によ

ってその主な主張を確認させて頂くと、まず①日本の

株式市場においては未上場株式市場が整備・発達してい

ない。一方米国の株式市場は、未上場株式市場と上場株

式市場が両輪となって拡大している。 

②未上場段階から資本（エクイティ）を調達して早期

に成長して数多くのユニコーンを生み出す米国に対し

て、日本企業は主に銀行融資によって穏やかに成長する。 

③米国では未上場のユニコーンへの未上場株式市場

での投資が可能で、そのユニコーンがIPOすることも

多い。その結果、ユニコーンに投資した投資家は、それ

によって自らの資産を拡大することが出来る。一方日本

では、もっぱら上場株式への投資になるため、未上場

株式への投資での個人資産形成はかなり限定的になる。 

④日本では未上場株式市場が未整備であるため、投

資家は未上場会社株式を転売することが難しい。その

ため未上場企業への投資は極めて小さい。その結果、

未上場のスタートアップの資金調達は米国と比較する

と遥かに小さく、大胆な投資を行うことが難しく成長

が停滞する。一方米国では創業直後から私募や小規模

公募で投資家から資金調達し、大胆な成長投資を行う

ことが出来る。 

⑤日本では幾重もの規制が未上場株式の取引を縛り

つけている。 

⑥日本の株式市場の改革は米国と比べて未上場株式

市場制度の整備、未上場株式の取引等での IT の導入な

どの面で遅れを取っている。 

 ちなみに、未上場のスタートアップ、ベンチャー企業

への投資を行うVCの投資額を日米について比較してみ

ると、2021年では以下のようになる。 

まず日本については、毎年 VEC（ベンチャーエンタ

ープライズセンター）が各VCへのアンケート調査によ

って数値をまとめている。それを見ると、2021 年度は

国内・海外合わせて3,327 億円（国内投資2,618 億円、

海外投資708 億円）となっており、前年度比では48％

増と大幅な伸びをみせてはいる。 

一方の米国のVC投資額は、NVCA（全米VC協会）

のYearbook によると、2021 暦年ベースで 3,296 億ド

ルとなっており、前年比97％増とほぼ倍増している。 

このように、スタートアップにとって重要な成長資金

の一つである VC 資金においても、日米の格差は極め

て大きい。 

 

2) スタートアップの資金調達環境の改革について 

こうした日米の格差は何故生じてしまっているのか、

その格差を小さくするためには今後何をすべきなのか、

そのことについて議論するために開いたのが 9 月セミ

ナーのパネルディスカッションであった。詳しくは「日

本ベンチャー学会会報」Vol.99の記事をご覧いただきた

いが、ここでは先にご紹介した 3 名のパネリストの皆

さんの主な発言について、以下簡単にまとめさせて頂く。 

まず、野村総合研究所の大崎氏からは、日本では投

資家保護の観点もあって、業界の自主規制で証券会社

の未上場株式の投資勧誘が禁止されている。しかし自

身は全面禁止は制度的に問題だと思う。日本証券業協

会もそう考えて昨年末の懇談会で例外を認める方向に

した上で、米国のようにレギュレーションDでの投資

家への投資勧誘を検討することになった。 

キャピタリストの村口氏は、現状米国だけでなく全

世界でスタートアップ経済の確立が国家の成長戦略

の中心になっている。そうした状況においては、未知

で未学習な領域（例えばメタバースやブロックチェー

ンといった領域）に果敢に挑戦すること（＝未知未学

習な事業への戦い）が求められるのだが、残念ながら日

本は未だに戦い方が既知既学習な事業への戦い方、守り

の戦い方が主になっているのではないか。今後はVCで

資金量を10 兆円程度に拡大し、攻めの戦略を考える必

要がある。 

日本経済新聞社の上田氏からは、世界のスタートア

ップ支援について、フランス、オランダ、イスラエルと

いった国々の事例を紹介された上で、日本でもようや

くグローバルな資金調達が幾つかのベンチャーで始ま

ったようだが、総じて言えば日本はグローバルな競争

において世界に置いていかれているのではないか。 

 

確かに現状の日本のスタートアップの資金調達環

境には幾つかの問題がある。今後その改革を急速に進

めていくことが必要であることは間違いない。 

 

（制度委員会委員長 秦 信行） 
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第 3 章 ベンチャークラスターと地方創生 
 

月例委員会（2020年 6月 8日） 

「大学発ベンチャーと地域エコシステム-

大学発ベンチャー・エコシステムに関す

る調査研究プロジェクト報告」 
秦 信行（制度委員会委員長、事業創造大学院大学

特任教授） 

原田 誠司（長岡大学名誉教授） 

 

1. なぜ、「エコシステム」か――政策上の位置付け 

本研究プロジェクトは 2019～2020年度 2年間の

調査研究であり、本日はその中間報告として報告

する。参加メンバーは私（原田＝座長）、遠山浩・

専修大学教授、栗井英大・長岡大学准教授、石黒

順子・東洋学園大学専任講師、青木成樹・株式会

社価値総合研究所上席研究員、木村行雄・国立研

究開発法人産業技術総合研究所総括主幹の 6 名。

具体的な研究テーマは、①大学発ベンチャー・エ

コシステムの把握・分析、②技術ベンチャー集積

地域における地域エコシステムの把握・分析――

の 2点。前者についてはベンチャー輩出上位 10大

学（東北、東京、東京工業、早稲田、慶應義塾、

筑波、名古屋、京都、大阪、九州）、後者について

は山形県鶴岡地域、茨城県つくば地域、神奈川県

川崎地域をそれぞれ対象とした。 
2012年 4 月、西澤昭夫・前日本ベンチャー学会

会長らによる『ハイテク産業を創る地域エコシス

テム』（有斐閣）は、マサチューセッツ工科大学

（MIT）が研究大学から企業家大学に発展、3,000
社もの NTBFs（新技術基盤企業）が簇業（そうぎ

ょう＝多数新規創業）していることを解明。日本

にも同様の「地域エコシステム」の仕組みを構築

することが不可欠であることを指摘した。 
これを踏まえて、2013 年 7月、公益社団法人日

本ニュービジネス協議会連合会、一般社団法人日

本ベンチャーキャピタル協会、日本ベンチャー学

会の三団体緊急提言委員会（委員長＝松田修一・

早稲田大学名誉教授）が「三団体緊急提言：21 世

紀型の新たな成長戦略に向けて・・・高付加価値

型ベンチャー企業の簇業」を政府に提言した。そ

のポイントは、①研究成果に投資する大学の仕組

みの構築、②文理融合・リーダー育成の起業家教

育の確立、③大学発ベンチャー・エコシステムの

確立、④地域中核大学を中心とする産学官の総合

ネットワークの確立、の4点である。 
これを受けて、政府は 2016 年 4 月、「ベンチャ

ー・チャレンジ 2020」でエコシステム構築を明示。

統合イノベーション戦略の一環として、「スタート

アップ・エコシステム拠点都市形成推進」を明示

した。 
 

2. 「エコシステム」の概念について――本研究の

枠組み 
M・ケニー著『シリコンバレーは死んだか』（日

本経済評論社、2002 年）では、「新企業創成の循

環性・再生産性の仕組み＝エコシステム」と定義

している。新企業創成の構成要素は、①大学・研

究所、②ベンチャーキャピタル（VC）、③サービ

ス・インフラ、④多様な専門人材、⑤企業風土・

文化――の 5 つ。シリコンバレーのエコシステム

のポイントは、これらの構成要素間を結びつける

人材の多様性・流動性と人的・企業間ネットワー

クによるリサイクル＝循環性とする。 
これを踏まえて、本研究では「エコシステム」

の概念を、①大学発ベンチャー・エコシステムは

「研究－教育－財務－起業」が一体的に循環する

システムとして把握する、②大学発ベンチャー・

エコシステム形成による「研究成果に投資する大

学の仕組み」づくりとトータルマネジメントを把

握する、③地域エコシステム＝新企業の継続的創

成の地域ネットワークとし、大学発ベンチャー・

エコシステムと地域エコシステムは連関させ、前

者後者で把握する、こととした。 
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3. 大学発ベンチャー輩出上位10校の概要 

 
図表1 

 
図表 1 は、大学発ベンチャー輩出上位 10 大学の

概要をまとめたものである。2018年度の 10大学の

ベンチャー企業数は 1,151 社で、全国の大学発ベン

チャーの総計 2,278 社の 50.5％を占める。2016 年

度から 2018 年度における増加数は 277 社で、全国

総計 432 社の 64.1％を占める。日本の大学発ベン

チャーの起業は、この10大学が牽引している。 
人材については、技術系ベンチャーの基盤である

理系研究者（理系教員＋理系博士院生）の総計は約

4 万人にのぼる。大学別では東京大学が約 8,000 人

で最も多く、京都大学約 5,700 人、大阪大学約

5,000人、東北大学約4,800人、九州大学約4,100人
などとなっている。 

 

 
図表2 
 
図表 2は上位 10大学の事業収入構造（2018年度

決算ベース）をまとめたものである。最も多いのは、

東京大学で約 2,344 億円である。他方、筑波大学は

人員、事業収入とも小規模ながら、ベンチャー輩出

数は第3位と健闘している。国立大学、私立大学と

も寄附金、特許料等の自主財源は少額に留まってい

る。研究大学から企業家大学に発展するためには、

＜寄付等自主財源基金運用による配当等収入＞の資

金循環づくりが今後の課題となっている。 
 

4. 大学発ベンチャー育成策とベンチャー企業数 

わが国では新資本・市場政策（1998 年ファンド

法、1999 年東証マザーズ開設等）と、大学発ベン

チャー政策（1998 年大学等技術移転促進法、1999
年日本版バイ・ドール制度等）によって、米国から

20 年遅れで大学発ベンチャー・エコシステムの形

成の制度的、組織的整備が可能になった。2001 年

には「大学発ベンチャー1000 社計画」が策定され、

2003 年に達成される。2013 年度以降、第 2 次安倍

政権で EDGE、EDGE-NEXT プログラム、官民イ

ノベーションプログラム等によって大学発ベンチャ

ー育成政策が展開される。この間、上位 10 大学の

ベンチャー数は 5.1 倍に急増（2002 年度の 221 社

から 2018 年度の 1,151 社へ）、特に 2008 年のリー

マンショック後の伸びが大きくなっている。 
 

5. 大学発ベンチャー輩出上位 10 大学のベンチャ

ー・エコシステム 

各大学の＜研究から起業＞までのベンチャー起業

支援のエコシステムの現状と特徴を、①産学連携推

進、②研究、③知財管理・活用、④起業シーズ開

発・VC、⑤起業・VC、⑥起業家教育、⑦資金調

達・ネットワーク――の7つの機能で整理した。ポ

イントは以下の通り。 
 

【産学連携推進】 

各大学ごとに、司令塔となる「産学連携本部」を

設置し、研究、知財管理・活用、起業、起業家教育、

資金調達・メンターネットワークなどの活動の調

整・推進に取り組んでいる。特に東京大学は産学連

携本部、TLO（技術移転機関）、VC を一体化した

Under One Roof での支援が整備されている。他の

大学も専門人材である URA（リサーチ・アドミニ

ストレーター）を配置しているが、専門職位制度の

確立が課題である（教員、事務職員以外の第3の専

門職としての確立はまだ少なく途上にある）。 
 

【研究】 

外部研究資金確保による研究活動の自立展開、す

なわち「研究の事業化」が大学の共通の課題である。
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10大学の共同研究と受託研究の総計は約 1万 8,000

件で全体の約 30％、受入金額は約 1,820 億円で全

体の約 58％となっている。このうち国・独立行政

法人からの研究受け入れが約 70％を占め、民間企

業からは約 20％に留まっている。大学別に見ると、

東北大学未来科学技術研究センターNICHe が世界

標準の研究センターとして成果を上げており、「自

立モデル」の先行例と言える。 

 

【知財管理・活用】 

図表 3は 2018年度の特許収入額の内訳で、10大学

の特許出願件数は約 4,800 件、保有件数は約 1 万

8,000 件で全体の約 40％、特許収入は約 30 億円で

全体の約 67％をそれぞれ占める。東京大学が約 11

億円で最も多く、次いで京都大学が約6億円。私大

は極めて少ないのが現状だ。大学別では、東京大学

の株式会社東京大学 TLO が特許収入額約 13 億

2,100 万円（単独特許 9 億 9,800 万円、共同特許 2

億 5,000 万円など）を上げており、群を抜いて多い。 

 

 

 
図表3 

 

【プレ・インキュベーション】 

研究から開発への「魔の川」越えの取り組み（起

業シーズの開発）では、筑波大学や大阪大学がユニ

ークな仕組みを構築している。筑波大学はつくば地

域で毎年 200 件のテック系シーズを開発している。

大阪大学は技術実用性の検証（ギャップファンド）

に助成する「起業シーズ育成グラント」事業を展開

している（VC等20社で評価し、投資も決める）。 

 

【インキュベーション】 

いよいよ起業していわゆる「死の谷」を越える段

階では、資金調達、経営人材の確保が大きな課題で

あり、商品を市場に出す（「死の谷」越え）を成功

させなければならない。このプロセスについては、

大阪大学と京都大学が「起業支援プログラム」を実

施している。経営チームづくりに向けては産総研が

日本で唯一、「客員起業家制度」を導入している

（名称はスタートアップ・アドバイザー）。 

 

【起業家教育】 

起業家教育プログラムは各大学で展開されている。

特徴的な実践事例としては、①慶應義塾大学湘南藤

沢キャンパス（SFC）の「問題発見、問題解決」の

教育、②九州大学の「ロバート・ファン／アントレ

プレナーシップ・センター（QREC）」の設立、③

筑波大学による資金・場所の支援とアントレプレナ

ーシップ教育、④名古屋大学など東海5大学による

「 Tongali （ Tokai Network for Global Leading 

Innovators）プロジェクト」の開始、⑤早大グロー

バルエデュケーションセンター（GEC）によるビ

ジネス・クリエーションコース――などがある。 

 

【資金調達とネットワーク】 

10 大学の VC への対応は、①政府の「官民イノ

ベーションプログラム」で VCを設立（東北大学、

東京大学、京都大学、大阪大学）、②民間と共同で

VC やファンドを立ち上げ（慶應義塾大学、名古屋

大学、東京工業大学、早稲田大学、九州大学）、③

民間 VC と個別に連携（筑波大学）、に大別される。 

事例としては、東京大学は現在、株式会社東京大

学エッジキャピタル（UTEC）、東京大学協創プラ

ットフォーム開発株式会社（IPC）の 2 社の独自

VC を持っている。特に、UTECは 4つのファンド

で計118件、約543億円のハンズオン投資を実行し、

上場 11 件、M&A11 件のイグジットを実現してい

る。京都大学イノベーションキャピタル株式会社

（京都 iCAP）は経営人材確保の取り組みに力を注

ぐ。早稲田大学アントレプレヌール研究会が設立し

たウエルインベストメント株式会社（WERU）は

独自の経営人材データベースを構築し、投資先企業

のステージや領域に応じて、CEO、CFO、CTO ク

ラスの人材を紹介している。 

一方、メンターネットワークでは、例えば慶應義

塾大学 SFC には「メンター三田会」が組織され、

エンジェル投資やハンズオン支援を行っている。筑

波大学柏の葉キャンパスに本部を置く一般社団法人

TX アントレプレナーパートナーズ（TEP）は、エ

ンジェル投資家による技術系ベンチャーへのハンズ
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オン支援を行っている。 
 

6. 地域エリアにおけるベンチャー育成 

【鶴岡エリア】 

2001 年 4 月に設立された慶應義塾大学先端生命

科学研究所（IAB）からヒューマン・メタボロー

ム・テクノロジーズ（HMT）株式会社（2003 年設

立、2013 年東証マザーズ上場）、Spiber（スパイバ

ー）株式会社（2007 年設立）など 6 社のバイオベ

ンチャーが起業した。鶴岡サイエンスパークを中心

に既存企業も巻き込んだ、産官学連携によるバイオ

産業クラスターの形成を推進している。IABの活動

は山形県、鶴岡市などの財政支援に支えられており、

これを外部研究資金や民間の寄付、ベンチャー投資

などに移行することが当面の課題と言える。また、

国際的バイオベンチャー拠点への発展の地域エコシ

ステム第2段階に入っている。 
【つくばエリア】 
筑波研究学園都市には大学・国立研究機関が集積

し約 2 万人の研究者、300 社超のベンチャー企業

（筑波大約 140 社、産総研約 150 社など）が生ま

れている。とはいえ、シリコンバレーのように次々

とベンチャーが生まれるような地域エコシステムは

未形成と言わざるを得ない。地域エコシステムの形

成に向けて、さらなる産官学連携の充実・強化が求

められる。 
 
【川崎エリア】 
川崎市では工場跡地の再開発に伴い、この 30 年

間で溝の口地区、新川崎地区、臨海部殿町地区の 3
地域でベンチャーの集積が形成された。溝の口地区

では日本最大のインキュベーター、株式会社ケイエ

スピー（KSP）がベンチャー総合育成センターへと

成長・発展をとげた。新川崎地区では川崎市と慶應

義塾大学の協定などにより研究機能集積とインキュ

ベーターが整備され、ベンチャーが集積している。

臨海部殿町地区では国の特区指定を受けて、ナノ医

療イノベーションセンター（iCONM）を中核にバ

イオ関連ベンチャーの集積が進む。これら3地区を

つなぐベンチャー輩出イノベーションネットワーク

の形成が、地域エコシステムの発展に向けた今後の

課題と思われる。 
 

7. 本格的ベンチャー・エコシステム形成への提言 

【エコシステム強化に向けた機能の充実・整備】 

まず、大学発ベンチャー・エコシステムの強化に

向けた機能の充実・整備について、次の7つを提案

したい。 
 
第 1：「産学連携本部」＝司令塔機能の抜本的強化

（多様な専門人材確保による）を図る 
第 2：研究企画機能と研究戦略を明確にし、「研究

の事業化」を実現する 
第 3：知財部門人材の抜本的強化により、知財収入

の飛躍的拡大（研究成果の事業化）を実現す

る 
第 4：起業シーズ開発件数の拡大と目利きにより、

「魔の川」越えの仕組みを確立する 
第 5：強力な経営チームを構築し、「死の谷」を乗

り切る体制・戦略を打ち立てる 
第 6：起業家教育の抜本的強化・充実により、大学

発ベンチャー起業家群を輩出する 
第 7：VC 機能とネットワークの充実・拡大を通し

て、地域・全国に資金調達とハンズオン支援

機能を確立する 
 
【大学発ベンチャー・エコシステム確立に向けて】 

次に、大学発ベンチャー・エコシステムが確立し

たと認められるには、「研究成果に投資する大学の

仕組み」として、大学財政に貢献できなければなら

ない。自主財源の充実・拡大を目指して、次の4つ
の提言を行いたい。 
第 1：外部研究資金確保、知的財産権収入の飛躍的

拡大を実現する 
第  2：寄附金の飛躍的拡大を実現する 
第 3：大学発ベンチャーへの投資によるリターン確

保を進める 
第 4：大学全体の財務における自主財源確保方策の

確立と見直しを行う 
 

【地域エコシステム構築に向けて】 

最後に大学発ベンチャー・エコシステムと地域エ

コシステムの関係性を考えると、大学発ベンチャ

ー・エコシステムでは東京大学のような先行事例が

出てきたものの、それが地域におけるベンチャーの

簇業状態とそれに向けた地域エコシステムに波及、

拡大しているとは明示的には言えない。他大学の場

合も同様であり、現状は地域エコシステムとベンチ

ャー簇業は未形成と言わざるを得ない。 
（2020年6月8日制度委員会） 
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論点整理 

＜論点整理について＞ 

日本ベンチャー学会「制度委員会」では、「日本

におけるスタートアップ・起業家支援の現状と課題」

を大きなテーマとした上で、ゲスト講師をお呼びす

る形の定例研究会を原則月1回開いている。研究会

ではゲスト講師に1時間程度特定のテーマについて

お話しいただいた後に、さらに1時間程度、ゲスト

講師も交えてお話しいただいた内容を中心に、「制

度委員会」委員の方々並びに外部参加者合同で質疑

応答、議論を行っている。加えて定例研究会の後、

ゲスト講師のお話を「事例紹介」としてまとめ、委

員長の秦が「論点整理」を書かせて頂いた上で順次

学会の会報誌に掲載させて頂いている。 
「論点整理」を付け加えさせて頂いている目的は、

日本における現状のスタートアップ、起業家支援活

動に関して、ゲスト講師が話された「事例紹介」の

内容から導き出せる「論点」を整理し、コメントを

付け加えることで、会報誌をお読み頂いた方々にも

それらの「論点」について考えて頂き、議論をより

深めていきたいと考えているからである。同時に、

そうしたプロセスを通じて、日本のスタートアッ

プ・起業家支援活動に対する理解が広がり、活動自

体がより効果的・効率的なものになって欲しいと考

えているからである。 
今回の「事例紹介」は、2020 年 6 月 8 日（月）

の制度委員会研究会にゲスト講師としてお呼びした

長岡大学名誉教授の原田誠司氏の講演記録である。 
原田氏は大学・大学院修了後、財団法人国民経済

研究協会の研究員、株式会社経済分析センター代表

取締役を務められた後、長岡大学経済経営学部など

で教鞭をとられた方である。筆者は、原田氏が川崎

市産業振興財団の副理事長及び同財団新産業政策研

究所所長でもいらっしゃった時に、研究所の外部委

員に加えて頂き、毎月行われる研究会で一緒に議論

させて頂いた。 
今回の原田氏のお話は、日本ベンチャー学会の研

究推進委員会が 2012 年度に新しく設けた「研究プ

ロジェクト制度」（2 年間の研究期間）に採択され

た「大学発ベンチャー・エコシステム形成に関する

調査研究プロジェクト」についての報告である。 
「事例紹介」にもあるように、この調査研究プロ

ジェクトの調査対象は、東大、京大、筑波大、阪大、

東北大、九大、早大、慶應、名古屋大、東工大の

10 大学とした上で、①各大学の一体的に循環する

ベンチャー・エコシステムの現状、②研究成果に投

資する大学の仕組みやマネジメントの在り方、③大

学発ベンチャー・エコシステムとその先にある地域

のベンチャー・エコシステムとの関係性を理解する

と同時に、地域エコシステムの状況、など調査する

ことを目的としている。 
「事例紹介」に書かれているように、少なくとも

調査対象の 10 大学について見ると、ベンチャー輩

出数や起業家教育の進展、大学関連 VCの創設など

から分かるように、各大学のベンチャー・エコシス

テムは一応整備されつつあると言って良いように思

う。ただ、エコシステムを少し細かく見ると、各大

学とも寄付金や特許料収入といった自主財源が少額

に留まっていること、産学連携推進本部の設置は行

われているものの、URA（リサーチ・アドミニス

トレーター）などの専門職人材の職位制度の確立も

まだ出来ておらず、国や独立行政法人等からの研究

受入れが約 70％を占め民間企業からの研究受入れ

が少ないこと、そうしたことに伴い研究活動の自立

展開が必ずしも出来ておらず、研究の事業化も進ん

でいないことが述べられている。 
中でも研究の事業化については、実証実験段階で

の資金不足、起業初期段階での経営人材の確保の問

題など幾つかの問題点が指摘されている。 
さらに、大学のベンチャー・エコシステムの先に

ある地域のエコシステムについても、原田氏などが

調査された鶴岡、筑波、川崎地域においても、全体

的に見るとシリコンバレーのように次々にベンチャ

ーが生まれるような状況にはなっておらず、更なる

産官学の連携の強化が必要であること、つまり大学

発ベンチャー・エコシステムの整備は進みつつある

とはいえ、それが地域におけるベンチャーの蔟業や

地域エコシステムの拡大には残念ながらまだ結び付

いておらず、現状の地域でのベンチャー蔟業やベン

チャー・エコシステムの形成は総体的に見ると未だ

しの感ありと述べられている。 
 

論点 1 ベンチャー・エコシステム形成が遅い原因

は何か 

原田氏の制度委員会での報告は簡単に言えば上記

のように要約されるように思う。確かに大学発ベン

チャーの創出は進展してきてはいるが、それが地域

のベンチャー・エコシステムには必ずしも繋がって

いないように筆者も思うがどうであろうか。更に言

えば、大学発ベンチャーの輩出にしても、それが大
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きな経済価値を生み出し日本経済を牽引しているで

あろうか。 
大学発ベンチャー1000 社計画が政府の政策目標

として打ち出されたのが 2001年、それから既に 20
年が経過した。確かに、大学発ベンチャーの数は目

標の 1,000 社を超えたが、中身はどうであろうか。

地域のベンチャー・エコシステム形成についても、

首都圏など都市部ではそれなりの進展が見られ始め

ているように思うが、地方は依然停滞しているよう

に思われる。 
産業競争力強化法に基づく特定研究成果活用支援

事業が始まったのが 2014 年、それによって東大、

京大、阪大、東北大の 4 国立大学 100％出資の VC
が生まれた。4 国立大学 VC には国から総額 1,000
億円の資金が VCファンド資金として提供され、主

として各大学での研究成果の事業化を目指した、ベ

ンチャーの成長ステージのかなり早い段階でのベン

チャー投資が開始された。各大学の VCファンドは

それぞれ約 5年が経過し、1号ファンドの投資期が

終わる段階に来ている（通常 VCファンドの期限は

10 年で、その最初の 5 年間を投資期、残りの 5 年

間を投資回収期としている。4 国立大学 VC ファン

ドについては、資金回収に時間が掛かるテック系投

資先が多いことやベンチャー創業後かなり早いステ

ージでの投資も行うため、ファンド期限を 15 年に

延ばしているファンドもある。その場合も、投資期

間はファンド期限の約半分としている）。各大学の

ファンドは上記したように投資ステージがかなり早

い時期であるため、資金回収には通常の VCファン

ドより時間が掛かることは分かるが、現状4大学フ

ァンドからの投資先で、IPOなどで資金回収できた

投資先は数少ない。 
確かに、シリコンバレーにしても、ハイテク産業

の集積地として世界で評価されるようになるまでに

はそれなりの時間が掛かったわけで、そうしたエコ

システムが一朝一夕に形成されるものでないことは

理解できるが、少し遅いのではないか。では、その

遅い原因はどこにあるのか、何が日本のベンチャ

ー・エコシステム形成の阻害要因なのか。この点を

最初の論点としたい。この点に関しては、既に過去

様々に言われてきたことは皆さんもご存知だと思う。

原田氏も「事例紹介」の最後に大学発ベンチャー・

エコシステムや地域エコシステム構築についての提

言を何点か書かれている。それらはいずれも的外れ

ではないとは思うが、ではそれらの内何が最も重要

なポイントなのであろうか。それを皆さんで改めて

考えて頂きたい。 
 

論点2 日本で新規事業が生まれない要因 

日本の産業が過去世界的に見ても大きな成果を上

げていた時代があったことはご存知だと思う。特に

1980 年代は戦後 1950 年代後半からの重化学工業を

中心とした高度経済成長期を経て、エレクトロニク

ス産業や自動車産業といった加工組立型製造業を中

心に世界の GDP の 20％弱を占め（現状は 5％程度

に低下している）米国に次ぐ世界第 2 位の経済大国

となった。当時、長期雇用を旨とした安定的な雇用

制度や独自の下請システムなどにも助けられて国際

競争力も強く、エレクトロニクス分野などでイノベ

ーション＝新規事業も生まれていた。しかし、1990
年代以降、そうした新事業創出が滞ってしまってい

る。 
基礎研究については、ノーベル賞受賞者を見ると、

2020 年は残念ながら日本人の受賞者が出なかった

ものの、日本人研究者の自然科学分野でのノーベル

賞受賞者はここの所毎年のように出て来ており、日

本の基礎技術開発力・研究力は依然かなり強いよう

に見える。 
ただ、ノーベル賞の対象は実は最近の科学的成果で

はなくて、それぞれの受賞者のかなり前の業績であ

ることが多いと聞く。更に言えば、一つの国の基礎

研究力を評価する指標として使われる国際特許出願

件数の世界でのランキングを見ると、日本は依然世

界のトップクラスに位置するものの、最近中国に抜

かれて世界 3 位に後退している。同様にネットで基

礎研究力の量を見るための指標である自然科学分野

での世界の論文発表数ランキングを見ると、ここ

10年で2位から4位に、研究の質を見るための指標

といえる被論文引用数で見ても 4 位から 10 位へラ

ンクは下がっているという（「The 世界大学ランキ

ング日本版」、URL：https://japanuniversityrankings. 
jp/topics/00092/参照）。つまり、日本の基礎研究開発

力がこのまま世界でトップクラスを維持できるかど

うかが少し怪しくなっているようなのだ。加えて、

基礎研究力は強いとしても、日本ではその基礎研究

が新事業・新産業開発になかなか結びつかないのだ。 
大学発ベンチャー輩出という 2000 年以降の政策

目標についても、その最終的な目的は、ただ単に大

学の研究シーズを活用したベンチャーを数多く輩出

させることにあるわけではない。大学発ベンチャー
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創出の最終的な目的は、主に大学からテック系のベ

ンチャー数多くを生み出し、それを地域のエコシス

テムに拡大することで新しい事業や新しい産業を日

本から生み出し、それによって日本経済全体を活性

化させることにあるのだ。 
日本の最近の新事業・新産業事業開発力の弱体化

についても、過去、その要因分析が様々に行われて

おり、対策も実行に移されてはいる。しかし、依然

として大きく改善されてはいないように思われる。 
その原因については、単に技術開発だけの問題で

はなく、日本の教育や企業経営の在り方、日本の雇

用制度やそれに関連した人材の流動性の問題など、

大袈裟に言えば戦後日本社会全体の制度的、文化的

問題も含めてかなり幅広く考えてみる必要がある問

題のようなのだ。こうした問題を 2 つ目の論点とし

て挙げさせて頂き、改めて皆さんに考えて頂きたい。 
 
論点3 大学への期待と改革案 

最後は原田氏の事例紹介の論点というより、今回

大学発ベンチャーを取り上げさせて頂いたことに関

連した問題なのだが、そもそも大学という高等教育

機関でもあり、研究機関でもある組織がどうあるべ

きなのか、大きな問題ではあるが、そのことを考え

て頂きたい。大学に何を期待されるのか、期待する

大学を実現するために何を改革策として行う必要が

あるのか。 
今まで日本でも大学について色々な議論が行われ

てきた。出来ればそうした議論も踏まえて、大胆な

改革案を出して頂きたい。その議論は、大学発ベン

チャー・エコシステムの構築を考える際にも役立つ

ものと筆者は考えている。 
 

（日本ベンチャー学会会報Vol.93掲載） 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2020年 7月 20日） 

「ビジネスモデル特許による起業－ビジネ

スモデル特許がベンチャー企業を生む－」 

秦 信行（制度委員会委員長、事業創造大学院大学

特任教授） 

佐藤 辰彦（特許業務法人創生国際特許事務所 会

長、弁理士） 
 

1. ビジネスモデル特許の動向 

最近、知財戦略の状況が大きく変わってきた。開

発者が開発した成果を特許で守るというのが今まで

の知財のあり方だった。従って、知財はいつも開発

の下流にいた。しかし、知財を守っていただけでは、

知財は価値を生まない。知財を戦略的に活用しなけ

れば、いくらいい知財を持っていても意味がないと

いう認識が広がってきた。なぜ従来は守りだけだっ

たかというと、主に大企業の開発部隊が開発した成

果を知財部門が知財化していくという形だったため

に、知財を戦略的に活用することが後手に回ってい

たからだ。 
本日は主に2つの事例を紹介することで、知財の

戦略的活用がこれからの日本企業にとって非常に重

要であり、ベンチャー、スタートアップの生命線で

あることを議論させていただければと思っている。

本日の報告の背景にあるのは、ビッグデータ、AI
（人工知能）、IoT といった第 4 次産業革命の進展

により、新しいビジネスモデルがどんどん生まれて

おり、「ビジネスモデル（BM）特許」がベンチャ

ーの競争力に重要な役割を担うようになってきたこ

とがある。特許庁もこの点に着目し、知財を活用し

てスタートアップを育成するアクセラレーター事業

を立ち上げた。そこで本日は、BM 特許が経営資源

としてベンチャーにどのように役立ち、育てるかに

ついて報告する。 
まず、BM 特許の動向を説明する。BM 特許は

1980 年代に米国が特許として認めたことを契機に

広まった。これを受けて、日本でも 2000 年代まで

に BM 特許の出願が出てきた。その背景にあるの

がパーソナルコンピューター（PC）の普及。特に

インターネットの国際標準が 3G に切り替わった

2000 年前半に大手家電メーカーを中心に BM 特許

ブームが出現した。その後、出願件数は減少してい

くが、2012 年頃から増加に転じ、2015 年以降、

「管理・経営」関係が特に高い伸びを示している。

ビッグデータを AI で分析できるようになり、金融

（フィンテック）、ヘルスケア関係の BM 特許の出

願件数が急増している。 
BM 特許の前提となる「ビジネス関連発明」とは、

「ビジネス方法が ICT（情報通信技術）を利用して

実現された発明」と定義される。特許法では、「発

明とは自然法則を利用した技術的思想の創作であっ

て高度なものをいう」と定義され、ビジネスモデル

自体は特許の対象とならなかったが、ICT を利用し

た場合は自然法則を利用した発明となると解釈され、

BM特許が認められるようになった。 
世界の動向を見ると、日本は特許庁が積極的に

BM 特許を推奨しており、欧米や中国に比べて特許

化されやすいといえる。先陣を切った米国は BM
特許の影響の大きさに気づき、制限的に取り扱って

いる。欧州は BM 特許を特許として認めるべきで

はないという保守的なスタンスを取っている。日本

はこうした欧米の動向を見て、むしろ積極的に認め

てアジアにおいて日本を BM 特許のセンターにし

ようとしている。そのため、日本で BM 特許を取

っても、欧米では認められないケースも出てきてい

る。中国は日本の動向をにらみ、今後は積極的に認

める方向になるのではないかと見ている。 
さて、BM 特許は企業の競争優位性にどうつなが

るのか。もともと特許は、自分たちが開発した成果

を他者が模倣するのを防止することで利益を確保す

るもの。つまり、事業を特許等で守り、市場参入障

壁を作ることが知財戦略のポイントになる。BM 特

許による競争優位性も、BM 特許を取得することに

よって市場を独占できるような構造にすることで実

現する（図表1、図表2）。 

 
図表1、図表2 
これまで特許は技術中心だったために要素技術を

押さえていくことが基本だったが、現在ではほとん

どの技術が開発し尽くされ、代替できるようになっ
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ており、従来のシーズ（要素技術）オリエンテッド

の特許では守れる範囲が狭くなっている。そのため、

そうした技術をうまく活用した BM 特許で押さえ

るほうが競争優位性につながるとして、注目される

ようになっている。 
 

2. ケーススタディー①：医療系 BM特許による起業

事例 

2015 年 4 月に創業し、2017 年にサービスを開始

したメドケア株式会社（本社東京都豊島区、資本金

4億8,700万円）の事例を紹介する。「遠隔診療シス

テム」を運営する未上場のベンチャー企業で、なか

でも生活習慣病に特化したオンライン診療サービス

をメイン事業にしている。 
創業社長は医師で、医療系のビジネスを志し、早

稲田大学のビジネススクールを修了して起業した。

「病院に通院するのが難しい、あるいは混雑した病

院では十分な治療を受けられない患者の診療環境を

改善したい」というのが問題意識で、解決策として

「インターネットを活用した遠隔診療」に着目した。

ただ、当時はまだ遠隔診療は非常時や遠隔地向けに

しか適用できない仕組みしかなかった。そこで、一

般向けにも使える遠隔診療システムの開発を構想し

たが、それには莫大な開発コストと運営管理コスト

がかかる。そこで、「頻繁に遠隔診療を受ければ治

療効果が上がり、その結果、医療機関に支払う費用

が少なくなる。医療費が下がれば、健康保険組合の

収支が改善し、利益が出るようになる。その利益の

一部をこの遠隔診療システムに使えば、うまく回る

ようになる」と構想し、BM 特許を出願した。 
 

 
図表3 
具体的には、図表3に示すような収益構造になっ

ている。慢性疾患患者に特化して遠隔診療サービス

を提供する（＝B〔医師〕to C〔組合員・患者〕）と

同時に、システム運営者としてインフラであるシス

テムの運営・管理費を健保組合から徴収する（＝B
〔健保組合〕to B〔医師〕to C〔組合員・患者〕）。

後者が主な収益源になっている。 
メドケアが取得した BM 特許「遠隔診療支援シ

ステム及び遠隔診療支援方法」（特許第 6019296 号）

のポイントは、カルテ情報に基づいて受診者に対す

る医療費を保険組織負担額として算出し、基準保険

組織負担額との差額の一部をシステム利用費として

決済できるようにした点にある。このシステムなし

には健保組合が遠隔診療を行うことはできない仕組

みを構築しており、大変強い特許になっている。 
この BM 特許は 2016 年 11 月に特許公報に掲載

され、すぐに大手企業から事業化したい旨の申し出

があった。翌年4月に事業化のめどが立ったものの、

当該大手企業の役員会の承認が取れなかったために

他を探したところ、同年5月にウエルインベストメ

ント、オリックス、リクルート子会社が約4億円を

出資。続いて 2018 年 5 月には第三者割当増資で約

10 億円の資金調達を実現。さらに今年 5 月にも第

三者割当増資で約 14 億円を調達した。他方、事業

の進捗状況は 2019 年 6 月時点で、全国の大手健保

組合の約 1割と契約し、125組合、組合員数 130万

人を囲い込むことに成功している。 

 
図表4 

 
メドケアの経営資源はこの BM 特許だけだ。そ

のため、他社が新規参入する場合、この基本特許を

潰しにかかるのが通例だ。そこで同社では、この基

本特許を守るために周辺を守る特許群を取得した。

内訳は、将来懸念される攻撃から守るための防衛特

許を5件取得したほか、出願2件を行った。その後、

診療支援で5件、患者支援で5件、さらには管理支

援で3件という形で基本特許の周辺を関連特許で守

るようにした。その結果、2020 年 6 月現在、5 年
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間で 24件の特許出願を行い、22件が成立している。

同社の BM 特許戦略と特許ポートフォリオを図示

したのが図表4で、中央に描いた「遠隔診療運営支

援」が基本特許である。 
コンサルティング会社の VALUENEX のコンピ

ューター解析によると、遠隔診療ビジネスは新型コ

ロナウイルス禍によって競争が激しくなっているが、

レッドオーシャン化しているのは主に「生体情報」

と「診療予約情報」の技術。一方、メドケアの特許

のポジショニングは遠隔診療を支えるインフラ技術

に集中しているのが特色だ。 
最近は自社の特許がどのような競争環境にあるか

を解析するソフトが多数開発されており、こうした

ツールも活用して知財を作り、活用するかが企業に

は問われている。 
こうしたメドケアの BMは、IoTを活用して現状

の医療システムの不都合を解決するソーシャルイノ

ベーションであり、まさにコロナ禍を先取りし、時

代の一歩先を行く発明と言える。開発者は医師であ

り、遠隔診療の BM の前提である医療制度の仕組

みや医療現場の実情に精通していた。また、社会的

な課題解決というニーズに合致しており、投資家の

共感を得やすい発明とも言える。BM としては健保

組合を通じて患者（組合員）を囲い込むモデルにな

っており、ネットワーク効果により、拡大すればす

るほど競争優位が実現する。 

 
3. 他分野のBM特許の事例：メルカリ、エブリスタ 

医療系以外の BM 特許の事例を 2 つ紹介する。1
つはフリマアプリの株式会社メルカリ（2013 年創

業）だ。同社は 2016年から BM特許の出願を開始。

2017年 1件、2018年 4件、2019年 42件、2020年

59 件の特許出願が公開されている（2020 年 6 月現

在）。BM 特許（第 6427510 号）は、遠方の人と取

引すると送料が高くなるなどの不便さを避けるため

に近隣地域の人に限って取引できるように誘引する

システムになっている。 
もう1つは、小説やコミックの投稿サイトを運営

する株式会社エブリスタ（2010 年創業）だ。同社

の BM は無料で投稿小説・コミックをネットで閲

覧できると同時に、自由に小説・コミックを投稿で

き、コンテストも行い、会員の投票によって賞を受

賞すれば賞金がもらえ、SNS で作家デビューでき

る。作家・読者を参加者としたコミュニティーによ

る小説・コミックの作品創出のためのプラットフォ

ームである。当社の BM 特許（第 5270781 号）は、

ネットワークを介して投稿作品に対する読者の支援

情報に基づいてポイントなどの報酬を決定し、表示

するウェブページのシステムとなっている。 
 
4. 企業の知財活用とは 

図表5 
 
2 つ目の事例紹介の前に、企業の知財活用とは何

かについておさらいをしておく。知的財産制度の根

底には「事業を発展させるための知的創造サイクル」

という基本的な考え方がある。図表5に示したよう

に、①創造への投資②差別化技術（発明）創出③特

許権取得④特許権による技術独占⑤差別化独占によ

る収益拡大⑥新たな創造への再投資―という循環を

繰り返すことによって事業が発展し、産業が発展す

る。その意味で、この循環がうまく回るようにしな

いと、知財は価値を生まない。言い換えれば、特許

そのものが価値を生むわけではない。ロイヤルティ

ー収入などの収益はごく限られたもので、継続的に

収益を上げるためには、他社の参入を防ぐように自

社の収益のある事業を知財で守ることが重要になる。

守ることによって初めて市場を独占でき、収益を最

大化できる。 
特許を事業に役立てるためには、①立案段階から

競争力のある研究開発テーマを選択する②研究開発

テーマの競争環境を分析し、競争優位になる可能性

があるテーマに絞る③選択したテーマを競争優位に

する特許ポートフォリオを構築する知財マネジメン

トを実行する―必要がある。 
競争力のあるテーマを選ぶためには、①開発テー

マを俯瞰してみる、②SWOT 分析などによって強

み・弱みを検証する、③競争環境を見極める、④グ

ランドデザインをする、⑤ロードマップを作る―と

いったアプローチを行う。しかしながら、大学発ベ

ンチャーを含むスタートアップ企業でこうしたアプ
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ローチを行っている企業は数少ないのが実情だ。さ

らには、知財活用では克服しなければならない障壁

がある。よく知られているように、事業化が実現す

るまでには「魔の川」（売れるものにならない）、

「死の谷」（買ってくれるところがない）、「ダーウ

ィンの海」（競争に勝てない）が立ちはだかる。こ

れをどのように切り開くかが、知財活用の大きなテ

ーマなのである。 
 

3. ケーススタディー②：福島県中小企業の知財活

用～研究開発型企業の成功事例～ 

紹介するのは、福島県郡山市に本社を置くフロン

ティア・ラボ株式会社。同社は 1991 年創業のガス

クロマトグラフィー（分析装置）用の部品・付属品

の専業メーカーで、「グローバルニッチトップ企業

100 選」に選ばれている。資本金 2,000 万円、従業

員数47人（うち海外7人）、直近の年間売上高は約

20 億円。米国、ドイツ、中国など海外に拠点を持

ち、販売提携先は業界1位のアジレントや第2位の

島津製作所といったガスクロマトグラフィーの製造

メーカーだ。 
主力製品はガスクロマトグラフィー用の熱分解装

置で、こうした周辺部品を大手の本体メーカーが自

社で開発することはほとんどなく、そこが優位なニ

ッチビジネスになる。フロンティア・ラボは開発力

に定評があり、創業以来、数年ごとに新製品を開発

して市場に投入している。中には、米航空宇宙局

（NASA）の人工衛星内の空気分析に使用されてい

るものもある。その一方で、開発成果を国内外で学

会発表したり、セミナーで報告したり、学術誌に論

文掲載したりするなど、研究開発型企業としてのブ

ランディングを図っている。論文・学会発表は毎年

10件以上に及ぶ。 
同社はガスクロマトグラフィーの周辺技術を徹底

的に開発し、特許化している。主製品の熱分解装置

だけでなく、それをユーザーが有効に活用するため

の分析技術、解析技術、周辺技術を多数権利化する

特許ポートフォリオを構築している。また BM と

しては、「ファブレスで営業マンがいない」という

独特なビジネスモデルを確立している（図表 6）。
具体的には、産学連携で共同開発し、その成果を学 

 
図表6 

 
会などで発表することで国内外のユーザーに知れ渡

らせる。製品は製造委託企業に製造を全て委託する

一方、販売も世界の大手ガスクロマトグラフィーメ

ーカーに委託販売してもらう構造で、営業マンなし

で世界中でビジネス展開している。2018 年度の売

上比率は国内 40 に対して海外 60 で、市場占有率

は国内が90％、海外が50％となっている。 
 
開発力の強化のために行っているのが、産学連携

による共同研究開発。名古屋工業大学、東北大学大

学院、産業技術総合研究所などの国内機関をはじめ、

米国、中国、韓国の大学などと共同研究開発を行っ

ている。ただし、常にイニシアティブを取れるよう

に開発のシーズは同社側が作るようにしている。ま

た、地方企業の人材難を解決するため、海外大学か

らのインターンシップによる研究員を郡山に招き、

仲間づくりをしている。 
 

図表7 
 
フロンティア・ラボの知財活用戦略は「持てる知

財の最大化」を目指したもので、図表7のように描

くことができる。特許だけではなく、研究成果を含

むあらゆる知財を情報化し、ビジネスに取り込んで

いくというエコシステムができている成功事例と言

える。同社はこれまで多数の表彰実績があり、今年
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（2020 年）は経済産業省知財功労賞特許庁長官賞、

日本弁理士会知財活用奨励賞（戦略部門）を受賞し

た。 
同社が成功した理由をまとめると、①これまでに

ない新しい市場を開拓、②大手企業が決して進出し

ないニッチ分野で勝負、③妥協せずに完成度が高い

製品・サービスを追求、④自前の蓄積技術を最大限

に発展させて大手企業が売りたいものにした、⑤知

財と技術・サービスで他社の追随を許さない、⑥海

外の人的ネットワークをエージェントに活用して市

場動向や営業情報を把握して事業展開している─と

いったことになる。 
（2020年7月20日制度委員会） 

 
論点整理 

＜論点整理について＞ 

日本ベンチャー学会「制度委員会」では、「日本

におけるスタートアップ・起業家支援の現状と課題」

を大きなテーマとした上で、ゲスト講師をお呼びす

る形の定例研究会を原則月 1 回開いている。研究会

ではゲスト講師に 1 時間程度特定のテーマについて

お話しいただいた後に、さらに 1 時間程度、ゲスト

講師も交えてお話しいただいた内容を中心に、「制

度委員会」委員の方々並びに外部参加者合同で質疑

応答、議論を行っている。加えて定例研究会の後、

ゲスト講師のお話を「事例紹介」としてまとめ、委

員長の秦が「論点整理」を書かせて頂いた上で順次

学会の会報誌に掲載させて頂いている。 
「論点整理」を付け加えさせて頂いている目的は、

日本における現状のスタートアップ、起業家支援活

動に関して、ゲスト講師が話された「事例紹介」の

内容から導き出せる「論点」を整理し、コメントを

付け加えることで、会報誌をお読み頂いた方々にも

それらの「論点」について考えて頂き、議論をより

深めていきたいと考えているからである。同時に、

そうしたプロセスを通じて、日本のスタートアッ

プ・起業家支援活動に対する理解が広がり、活動自

体がより効果的・効率的なものになって欲しいと考

えているからである。 
 
今回は特許業務法人創成国際特許事務所の代表で

ある佐藤辰彦氏の特許戦略についての事例紹介であ

る。佐藤さんは福島のご出身で、近年も福島を中心

として知財・特許戦略面からのスタートアップの支

援活動を行っておられる。今回の事例紹介は知財・

特許戦略の中でも、通常の技術特許の問題ではなく、

近年話題になっているビジネスモデル（BM）特許

をテーマとしたお話である。ただ、申し訳ないのだ

が、筆者は勉強不足でこの分野に明るくない。その

ため、論点として指摘させて頂いた何点かは、論点

というより佐藤氏に対する質問のようなものになっ

ていることを最初にお断りさせて頂きたい。 
 

論点1 ビジネスモデル特許とは何か 

ビジネスモデル特許（以下、BM 特許と略）は事

例紹介にあるように、1980 年代に米国が最初に認

めたのが契機となって世界で広まったようだ。日本

でも PC の普及拡大を背景に 2000 年以降に BM 特

許出願が増加して行ったという。 
そもそも BM特許とは何なのか。佐藤氏の話の速

記録である事例研究によると、BM 特許の前提であ

る「ビジネス関連発明」とは「ビジネス方法が ICT
を利用して実現した発明」と定義されているとされ

ている。加えて、「発明」とは何かというと、特許

法では「自然法則を利用した技術的思想の創作であ

って高度なものをいう」と定義されているという。

従って、本来的にいえば「ビジネスモデル」自体は

特許の対象にはならないものと考えられていたが、

ICT を利用した場合は自然法則を利用した発明にな

ると理解され BM特許が認められるようになったと

されている。 
確かに ICT、すなわち情報通信技術は自然法則を

利用した技術であり、それを活用したビジネスモデ

ルは特許の対象になると言うのは分からないではな

いが、ビジネスモデルに焦点を当ててみると、そう

した自然法則を活用したビジネスモデル以外にも革

新的と言えるようなビジネスモデルはあるように思

う。 
シュムペーターは、イノベーション（彼の初期の

著書『経済発展の理論』では「新結合」という言葉

を使っているが）こそが経済発展の原動力だと考え

た経済学者として有名で、イノベーション＝新結合

の類型として、①新しい財貨の生産、②新しい生産

方法の導入、③新しい販売先の開拓、④原料や半製

品など新しい供給源の獲得、⑤新しい組織の実現、

の 5 つを挙げていることをご存知の方も多いと思う。

例えばその中で、フランチャイズ・システムなどは

シュムペーターの挙げた⑤のイノベーション＝新結

合、革新的なビジネスモデルだと言えなくもないよ

うに思う。とはいえ、フランチャイズ・システムは
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「自然法則を活用したビジネスモデル」ではないの

で、特許の対象にはならないのであろう。 
その他にも探せばビジネスモデルとしては革新的

で画期的ではあるものの、何らかの技術に裏打ちさ

れたビジネスモデルではないものもあるように思わ

れる。それらについても特許の対象にはならないの

であろうか。 
要は知財や特許について門外漢の筆者の素朴な疑

問は、ICT 絡みのビジネスモデル以外は本当に BM
特許の対象にならないのかどうか、という点である。 
事例紹介には、最近では金融分野のフィンテック

やヘルスケア関係の BM特許の出願件数が急増して

いるとある。そうした領域で具体的にどういったビ

ジネスモデルが BM特許と認められているのか、不

勉強な筆者のような者が言うべきではないのであろ

うが、素人目には BM特許が認められるコアの要素

が何なのかが必ずしも明確でないように思われる。

この点、技術特許と違って何が BM特許として認め

られる条件なのだろうか、この点を第 1 の論点とし

て挙げておきたい。 
 

論点2 BM特許への各国の対応の相違の背景は何か 

事例紹介には、BM 特許への各国の対応に相違が

あることが書かれている。そこでは、BM 特許の

「先陣を切った米国は BM特許の影響の大きさに気

づき、制限的に取り扱っている」とある。さらに、

「欧州は BM特許を認めるべきではないという保守

的なスタンスを取っている」と書かれている。 
一方日本は、「特許庁が積極的に BM 特許を推奨」

していて、BM 特許を「積極的に認めてアジアにお

ける BM特許の中心にしようとしている」とある。

その結果、「日本で BM 特許を取っても、欧米では

認められないケースも出てきている」と書かれてい

る。 
こうした BM特許に対する世界各国のスタンスの

違いの背景は何なのだろうか。この点を第 2 の論点

として挙げておきたい。 
特許とは何か。ネットで調べると、「特許とは高

度な技術的工夫を発明として発明者の独占を認める

こと」とある。間違っているかもしれないが、筆者

なりの理解では、革新的な、今までに世の無かった

ような技術を発明、開発した人の努力に敬意を表し

て、発明、開発された技術の活用を一定期間開発者

にのみ認め、他者が利用できないようにすること、

もし利用した場合は法律で罰せられること、と考え

ている。 
そのように考えると、特許は、「高度な技術的工

夫」を発明したことをレスペクトすることで独占的

な利用権を認めるにせよ、「独占」という状況を一

定期間にせよ生み出してしまうことになる。それは

従来の技術特許ではなく、特許を認める要件が少し

分かりにくい BM特許の場合は特に、経済発展とい

う観点、経済発展のために必要な市場競争という観

点からみると、問題だと考える向きが出て来てもお

かしくはないように思う。 
欧米、就中欧州では BM特許は認めるべきではな

いという考え方の背景には、そうした競争状況の排

除といった問題があるのではなかろうか。それとも

他に何か理由があるのだろうか。 
 

論点3 特許ないしは独占についての考え方 

上記の論点 2 とも重なるのだが、特許で守られて

市場を独占することの意味を 3 つ目の論点として挙

げておきたい。 
先に独占によって競争が損なわれ、経済発展にお

いても弊害があるのではないかと書いた。しかし、

その反対に、革新的な技術や斬新な BMを生み出し

たことへのある種の報酬として特許が認められると

したら、その結果として継続的、持続的な技術開発、

BM 開発に繋がるのだという考え方もあり得る。事

例紹介で佐藤氏はその点について以下のように書か

れて（話して）いる。 
すなわち、「企業の知的財産制度の根底には『事

業を発展させるために知的創造サイクル』という基

本的な考え方がある。（中略）①創造への投資②差

別化技術（発明）創出③特許権取得④特許権による

技術独占⑤差別化による収益拡大⑥新たな創造への

再投資、という循環を繰り返すことによって事業が

発展し、産業が発展する。その意味で、この循環が

上手く回るようにしないと、知財は価値を生まない。

言い換えれば、特許そのものが価値を生むわけでは

ない。ロイヤリティ収入などはごく限られたもので、

継続的に収益を上げるためには、他社の参入を防ぐ

ように自社の事業を知財で守ることが重要になる」

と。 
確かに佐藤氏が主張されているように、特許で事

業をまもることによって継続的、持続的に新たな創

造的成果が生み出されていくことも十分考えられる。 
そうした事例の一つが、事例紹介に紹介されてい

る福島県で分析装置「ガスクロマトグラフィー」用
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の熱分解装置を主力製品とする、グローバルニッチ

トップ企業フロンティア・ラボ株式会社であろう。 
「同社はガスクロマトグラフィーの周辺技術を徹

底的に開発し特許化している。主製品の熱分解装置

だけでなく、それをユーザーが有効に活用するため

の分析技術、解析技術、周辺技術を多数権利化する

特許ポートフォリオを構築している」。こうした成

果は学会などで発表され、国内外のユーザー企業に

開示されている結果、国内シェア 90％、海外シェ

ア 50％を誇っている。同社は売上約 20 億円、従業

員数 50 名弱の企業のようだが、海外売上が 60％と

なっているようで、特許戦略もこの会社の大きな成

功要因の一つになっているようだ。 
現在GAFAという巨大プラットフォーマーの市場

独占が問題になっていることはご存知の通りである。

彼らは必ずしも特許で守られているから独占状態に

なっているわけではないものの、独占の弊害を出張

し、分割を持ち出す人達も出て来ている。 
こうした特許だけに限らないが、市場独占の問題

について 3 つ目の論点として皆さんにも改めて考え

て頂きたい。 
 

論点4 特許戦略の重要性 

最後に、これは論点ということではないのかもし

れないが、スタートアップ、ベンチャーにとって単

なる技術特許だけでなく BM特許も含めた幅広い意

味での特許戦略が非常に重要であることを改めて申

し上げておきたい。 
既に何回も申し上げたように、筆者は特許につい

ては詳しくはないが、佐藤氏が冒頭に話されている

ように、「知財戦略の状況が大きく変わって来て」

いるようなのだ。そのため、知財や特許をただ守っ

ているだけでは意味のない時代になっているという。 
開発部隊が開発した成果を特許で守るというのが

今までの知財の在り方だった。知財を守っていれば、

競争相手の参入を防ぐことが出来、その結果として

市場占有率が高まり、おのずから収益が生まれてき

た。しかし、知財や特許、それ自体が価値を生むわ

けではない。 
知財の在り方の変化の背景には、ビッグデータ、

AI、IoT といった第 4 次産業革命の進展がある。加

えて第4次産業革命の結果 ICT技術、デジタル技術

などを活用した新しいビジネスモデルがどんどん生

まれており、しかもそれらが BM特許として認めら

れるようになっていることがある。こうした状況の

中では、知財、特許をただ単に守っているだけでは

新しい価値は生み出せない。これからの時代は、知

財、特許を戦略的に活用する必要があるということ

である。 
しかし、佐藤氏によると、多くの日本の中小・中

堅及びベンチャー企業では、残念ながら知財の戦略

的な活用ができていないという。これからの時代、

第 4 次産業革命の進展はますますスピードを速めな

がら拡大していくことは間違いないものと思われる。

そうした中で、中小・中堅・ベンチャー企業経営者

においては、BM 特許も含めた特許戦略を戦略的に

構築していくことも経営にとっての重要な課題の一

つであることを自覚していただきたい。 
 

（日本ベンチャー学会会報Vol.94掲載） 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2020年 9月 7日） 

「GEM から見た若者の起業活動や起業動機

の変化」 
秦 信行（制度委員会委員長、事業創造大学院大学

特任教授） 

高橋 徳行（武蔵大学教授） 

1. GEM調査とはどのような調査なのか 

本日は、まず前半で GEMとはどのような調査な

のかを紹介したうえで、後半に日本の若年層の起業

活動や起業態度にはどのような特徴があるのかにつ

いてお話ししたい。 
若者に焦点を当てた理由は次のような問題意識によ

る。 
「日本の起業活動が活発でないのは、高齢化によ

って起業する人が減っているため」といった年齢階

級の構造に要因を求める指摘が多い。しかしながら、

この GEM のデータを見ると、そもそも若者の起業

活動それ自体が弱いという結果が出ている。従って、

仮に若者が増えても、このままでは日本の起業活動

が活発化することはないのではないか。そこで、活

発化するにはどのような方策が必要かを考えてみた

い。 
 

 
図表1 

 
図表 1 は、GEM（Global Entrepreneurship 

Monitor）の概念モデルを示したもので、主に起業

活動を「3 つの A」、すなわち、①態度（Attitude）、
②活動（Activity）、③意欲（Aspiration）―の 3 つ

の視点から調査している。このうち、よく目にする

ものは「活動」の部分で、態度や意欲のデータの中

にも面白いものがあるのだが、なかなか注目もされ

ていないのが現状だ。 
経済社会はこうした起業活動と既存の企業活動が

相互に刺激し合いながら発展していくわけだが、国

際比較ができるような起業に関する正確なデータが

ないのではないかという認識から、1996 年に英国

ロンドン大学と米国バブソン大学が中心になって準

備が始まったのがGEMである。 
GEM は「起業活動」を図表 2 に示すように、①

創業 3.5 年未満の乳幼児期、②準備段階を含む誕生

期―の2つのフェーズでカテゴライズしている。実

際の調査は、日本を含む 10 カ国で 1999 年からス

タートし、2001 年から現在実施している調査の原

型が固まった。 

 
図表2 

 

 

図表3 
 
参加国は毎年異なり、参加国数も変動している。

図表 3 は、GEM 参加国の推移を経済圏別に示した

もの。ピークは 2014年の 72カ国で、現在は 50カ

国前後となっている。近年の特徴として、要素主導

型と呼ばれる低開発国が若干減ってきているように

見える。 
過去の参加国数は累計 120 カ国以上で、経済圏

別にまとめると、要素主導型経済が 39 カ国、効率

主導型経済が 49 カ国、革新（イノベーション）主

導型経済が 47 カ国となっている（経済の発展段階

が移行期にある国は一部ダブルカウントしている）。 
 

2. 先進国の中で圧倒的に低い日本のTEA 

直近の 2019 年の調査には、要素主導型 5 カ国、

効率主導型 12カ国、革新主導型 33カ国の計 50カ

国が参加したが、中心は革新主導型の欧州・北米地 
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図表4 
 
域の国々である。図表 4 は、2019 年調査における

TEA（Total Entrepreneur Activity ＝起業活動率）を

グラフ化したもの。TEA は人口 100 人当たりの起

業活動者の人数で、これを見ると、日本は 5.4 で、

イノベーション主導型の先進国の中でイタリアに次

いで低い水準となっている。 

図表5 
 
GEM ではこれとは別に、企業活動の外部環境に

関する調査（NES＝National Expect Survey）も行

っている。図表 5 は、2019 年調査における日本と

イノベーション主導型 33 カ国全体を比較したもの。

日本は小中学校における起業家教育、成長企業にと

っての法的・商業的制度・環境、文化・社会的規範

などの面で全体平均を下回っている。 
GEM 調査では各国ごとに毎年最低 2,000 サンプ

ルを性別、年齢階級別に厳格に収集・管理している

点に特色がある。また、日本では 1999 年の開始時

から 2014 年までは固定電話所有世帯を対象に実施

していた。しかし、若者世代の固定電話離れを考慮

して 2015 年から携帯電話とパネル中心の調査方法

に改め、2019 年の回答数は固定電話 409 件、携帯

電話 808件、パネル調査 810件の計 2,027件となっ

ている。この結果、2015 年以降、サンプリングの

年齢階級が社会の実態に近づくなど、調査の精度は

大きく改善された。 
 

3. わが国の起業活動の特徴 

 
図表6 
 
図表 6 は、2001～2018 年の日本・米国・英国・

ドイツ・韓国・中国の年齢階級別 TEA をプール化

したデータを使って比較分析したもの。これを見る

と、日本は全ての年齢階級で最も TEA が低く、特

に最大のボリュームゾーンである 25～34 歳の若者

世代では圧倒的に低いことがわかる。その半面、

55～64 歳の中高年者は英国やドイツと同水準にな

っている。 
他方、各国ごとに年齢階級別の変化を比較すると、

米国ではずっと 10％以上で推移して、55～64 歳で

7％台に下がるのに対して、日本は逆に 45～54 歳、

55～64 歳でも急に低下したりはしていない。総じ

て、日本は若者の起業率が低いばかりでなく、全体

としても各国に比べて低いのだが、高齢化について

言うと、必ずしも全体の足を引っ張っているわけで

もないということがうかがえる。 
次に、起業態度について見ていく。起業活動と起

業態度との間には当然、相関関係があると考えられ

るが、GEM では起業態度に関して、①ロールモデ

ル指数（あなたは起業家を知っているか）、②事業

機会指数（あなたの周辺に事業機会が存在するか）、

③知識・経験・スキル指数（自分が起業に必要な知

識やスキルなどを持っているか）－の3つの項目を

調べている。 
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図表7 
 

 
図表8 

 
図表7は起業態度の中のロールモデルについて各

国を比較したもの。 
全体的に起業活動と同じような傾向を示しており、

日本の低さが際立っている。とりわけ若い世代で他

国との差が顕著に見られるが、高齢者になるとその

差はやや縮まる。 
同様に、図表 8 は事業機会、図表 9 は知識・経

験・スキルについて、それぞれ各国比較したもの。

この2つの指標は、日本が突出して低いことがわか

る。 
事業機会については、そもそも起業に関心がなけ

れば、自分の周りに事業機会があるかどうかもわか

らない。このグラフの形状は起業活動に類似してお

り、日本における実際の起業活動の低調さを反映す

る結果となっている。 

 
図表9 

 
一方、「自分が起業するにための知識・経験・ス

キルを持っているか」は主観的評価であり、どんな

ビジネスを志すかによっても違ってくる面はある。

とはいえ、これも世界共通で質問しているので、知

識レベルがどの程度かを比較することはできる。こ

のグラフの形状は起業活動やロールモデル、事業機

会とはやや異なる形状となっており、総じて右肩上 
がりで、年齢階級が上がると高くなっている。た

だ、日本以外の国は 55～64 歳ではやや下がるのに

対して、日本はこの階級でも上がっていて、日本の

シニア層の元気さを示しているのかもしれない。 
ここで、知識・経験・スキルが「ある」という人

だけを抜き出して、各国の TEA を比較してみると、

これまでとはかなり違った傾向が現れる。 
図表 10 を見ると、日本は中国よりは低いものの、

米国よりも高く、英国やドイツを大きく上回ってい

る。また、各国ごとに年齢階級をヨコに比較すると、

日本を含むどの国も年齢が高くなると下がっていく

傾向を示している。つまり、「知識あり」に絞って

比較すると、日本も世界各国とほぼ同じ傾向になっ

ている。 
 

4.「起業態度あり」の人を刺激することが TEA向上

のカギ 
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以上からわかることは、起業態度が日本の起業

活動の特徴を規定する大きな要因になっており、

とりわけ若い世代にその傾向が強いと思われる。 

 

図表10 
 
私はこのことから、起業家教育の可能性に注目し

ている。日本は起業態度が乏しいために、実際の

起業活動も低調になっている。だから、教育によ

って起業態度に働きかけ、知識・経験・スキルを

身につけさせることができれば、起業活動が変わ

ってくるのではないか。起業政策においては、特

に若者に対する働きかけを強めれば、大きな効果

が期待できるのではないか。 
これに関連して、「起業態度あり」の人の TEA

を先進国と日本で 2001 年から時系列で比較してい

くと、日本では 2000年代に急増したものの、2009
年のリーマンショック後は伸び悩んでいる。日本

では 2000 年代前半に無担保保証・融資の拡充など

中小企業政策のてこ入れ索が打ち出された結果、

起業態度ありの人を刺激し、起業率が上がった。

しかしながら、そもそも起業態度ありの人が多く

ないので、その後は横ばいで推移している。 
無担保保証など金融政策での支援などによって、

「起業態度あり」の起業率は先進国のなかで既に

世界最高水準に達してしまった現在、日本で起業

活動を活発化するには、起業態度ありの人をいか

に増やすかしか方法がないのではないか。2018 年

に新たな創業支援事業がスタートするなど、この

面での政策的てこ入れも進んでおり、これらが機

能すれば日本全体の TEA も改善されるのではない

かと、今後の展開に期待している。 

（2020年9月7日制度委員会） 
 

論点整理 

＜論点整理について＞ 

日本ベンチャー学会「制度委員会」では、「日本

におけるスタートアップ・起業家支援の現状と課

題」を大きなテーマとした上で、ゲスト講師をお

呼びする形の定例研究会を原則月 1 回開いている。

研究会ではゲスト講師に 1 時間程度特定のテーマ

についてお話しいただいた後に、さらに 1 時間程

度、ゲスト講師も交えてお話しいただいた内容を

中心に、「制度委員会」委員の方々並びに外部参加

者合同で質疑応答、議論を行っている。加えて定

例研究会の後、ゲスト講師のお話を「事例紹介」

としてまとめ、委員長の秦が「論点整理」を書か

せて頂いた上で順次学会の会報誌に掲載させて頂

いている。 
「論点整理」を付け加えさせて頂いている目的

は、日本における現状のスタートアップ、起業家

支援活動に関して、ゲスト講師が話された「事例

紹介」の内容から導き出せる「論点」を整理し、

コメントを付け加えることで、会報誌をお読み頂

いた方々にもそれらの「論点」について考えて頂

き、議論をより深めていきたいと考えているから

である。同時に、そうしたプロセスを通じて、日

本のスタートアップ・起業家支援活動に対する理

解が広がり、活動自体がより効果的・効率的なも

のになって欲しいと考えているからである。 
 
今回の「事例紹介」は、原則毎月開いている制

度委員会・研究会の 2020年 9月 7日にゲスト講師

としてお招きした武蔵大学経済学部教授で副学長

でもいらっしゃる高橋徳行氏の講演記録である。

高橋氏は日本のアントレプレナーシップ研究、起

業家研究の第一人者で、「GEM から見た若者の起

業活動や起業動機の変化」と題してお話し頂いた。 
高橋氏は、慶應義塾大学経済学部をご卒業後国

民生活金融公庫に入庫され、同公庫総合研究所主

席研究員を経て、2003 年に武蔵大学経済学部に移

られている。 
国民生活金融公庫総合研究所在籍時よりアント

レプレナーシップ、起業家教育に高い関心をお持

ちで、同研究所在籍時の 1998 年に、アントレプレ

ナーシップ研究で現在も高い評価を得ている米国

東部のバブソン大学経営大学院に留学され、修士
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課程を修了されている。その後、2000 年に『起業

学入門』を上梓され、アントレプレナーシップを

「起業学」として日本で初めて定義された。 
「事例紹介」にも書かれているように、現在高

橋氏は世界的な起業家活動調査である GEM
（Global Entrepreneurship Monitor）の日本チーム

代表も務めておられる。 
GEM は「事例紹介」にあるように、1996 年に

英国ロンドン大学と米国バブソン大学が共同で開

発した調査で、実際に日本を含む 10 カ国で調査が

始まったのが 1999 年だった。その後、参加国は

年々増加し、ピークは 2014 年の 72 カ国、現状は

50カ国程度になっている。 
筆者は GEM について詳しい者ではないが、「事

例紹介」にあるように、調査は各国最低 2,000 サ

ンプルを収集することになっており、そのサンプ

ルを性別、年齢階層別に厳密に分けた上で詳細に

分析している。同時に概念的には起業活動を①態

度（Attitude）、②活動（Activity）、③意欲

（Aspiration）の 3 つのジャンルから調査されてい

る。このうち、よくデータとして利用されるのが

②の起業活動を示す TEA（Total Entrepreneurship 
Activity）という指標で、それは人口 100 人当たり

の「起業活動者」の割合を表している。 
では「起業活動者」とは何か、それは、「事例紹

介」の2ページ目の「図表2 GEMの起業活動の捉

え方」に示されているように、「誕生期」、すなわ

ち起業準備の段階を含み実際に起業する段階に来

た起業家と、それに加えて「乳幼児期」、すなわち

起業から3.5年以内の起業家を足した数値であり、

その数が全人口の何％を占めているかを TEA は表

している。つまり、「起業活動者」とは、新しく起

業しようとしている人と起業したての人の合計値

の人口比であり、それが高ければ高いほど起業活

動が活発に行われていることになる。残念ながら

2019 年調査の TEA を見ると、日本は 5.4（％）と

先進国の中でイタリアに次いで低い。加えて過去

のGEMを見ても日本のTEAは低い水準にある。 
日本の開業率が最近でも 5％台と欧米各国と比

較してかなり低いことはご存知の方も多いと思う

が、それに符号する。 
第 2 次安倍政権下において、この開業率を数年

前に 10％に引き上げることを政策目標にしたこと

を記憶されている方もおられるであろう。しかし、

その政策目標は未だ実現はしていない。 

開業率と TEA は異なった概念の数値であるが、

いずれにしてもこれらは日本の起業活動が低調で

あることを表していることは間違いない。 
 

論点１ 日本の起業家活動が活発でない原因は何

か 

GEM 開業率の数値を見ると、日本での起業活動

は依然不活発であるように見える。しかし一方で、

首都圏や一部の大学では起業がある種ブーム的な

状況を見せているという話もある。このあたりを

どう考えればいいのか。多分、ミクロレベルで見

ると起業が盛り上がっているところはあるものの、

まだそれがマクロレベルにまでは十分反映されて

いないということであろう。現に、日本の開業率

を時系列的にみると、2015 年以降、徐々にではあ

るが数値が上がってきていることは確かなようだ

（直近の『中小企業白書』など参照）。 
とはいえ、日本の起業活動は全国的にみると依

然低い。その原因、背景は何なのであろうか。 
第二次大戦後 75 年、日本は昭和の 20 年代は別

にして、30 年代以降は組織力とモノ作り産業にお

ける規模の経済性を生かした形で経済発展を遂げ

てきた。そこにおいては、人々の期待は組織人、

雇用者、サラリーマンとして生きることであった

と考えられる。加えてその経済的成功は、世界的

に見ても奇跡と言われるほど大きなものだった。

つまり、その成功体験は日本人に染み付いたもの

になってしまったように思う。従って、その方向

を変えることは大変難しい。 
特に、今から 30 年前、1990 年以前に社会人に

なった方々、現在 50 歳位から上の年代の方々、な

いしは、そうした年代の方々を親に持ちその影響

下に育った子供の世代の方々、年齢的に言えば現

在 20 代後半から 30 代の方々においても、多くの

人は組織、それもできれば大きな組織に入って生

きていくことをまず考えられるのだろうと思う。 
先般高橋氏にお会いした時に、「日本で起業家が

生まれにくい原因は何だと思いますか」と率直に

お聞きしたら、開口一番、「それは日本の若者には

戦後職業選択において『起業家』という選択肢が

なかったからだ」と答えられ、筆者もいたく納得

した次第なのだ。確かに日本では戦後「起業家」

という職業の選択肢は長らくなかったと言ってい

いのではないか。 
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筆者は、日本で起業家が生まれにくい要因とし

て以上のようなことを考えるのであるが、それは

的外れの意見なのであろうか。ないしは、他に原

因があるのであろうか。あるとするとそれは何か。

それを皆さんにも考えて頂きたい。 
 

論点 2 どうすれば起業家を増やせるか 

では、起業家を数多く生み出すための施策をど

のように考えるべきなのか、起業家育成策の方法

を第2の論点として挙げておきたい。 
起業家が出てこない原因がよく分からないのに

対策もないものだと言われてしまいそうだが、そ

のためのヒントになるようなものでもいい、皆さ

んにも考えて欲しい。 
今回の「事例紹介」において高橋氏は、そのヒ

ントになることを GEM から導いておられる。そ

れが上記の「事例紹介」に掲げてある図表 10 であ

る。 
GEM 調査では「起業活動」のほかに、「起業活

動」に密接に関係している 3 つの「起業態度」に

ついてもデータを取られている。それら 3 つの

「起業態度」とは、①「ロールモデル指数」（あな

たは起業家を知っているか）、②「事業機会指数」

（あなたの周りに事業機会が存在するか）、③「知

識・経験・スキル指数」（自分が起業に必要な知識

やスキルなどを持っているか）で、それぞれの指

数についてみると、日本は当然ながら「起業活動」

が低いのであるから、3つの「起業態度」について

も、いずれも他の国々に比較して低い。 
ただ、「起業態度」の 3 つ目、「知識・経験・ス

キル指数」の高い人、すなわち何らかの理由で起

業についての知識や経験、またスキルを得ること

ができた方々に限って「起業活動」について TEA
（Total Entrepreneurship Activity）を年代別に見て

みると、各国に比べて決して低くはない。中でも

米・英・独といった欧米先進国と比較してみると、

日本はいずれの年齢階層においても他国を上回っ

ているのである。 
そのことから、高橋氏は、「『起業態度あり』の

人を刺激することが TPA 向上のカギ」だとした上

で、「私は（中略）起業家教育の可能性に注目して

いる。日本は起業態度が乏しいために、実際の起

業活動も低調になっている。だから、教育によっ

て起業態度に働きかけて、知識・経験・スキルを

身につけさせることができれば、起業活動が変わ

ってくるのではないか。起業政策においては、特

に若者に対する働きかけを強めれば、大きな効果

が期待できるのではないか」とされている。 
高橋氏はそのように考えておられるが、他に方

策はないのであろうか。何か別な考え方があれば

お示し頂きたい。 
 

論点 3 起業家教育の在り方 

確かに起業家教育が起業家を育成する上で重要

であることは間違いないと思う。しかし、その日

本における在り方は今のままでいいのであろうか。

改善する必要があるとすると何を改善する必要が

あるのか。その点を 3 つ目の論点として挙げてお

きたい。 
筆者としてはまず初めに、起業家教育を始める

子供の時期を早める必要があるように思う。この

ことは以前から言われてきたことでもあるが、少

なくとも高校生に対しては株式会社組織の仕組み

や、株式というものの意義など、基本的なことを

知識として教えると同時に、現状世の中で経済・

経営面で何が注目されているか、例えば何故

GAFA が騒がれるのか、第 4 次産業革命とは何な

のか、DX とは、ユーチューバーについて、などな

ど、現実のトピックスについて、子供たちの興味

を引くような授業を週 1 回でもいいので行ってほ

しいと思う。 
私は、高校教育について詳しくはないので、す

でにそうした授業も行われているのかもしれない。

いずれにしても、これからの時代、子供達には次

の時代を考える際にヒントになるような内容の授

業が望ましいように思う。 
2つ目は、年少の子供達には特に、起業家が備え

るべきスキルやノウハウの教育というよりは、

VEC の市川理事長が言われているような「起業力

教育」が必要であることを強調しておきたい。 
それは、従来の一方的に教師に教えられ、教え

られたものの中から正解を見つけていくといった

受け身な教育でなく、教えられる生徒、学生が自

ら課題を見つけ、自らその解決策を色々な資料や

データを基に自ら考える、一人では難しいとした

らチームで考える、教師はその過程で時々に生徒

や学生にアドバイスをする、といった学習の在り

方であり、それは自分の意志でリスクを取って自

らの頭で考えた事業を展開する「起業力」につな
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がる教育だと言っていいであろう。こうした教育

を子供たちの早い時期から実践してほしい。 
その他、起業家教育については色々な考え方が

あるであろう。そのあたりを皆さんにも議論して

頂きたい。 
 

（日本ベンチャー学会会報Vol.96掲載） 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2020年 10月 19日） 

「高校生等におけるアントレプレナーシッ

プ教育について」 
秦 信行（制度委員会委員長、事業創造大学院大学

特任教授） 

市川 隆治（一般財団法人ベンチャーエンタープラ

イズセンター理事長） 

田上 和彦（株式会社日本政策金融公庫創業支援

部長） 

1. 【講演1】起業力教育について（市川隆治氏） 

「Entrepreneurship Education」をどう訳すかは

大変難しい。普通は「起業家教育」とされることが

多いが、「アントレプレナーシップ教育」と表現す

る先生もいる。アントレプレナーとは「事業を企て

る人＝起業家」を意味するフランス語で、「シップ」

は英語の「能力」を意味する接尾語だ。つまり、

「アントレプレナーシップ」は「起業家たる能力」

となり、「アントレプレナーシップ・エデュケイシ

ョン」を日本語で正確に訳すとすれば、「起業家た

る能力を教育すること」となる。 
従って、一般の「起業家教育」ではシップの部分

がうまく訳されているとは言い難く、そこで私は

「起業力教育」が適切だと考えている。重要なのは、

「起業力教育」を誰に対して行うべきかである。従

来の「起業家教育」であれば、高校や大学で起業に

関心のある一部の学生生徒に対し「起業部」をつく

って部活で会社の作り方を教える形でもいいかもし

れない。 
だが、私が目指しているのは、それとは違う。ハ

ードルが高いことは承知しているが、学習指導要領

を改訂して正規の科目にして、日本の全高校生が教

育を受けることを目標にしている。それが今の日本

には必要と信じるからだ。だが、「起業家教育」と

いう表現では、「高校生に会社を作らせるのか」と

いったいわゆる親ブロックに遭ってしまう。そうで

はなくて、船が沈んだ時に水泳ができれば助かるよ

うに、重要なのは「起業でき得る能力」を身につけ

ていること。2018 年 10 月に名古屋で開催した

EDGE-NEXT 東海シンポジウムでバージニア大学

のSaras Sarasvathy教授が語った「科学をすべての

学生に教えることにより、科学者だけではなく、す

べての人が科学のサポーターとなってくれているの

と同様に、起業力教育もすべての学生にすべき」と

いう言葉が、私の心に刺さっている。 

日本では起業に対する関心が薄い。私は 10 年前、

当時のルース駐日米国大使に「日本では起業家を称

賛する文化が育っていない」と指摘されたことがあ

る。それはひとえに高校生までの子どもたちに起業

力教育をしていないからだと思う。だから、全高校

生が一度は起業力教育を受け、起業をリスペクトす

る風土を醸成する必要がある。 

 
図表1 
 

 
図表2 
 
私は 1955 年生まれで、ビル・ゲイツ氏やスティ

ーブ・ジョブズ氏と同い年だ。1978 年に当時の通

産省に入省し、海外勤務などを経て 2010年にVEC
の理事長に就任した。VECは 1975年に創設され、

80 年代から毎年『ベンチャー白書』を刊行してい

るが、私はここ数年同白書の中で起業力教育につい

てのコラムを書き連ね、小冊子『君と世界はビジネ

スでつながっている。』にまとめている。本日の講

演はそのエッセンスである。 
図表 1 は、わが国ベンチャーキャピタル（VC）

による年間投資金額の推移を表している。この図で

は 2019 年度の投資金額は速報値で 2,833 億円とな
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っているが、確定値は 2,891 億円で、ようやく過去

にピークをつけた 2000年度（2,825億円）、2006年

度（2,790 億円）を上回ることができた。図表 2 は

ベンチャー投資の国際比較だが、日本の投資額は米

国、中国、欧州に比べて、大きな差が付いているの

が現状だ。 
 

2．起業力教育でも先行する米国と欧州 

私はベンチャーエコシステムの図に描かれない

「土壌」の部分に注目している。土壌とはつまり、

労働と教育だ。労働については、米国のように転職

が当たり前という柔軟性の高い労働市場が必要だと

思っている。 
起業力教育では「Born Global」の考え方が重要

だ。そこで主要国の現状を見ると、まず米国では

1946年に創設されたDECA（Distributive Education 
Club of America）の活動が知られている。全米

3,500 の高校に加えて、カナダ、ドイツ、スペイン、

中国、韓国など全世界 20 万人以上の高校生が参加

している。毎年 4 月末に ICDC（International 
Career Development Conference）を開催している。

私は 2018 年のアトランタ大会に日本から初めて単

身で参加したが、2019 年のオーランド大会には日

本の高校生も参加した。2020 年はコロナ禍で中止

となったが、2021年はアナハイムで開催予定だ。 
一方、欧州を見ると、フランスでは著名 IT 事業

家がパリに世界最大級のベンチャー育成キャンパス

「Station F」を 2017年 6月にオープンした。フラ

ンスではエリート校の多くの学生がスタートアップ

に興味を示している。エストニアでは独立回復後の

1991 年に世界に先駆けてインターネット環境を全

学校に整備し、プログラミング教育を始めた。欧州

における起業力教育について、欧州委員会教育文化

総局が「Eurydice Report（ユリディス・リポート）」

という報告書の中で、起業力教育における教師の役

割の重要性を指摘している。米国においても起業力

教育の教師を「生徒に寄り添う」ことを重視してア

ドバイザーと呼ぶが、どのような教材を使うかにつ

いては悩みを抱えているようで、それを相談するネ

ットワークが存在する。 
日本では、2016～2019 年に和歌山で「GTE サマ

ーキャンプ」が開かれている。これはシリコンバレ

ーで起業家として活躍された曽我弘氏が設立した一

般社団法人カピオンエデュケーションズが主催した

もので、シリコンバレーから現役の起業力教育の専

任講師を招き、日本の高校生を対象にシリコンバレ

ー流の短期サマープログラムを実施し、国内外から

延べ60校以上が参加している。 
 

 
図表3 

 
2020 年 4～8 月には「DECA JAPAN」というオ

ンライン形式による学習、メンタリング、ビジネス

プランコンテストを実施した。麻布高校、渋谷教育

学園幕張高校など全国 14 校が参加し、図表 3 に示

すような方法でビジネスプランを作成した。また、

参加校で生徒会を組織し、8 月 20 日には文科省に

対して政策提言書を提出した。 
従来の教育とこれからの教育の学び方の違いを考

えると、これまではいわば「ジグゾーパズル型」

「情報処理脳」であり、1 つしかない正解を探し当

てる。これに対して、起業力教育に代表されるこれ

からの教育は「レゴ型」「情報編集脳」であり、「納

得解」を得ることが求められる。それは社会的課題

解決のためのビジネスプラン作成であり、そのため

にはアクティブラーニングやパッションが必要にな

る。アクティブラーニングの波に乗って、起業力教

育が全国の高校、さらには小中学校に広がることを

期待している。 
 

3．【講演 2】高校生ビジネスプラン・グランプリに

ついて（田上和彦氏） 

私は大阪生まれで、1988 年に日本政策金融公庫

（日本公庫）の前身である国民金融公庫に入り、全

国各地の支店長などを経て、現在、創業支援部で

「高校生ビジネスプラン・グランプリ」を担当して

いる。 
「高校生ビジネスプラン・グランプリ」は若者の

創業マインドの向上を目的に平成25（2013）年度 
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図表4 

 

 
図表5 
 
に創設した。図表 4 に示すように、第 1 回は 151
校だったが、年々応募校数が増え、2019 年度の第

7 回は 409 校、3,808 件の応募があった。参加校の

多くは学校を挙げて取り組んでおり、中には1年生

は全員が応募するようにしている学校もある。ただ、

2020年度は残念ながら、コロナ禍で中止した。 
そもそも、なぜこうしたコンテストを始めたのか。

そのきっかけを図示したのが図表5だ。図の右側に

あるように日本公庫は昭和 24 年の創立以来、中小

企業事業者や創業者・創業予備軍を支援してきた。

しかし、2001 年に廃業率が開業率を上回ることと

なった。こうした事態に危機感を強めた経産省では

雇用創出に向けた 15 の重点プラン、当時の経済産

業大臣の名前を取った、いわゆる「平沼プラン」を

作成した。これを受けて、公庫も支援部署を新設。

2005 年に新規開業支援室を創業支援部に格上げす

るとともに、全国 15 カ所に創業支援センターを開

設し、自治体、商工団体、金融機関等が一体となっ

て、創業支援セミナーを開催するなど創業を支援す

る取り組みを本格化させた。さらに 2016 年度から

は、創業予備軍を掘り起こしていくために、主に若

者や女性をターゲットにした創業相談ウィークの取

り組みをも始めた。2019年度は年 2回、全国 55都

市で開催し、2,008人の参加をいただいた。 
そうした流れの中で、もう一歩進めて高校生を対

象にした起業教育に力を入れようと、高校生ビジネ

スプラン・グランプリをスタートさせた。応募資格

は高校・高専の生徒のグループまたは個人。内容は

若者らしい自由な発想や創造力を活かしたプランで

あれば、全く制限はない。ビジネスプランの例とし

ては、第 7 回でベスト 10 に残ったのは、①人々の

生活をより良いものに変えるプラン（農業用低コス

トアシストカートの開発・販売など）、②世の中の

仕組みをより良いものに変えるプラン（魚の誤食を

防止する生分解性プラスチックビニール袋の開発・

販売）、③地域の課題を解決するプラン（伝統野菜

の徳山唐辛子の苗や加工食品の販売）―などがある。 
 

4．参加者の中から上場予定企業も輩出 

この事業の売りとしては「出張授業」がある。単

にプランを募集するのではなく、図表6のようなス

キームで、全国の高校・高専に対して、公庫職員が

直接訪問し、無償でプラン作成をサポートするもの

だ。学校側の要望に応じて、基礎編（講義中心）、

中級編（演習中心）、実践編（講義中心）と様々な

形でサポートしている。出張授業の実施校数は第1 
 

 
図表6 

 
回では 82 校だったが、年々増加し、第 7 回は 353
校に達している。第 7 回の最終審査会は 2020 年 1
に開催され、書類選考で絞られた 10 件のファイナ

リストの中から、グランプリは大阪府立三国丘高校

の「PeriPeri～もったいないとはいわせない～」（最

後まで使い切れる新型スティックのりの製造・販

売）、準グランプリに洗足学園高校の「Fish レスキ
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ュー隊」（魚が嫌う天然成分を含んだ生分解性プラ

スチックビニール袋の開発並びにコンビニ・スーパ

ー向け販売）ほか、審査員特別賞3件、優秀賞5校
が選ばれた。この結果は多くのメディアにも取り上

げられたが、年々プランのレベルが上がり、机上の

プランには留まらず、大学や企業に相談に行ったり

して試作品まで作ってくる事例が増えている。テー

マとしては、近年は環境問題に取り組むプランが目

立っている。 
また、コンテストの関連イベントとしては、地域

ごとのプラン発表会・交流会、グランプリ OB・
OG交流会も開催している。 

 

 
図表7 

 
高校生ビジネスプラン・グランプリ参加者による

実際の創業例も増えている。図表7は、その具体例

をまとめたものだが、この中では株式会社タイミー

の小川嶺社長は高校生の時期にファイナリストに残

れなかった悔しさを糧に起業家を志し、大学生の時

から起業と失敗を繰り返し、5 社目となる現在のタ

イミーで短期アルバイトと企業とのマッチングアプ

リを開発。現在、ダウンロード約 80 万件、外食な

ど利用店舗約 8,000店舗に成長、従業員も 120人を

超えている。高校生ビジネスプラン・グランプリ受

賞者としては初めて日本公庫の融資のほか、VC や

JR東日本、サイバーエージェントなどから約 37億
円の資金調達に成功、2022 年の株式上場を予定し

ている。 
最後に参考資料として、日本公庫との取引実績の

ある上場企業の調査結果を図表 8 に掲示する。

1989 年以降、公庫の国民生活事業、中小企業事業

との取引を経て株式公開した企業は 724 社で、取

引企業全体の約3割を占めている。 
 

 
図表8 

（2020年10月19日制度委員会） 
 

論点整理 

＜論点整理について＞ 

日本ベンチャー学会「制度委員会」では、「日本

におけるスタートアップ・起業家支援の現状と課題」

を大きなテーマとした上で、ゲスト講師をお呼びす

る形の定例研究会を原則月1回開いている。研究会

ではゲスト講師に1時間程度特定のテーマについて

お話しいただいた後に、さらに1時間程度、ゲスト

講師も交えてお話しいただいた内容を中心に、「制

度委員会」委員の方々並びに外部参加者合同で質疑

応答、議論を行っている。加えて定例研究会の後、

ゲスト講師のお話を「事例紹介」としてまとめ、委

員長の秦が「論点整理」を書かせて頂いた上で順次

学会の会報誌に掲載させて頂いている。 
「論点整理」を付け加えさせて頂いている目的は、

日本における現状のスタートアップ、起業家支援活

動に関して、ゲスト講師が話された「事例紹介」の

内容から導き出せる「論点」を整理し、コメントを

付け加えることで、会報誌をお読み頂いた方々にも

それらの「論点」について考えて頂き、議論をより

深めていきたいと考えているからである。同時に、

そうしたプロセスを通じて、日本のスタートアッ

プ・起業家支援活動に対する理解が広がり、活動自

体がより効果的・効率的なものになって欲しいと考

えているからである。 
 
今回の「事例紹介」は、2020 年 10 月 19 日に開

催された制度委員会の研究会にゲスト講師としてお

越し頂いた一般財団法人ベンチャーエンタープライ

ズセンター（以下、VEC と略）理事長の市川隆治

氏と株式会社日本政策金融公庫創業支援部長の田上

和彦氏のお二人から「高校生等におけるアントレプ
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レナーシップ教育について」と題してお話し頂いた

ものである。 
まず VEC の市川理事長からは、最近市川氏が特

に強く主張しておられる「起業力教育」、すなわち、

単に起業家になるための表層的な「起業家教育」で

はなく、起業家として起業できる能力を育成するた

めの「起業力教育」についてお話し頂いた。市川氏

は「起業力教育」について、高校生の教育指導要領

を改訂して正規科目にするとともに、全高校生に受

講させるべきであると主張されている。 
筆者がかつて見たシリコンバレーについてのある

TV 番組で、スタンフォード大学で起業家育成の名

手だと言われているある教授が、起業家になるため

に必要な能力は、あらゆる職業人だけでなく、良い

父親や母親になるためにも必要な能力なのだと述べ

ておられた。それが正しいとするならば、市川さん

がおっしゃるように高校教育において「起業力教育」

を正規科目にすることは意味があるのかも知れない。

お二人目の日本政策金融公庫（前身は国民生活金融

公庫、中小企業金融公庫など）の田上氏からは、

2013 年に日本政策金融公庫が始められ現在田上氏

がご担当されている「高校生ビジネスプラン・グラ

ンプリ」というイベントについてのお話を頂いた。 
このイベントは昨年度 2020 年度においてはコロ

ナ禍で中止となってしまったが、イベントへの応募

校数は「事例紹介」に書かれているように、2013
年度 1回目の 151校から一昨年度 2019年度の 7回

目には 409 校に拡大しており、参加校の多くは学

校を挙げてビジネスプラン作成に取り組むような状

態になっているとのことであった。 
上記の「事例紹介」によると「高校生ビジネスプ

ラン・グランプリ」を企画するきっかけは、2001
年に企業の廃業率が開業率を上回ることになったこ

とにあったようだ。 
日本の開業率は 1980 年代以降 5％前後とグロー

バルに見ると大変低い水準で推移していたが、つい

に 2001 年にはその水準が廃業率を下回ったわけで

ある。つまりそれは、その状態を放置すれば日本の

企業数が絶対数で減少すること、引いては雇用の減

少に繋がりかねないことを意味するわけで、経産省

はそれへの対応策として雇用創出に向けた 15 の重

点プランである「平沼プラン」（当時の経産大臣の

名前を冠したプラン）を打ち出した。それを受けて

政策金融公庫も創業支援部を新設し、全国 15 か所

に創業支援センターを開設した。こうした流れの中

で、創業予備軍の掘り起こしをすべく採られた施策

の一つが「高校生ビジネスプラン・グランプリ」だ

った。 
今回の研究会で先にお話し頂いた市川氏が理事長

を務められている VEC は、ご存知のように日本で

唯一 VCに対するアンケート調査を行っておられる

組織であり、年間の投資額などのデータを最近では

毎年『ベンチャー白書』という出版物にまとめてお

られる。その一端が「事例紹介」に図表 1と図表 2
で紹介されており、それを見ると、近年日本の年間

VC 投資額は増加傾向にはある（図表 1 参照）もの

の、グローバルな比較においてその絶対額はかなり

小さい（図表 2 参照）。VC 投資額の水準が必ずし

もその国の起業家活動の状況を表わしているとは言

えないが、残念ながらこれまでの日本の起業家の活

動状況が活発であったとは言えそうもない。 
「事例紹介」で市川氏も述べておられるように

「日本では起業に対する関心が薄い」。それに加え

て、シリコンバレーで最大のベンチャーを対象とす

る弁護士事務所であるウィルソン・ソンシーニ・グ

ッドリッチ・アンド・ロザーティの代表弁護士であ

り、かつ 10 年前の駐日米国大使であったジョン・

ルース氏の「日本では起業家を賞賛する文化が育っ

ていない」という指摘を付け加えられている。 
確かに、2015 年頃から日本でも起業がマスコミ

でも話題になり、特に東京を中心とした首都圏では

若い人の起業が増加している。とはいえ、正式な統

計数値である開業率には依然顕著な上昇は見られて

いない。それは、首都圏以外での地方での起業家活

動が余り活発でないことが影響しているように思わ

れる。 
いずれにしても、そういった状況の中でお話し頂

いたお二人からのお話の論点として、以下3つの点

を指摘させて頂きたい。 
 

論点1 何故日本では起業家が少ないのか 

筆者は以前、ある起業家活動研究を専門にしてお

られる方に、日本では起業家が少ない理由を質問し

たことがある。彼の答えは「日本では起業家が職業

選択の一つに入っていないからだ」というものであ

った。 
確かに、第二次大戦後の日本では、復興期の時期

を除いて起業家を職業として考える必要がなかった。

戦後すぐの時期は戦争で大きな打撃を被ってしまい、

さらに海外からの引揚者も多かったために、自分で
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事業を始めざるを得なかった。しかし、復興が進み

始めると雇用の機会も増加し、自身でリスクを取っ

て事業を始める必要性が小さくなっていった。特に

高度成長期以降においては組織の雇用者、所謂サラ

リーマンになることが職業選択上最も望まれる時代

となった。多くの人々は会社組織の雇用人になって

気楽に生きていくことを望んだのであって、起業す

る人は日本では例外的な存在と見られてきたように

思う。その意味で最近まで、起業家は職業選択の一

つに入ってなかったと言っていいように思う。とは

いえ、以上のような説明以外に日本で戦後起業家が

数多く生まれなかった理由、より説得力のある理由

はないのであろうか。ここでの第1の論点として、

日本での起業家が少ない理由について改めて皆さん

で考えて頂きたい。 
 

論点2 起業家になる上で必要な能力とは何か 

第2の論点は、起業家になるために必要な能力は

何か、という点である。 
筆者も市川氏が主張されているように、起業家を

数多く生み出すために中・高校生といった若い時期

での教育が必要であると考えている。そうした教育、

すなわち「起業出来得る能力」を養うための教育を

市川氏がネーミングされたように「起業力教育」と

呼ぶことにも賛成だ。とはいえ、では「起業出来得

る能力」「起業家になるための能力」とは具体的に

いってどんな能力なのであろうか。 
「事例紹介」の中で、市川氏は従来の教育とこれ

からの教育を比較され、以下のように述べられてい

る。すなわち、従来の教育は謂わば「ジグソー型」

であり、「情報処理脳」を磨くための教育であり、

1 つだけの正解を探し当てる教育であるのに対して、

これから必要な教育、すなわち起業力教育に代表さ

れる教育は、「レゴ型」で「情報編集脳」を鍛える

教育であるべきで、「納得解」を得ることが求めら

れるのだと。 
加えて、そうした教育の実践にあたっては、従来

のように教師が話し、生徒は聞くという形の受け身

の教育ではなく、生徒同士がグループディスカッシ

ョンなどを通じて自ら課題を見つけ、その解決策を

生徒自らが考えて解を見つけるといった所謂アクテ

ィブラーニングを実践する必要があると述べられて

いる。 
確かに、受け身ではなく自発的に課題を発見し、

解決策を考える能力は起業家にとって非常に重要な

能力であることは間違いない。しかし、起業家にな

ることにおいて、それだけで十分なのであろうか。

2 つ目の課題としては、それ以外に起業家になるた

めの能力として必要な能力はどんなものがあるのか、

皆さんで考えて頂きたい。 
 

論点 3 起業家になるための能力をどのように育成

すべきか 

論点2として挙げた点に加えて、育成すべき能力

は分かったとして、ではその能力をどうすれば育成

出来るのであろうか。この問題を3つ目の論点とし

て挙げたい。 
上記したように、自らが課題を発見して解決策を

見つけ出す能力の育成という面で、確かにアクティ

ブラーニングは意味のある方法だと言える。このよ

うに、論点3の育成方法については、論点2で上が

ってくる起業家にとって必要な能力が分からないと

育成方法も分からないということになるのであろう

が、ここでは筆者がその点で中・高校生の教育とい

う面で気になっている点を2つ挙げておきたい。 
1 つは、多くの高校で大学入試のためだと思うが、

高校2年生位から理系と文系にクラス分けすること

が行われているのではなかろうか。生徒はそのため

高校1年生でどちらかのクラスを選択することを迫

られているのではないか。筆者はごく最近の状況を

十分に知っているわけではないので誤解があったら

お詫びするが、どうなのであろうか。筆者はこうし

た在り方は起業家を育成する上でマイナスのように

思う。起業家は当然自身でやるべき新規事業を決め

る必要がある。その決定には世の中を幅広く見た上

で、そこからビジネスチャンスを見つけ出さなけれ

ばならない。その際に 10 代半ばで自身の関わる分

野を狭めてしまうのはどうなのであろうか。特に最

近の世の中の変化スピードが速くなっている中で、

少なくとも 10 代においてはもっと幅広く物事を

色々学べる環境を創り出してあげることが必要なの

ではないか。理系、文系に進路を分けるのをやめる

べきではないか。 
2 つ目は、最近の中・高生だけでなく大学生を見

ていても、年上の大人と触れ合う、ないしはきちん

と話をする機会が減っているのではなかろうか。最

近の若者は仲間内だけの付き合いに終始してしまっ

ているのではなかろうか。 
筆者が都会に住んでいるから余計にそう思うのか

も知れないが、核家族化が進んだ結果、冠婚葬祭な
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ど親戚同士の付き合いも減っているのではなかろう

か。加えて、親が許してしまう結果、そうした付き

合いに子供が参加し、そこで挨拶することも少なく

なっているのではないか。 
コミュニケーション能力並びにプレゼンテーショ

ン能力は起業家とってかなり重要な能力といえよう。

そうした能力を養う上でも高校教育において教員だ

けでなく多くの大人と触れ合う機会を作ることも起

業力教育の1つになるように思う。 
 

（日本ベンチャー学会会報Vol.97掲載） 

※肩書は当時のものを掲載 
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第 23回全国大会制度委員会セッション 

（2020年 12月 5日） 

「地方創生のためのテック系ベンチャーク

ラスター」 

2020 年全国大会において、日本ベンチャー学会

制度委員会セッションが 12 月 5 日（土）午前 10
時～12 時、「地方創生のためのテック系ベンチャー

クラスター」をテーマにオンライン形式で開催され

た。司会は瀧口匡氏（ウエルインベストメント株式

会社代表取締役社長、早稲田大学客員教授）、コー

ディネーターは松田修一氏（早稲田大学名誉教授）

が務め、佐藤辰彦氏（特許業務法人創成国際特許事

務所会長・弁理士）、原田誠司氏（長岡大学名誉教

授）、福田伸生氏（バイオ・サイト・キャピタル株

式会社専務取締役）、山口泰久氏（株式会社 FFG
ベンチャービジネスパートナーズ取締役副社長、

START プログラム代表事業プロモーター）がそれ

ぞれ報告を行った。冒頭、松田氏は「これからの日

本をいかにして豊かにするか。本日の報告は北から

南に展開するので、皆さんとイメージを共有しなが

ら議論を深めてきたい」と挨拶。各発表の要旨は以

下の通り。 

 
概要説明：秦 信行（制度委員会委員長、事業創造

大学院大学特任教授） 

制度委員会は 10 年ほど前に創設された学会の特

別委員会の1つで、学会員の専門的な研究に横串的

な視点で議論する場として設けられた。毎月研究会

を開いてゲストスピーカーを招き、主としてベンチ

ャー・エコシステムについての議論を重ねている。 
 近年、日本でも起業が活発になってきたものの、

その多くは首都圏に集中し、地方での起業はまだま

だ少ないのが実情だ。そうした現状を踏まえ、本日

のセッションではいかにして地方での起業を盛り上

げるか、特にテック系ベンチャーに焦点を当てて、

4人の方に発表をしていただく。 

 
発表 1：福島の知財活用の地域創生モデル～県が動

き、市が動き、特許庁・日本弁理士会が支援する

「福島モデル」～ 

佐藤 辰彦氏（特許業務法人創成国際特許事務所会

長・弁理士） 

本日は、新しい地域起こしのモデルとして「福島

モデル」について報告する。まず背景として、福島

県の工業出荷額は東北で1位だが、中小企業の6割
は下請けであり、「脱下請け」と「価格決定権の獲

得」を目指し、開発型・提案型企業への転換が大き

な課題となっている。また東日本大震災からの復興

を目指しているが、来年で 10 年になるものの、ま

だまだ復興は道半ばであり、県内中小企業による自

社製品開発が強く求められている。 

 そうした中で、2017 年 7 月に郡山市で日本弁理

士会の「知財広め隊」による中小企業経営者向けの

セミナーを開催したところ、266 人の参加があった。

これを契機に福島県が知財関係の補正予算を組み、

翌年には郡山市が日本弁理士会と知財支援協定を締

結。2018 年度には特許庁が「福島知財活用支援プ

ロジェクト」を立ち上げ、日本弁理士会も連携して

「福島支援WG」を組織するに至った。 
 こうして 2019 年度には、①知財活用啓発事業、

②知財活用企業育成事業、③知財人材育成事業、④

知財活用企業誘致事業（川崎モデルの導入）等が本

格的にスタートした。 
 

 
図表1 

 
福島モデルの主な特徴は、図表1に示したような

点が挙げられる。中でも、①「福島イノベーショ

ン・コースト機構」によるスタートアップ企業支援

事業など、県行政が主体となった中小・ベンチャー

の育成、②成功モデルづくりを目指し、販路開拓な

どの出口戦略を支援するための特許庁によるビジネ

スプロデューサーの派遣事業、③知財活用のため産

学官に金融機関、マスコミも加わった有識者委員

会・勉強会の創設、④日本弁理士会による課題解決

型マッチング事業などが特徴的な取り組みとして注

目される。 
こうした取り組みの結果、まだテック系クラスタ
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ーの形成までには至っていないものの、今後の地域

クラスターの核になることが期待される一般社団法

人いわきバッテリーバレー推進機構が設立された。

日本のバッテリー生産は関西に集中しており、これ

を補完するクラスターの形成を目指し、リチウムイ

オン電池のリユース市場づくりなどの新規事業の創

出にも取り組んでいる。 
以上の福島モデルについて、いくつかの考察があ

る。主なポイントは、次の点にある。①知財活用を

目指す活動が活発化している半面、関連事業・イベ

ントが乱立しており、県をハブとして市町村を連携

させる地域ネットワークの強化と組織の再構築と、

行政を支援する民間のローカルシンクタンクの設立

が必要。②自社の強みである知財の見える化による

既存中堅・中小企業の高付加価値型ビジネスモデル

への転換を進める一方で、起業家の育成に向けた教

育の機会の拡充とそのための専門人材の不足を解消

する取り組みが必要。③縦割り行政の弊害を打破す

るために、開発支援・知財化支援・事業化支援を一

気通貫型で支援する専門機関を創設する必要がある

―などの点が指摘できる。 
これらの課題を解決するため、有識者委員会では

「知財条例」の制定を提案しており、今後 10 年が

かりで成功に導いていきたいと考えている。 
 
【松田氏コメント】 
福島県の悩みは、地方の共通項だと思われる。地

元の人材を地域に定着させるためにも、キャリア教

育の一環としてのアントレプレナーシップ教育が必

要だ。会津大学をはじめとする地元の大学が連携し

てオピニオンリーダーの育成に取り組むことも必要

だろう。 
 

発表 2：鶴岡エリアにおける地域エコシステム～バ

イオ産業クラスター形成を目指して～ 

原田 誠司氏（長岡大学名誉教授） 

 本日は、学会に採択された研究プロジェクト

「大学発ベンチャー・エコシステムに関する調査研

究」（2019～2020 年度）のうちの「鶴岡エリア」

に関する中間報告の一部を報告する。本プロジェク

トは、大学発ベンチャー輩出上位 10 大学と、鶴岡、

つくば、川崎の3地域を調査し、地域エコシステム

形成への提言を行うことを目指している。 
 鶴岡エリアの特徴をひと言で言うと、「地学連携

によるバイオ産業育成」だ。始まりは、1999 年 3

月に慶應義塾大学と山形県、鶴岡市など庄内地域市

町村がバイオ拠点形成に向けた第 1期（5年間）の

3 協定の締結である。これに基づき、2001 年 4 月

に同市に慶應義塾大学先端生命科学研究所（IAB）
がオープンする。2 年後の 2003 年 9 月には、早く

も IAB 発ベンチャー第 1 号のヒューマン・メタボ

ローム・テクノロジーズ株式会社（HMT）が起業

し、現在までに 6 社が起業した。2011 年には県、

市、大学、産業団体の連携による「山形県バイオク

ラスター形成推進会議」が発足し、バイオクラスタ

ー形成を進めている。以下、主なポイントを概観す

る。 
 まず、三者協定は、世界的バイオ拠点の形成とそ

の成果を活用した地域活性化を目指す協定で、市と

県が IAB の研究活動を財政的に強力に支援してい

る。人件費も含めて毎年度計 8.4 億円を支援、第 1
～4期の支援総額は約 170億円に上る。これに対す

る波及効果は、2018 年度に山形銀行が行った委託

調査によると、人口面では雇用創出約 500 人、鶴

岡市への訪問者数年間 3,000 人、研究者数 270 人

（うち市内居住者 130 人）、経済面では企業集積

による鶴岡市への経済波及効果は年間 30.77 億円

（うちベンチャー6 社で 22.6 億円）、市の税収は

8,400万円となっている。 
 次に、核となる IAB のビジョンと活動について。

所長の冨田勝・SFC 環境情報学部教授は総合シス

テムバイオロジーの世界的権威であり、「IAB＝ア

カデミックベンチャー」と規定している。陣容は専

門研究員 50 人を擁し、研究活動としては、基盤技

術研究として遺伝子、核酸・RNA、代謝物質、タ

ンパク質、バイオ・IT を幅広く手がけ、メタボロ

ーム測定高感度化に成功し、特許を取得している。

応用研究では、健康・医療（がん診断、生活習慣病

予防など）、環境・エネルギー、農業・食品（メタ

ボローム分析による高品質化）の3分野に取り組ん

でいる。一方、教育活動では大学院生・学生向けプ

ログラムのほか、「高校生研究助手」などユニーク

な高校生向けプログラムも提供している。 
 さらに、IAB発バイオベンチャーは6社にのぼる。

前出の HMT 株式会社（メタボローム解析技術、

2003 年）のほか、Spiber 株式会社（人工合成くも

の糸、2007 年）、株式会社 MOLCURE（抗体医薬

品、2013 年）、株式会社サリバテック（がん早期

発見唾液検査、2015 年）、株式会社メタジェン

（腸内環境評価、2015 年）、株式会社メトセラ
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（心不全向け再生医療製品開発、2016 年）。この

うちHMTが2013年12月に東証マザーズに上場し

た。 
 また、IAB やベンチャーは、2005 年に開設され

た市北部の「鶴岡サイエンスパーク」に集積してい

る。敷地面積は約 20 ㏊あり、IAB 研究棟やベンチ

ャー企業各社、インキュベーターの鶴岡市先端研究

産業支援センター（2005 年）、さらには国立がん

研究センター・鶴岡連携研究拠点がんメタボロミク

ス研究室（2017 年）などの研究機関が集積し、バ

イオ研究開発・ベンチャー拠点になっている。 
 全県的なバイオ産業クラスターの形成に向けて、

「山形県バイオクラスター形成推進会議」が 2011
年に発足、すでに IAB と地元企業の共同研究によ

る新しい「やまがたブランド」の農産・食品の開発

が進んでいる。特筆すべきは、IABが4人の専門の

コーディネーターを育成していることで、こうした

取り組みは恐らく日本初と思われる。また、健康／

医療分野での地域貢献活動にも力を入れている。 
 このように大学発ベンチャー中心の地域エコシム

テムの基盤はできたと言えるが、解決課題もある。

主な点は、IABマネジメントの自立的な持続・強化、

さらなる新規上場実現に向けたベンチャー成長支援

のネットワーク作りやバイオ研究開発・産業集積拠

点化、さらに、県・市の財政支援（今後も続くとは

限らない）に替わる資金供給の仕組みづくりなどが

挙げられる。 

 

【松田氏コメント】 

鶴岡エリアの取り組みは地域クラスター形成とし

ては大成功モデルと言える。1 つの県で 6社もベン

チャーが起業し、すでに1社は上場を果たしている。

これ自体が希有なことで、国際的視野を持ったリー

ダーの存在と起業家たちの熱い思いが背景にある。

それでも海外に比べて規模は小さく、その意味で本

報告は新たな地域拠点作りに向けた様々な視点を提

供していると言えよう。 
 

発表 3：テック系クラスターにおけるインキュベー

ターの役割～北大阪彩部ライフサイエンスパーク、

沖縄県うるま市、川崎市の事例から～ 

福田 伸生氏（バイオ・サイト・キャピタル株式会

社専務取締役） 

私は大阪、沖縄、川崎でインキュベーション施設

の運営とスタートアップ企業の支援を行っている。

ビジネスインキュベーターの役割とは、スタートア

ップの成功（IPO、M&A など）に向けて「伴走し

てくれる存在」であり、必要とされるものは優秀な

インキュベーションマネジャー、使い勝手の良い施

設、そして資金調達の手助けではないかと考える。 
 起業はもはや日常的なものになりつつある。その

要因としては、クラウドサーバーの普及、GAFA
などプラットフォーマーの登場で初期投資が圧倒的

に小さく済むようになってきたことが挙げられる。

大手ベンチャーキャピタル（VC）のジャフコの投

資先の9割がシード・アーリーステージのベンチャ

ーとなっているほか、東京の一等地にはスタートア

ップ向けのオフィスが乱立している状態だ。しかし、

これは東京、大阪など大都市圏だけの現象であり、

ビジネスリソースに乏しい地方が同じやり方で成功

するとは思えない。 
 米国では、多くの地域にスタートアップを中心と

した産業クラスターが形成されている。日本にも鶴

岡モデルがあるわけだが、鍵を握るのは大学だと思

う。私たちも科学技術振興機構（JST）による大学

発新産業創出プログラム（START）に参加してお

り、地方を中心に大学発ベンチャーの起業支援に取

り組んでいる。STARTでは現在53社のベンチャー

が誕生している。 
 大学と並んで地方における起業の大きな支えにな

っているのが、中小企業基盤整備機構が展開するイ

ンキュベーション施設だ。起業家の相談に乗るイン

キュベーションマネジャーも配置されているのだが、

入居期間が5年間と短く、この時点で東京などに移

ってしまう企業が多い。米国サンディエゴのように、

IPOまで居続けることができ、そこから新たなスタ

ートアップが生まれるというエコシステムにつなげ

るようにすることが今後の課題である。 
 次に当社が関わっているテック系クラスターにつ

いて説明する。まず北大阪の彩都（さいと）ライフ

サイエンスパークは、医薬基盤・健康・栄養研究所

を中核に発展。46 の企業、研究機関が立地してお

り、核酸医薬やペプチドなどバイオ医薬関係のクラ

スターを形成している。ここに本社を置くアンジェ

スによって新型コロナワクチンの開発も行われてい

る。 
 この彩都には私たちが運営する3つのインキュベ

ーション施設があり、30 社が入居している。この

うちの2施設は中小機構が建て、当社が一括で借り

上げて運営している。また、エリアマネジメントの
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担い手として一般社団法人彩都ヒルズクラブを設立

し、大阪府や地元・茨木市の助成を受けながら連携

して、当社が事務局を務めている。 
 沖縄県うるま市州崎地区では、県が設立した沖縄

ライフサイエンス研究センターの運営を、当社が指

定管理者となって行っている。 
 三つ目が川崎市で、ここは街全体が技術系の産業

クラスターになっており、市内には 400 を超える

研究機関が立地している。例えば、羽田空港の対岸

の殿町地区にはわずか 8 年で 67 の企業・研究機関

が進出し、約 4,700 人の研究者が働くライフサイエ

ンスのクラスターを形成している。 
 同市では3年前から、新川崎にある川崎市産業振

興財団の「かわさき新産業創造センター」の指定管

理者共同事業体に参画し、川崎市産業振興財団と一

緒に運営を行っている。同地区にはインキュベーシ

ョン施設だけでなく、慶應義塾大学のタウンキャン

パスもあり、「新川崎・創造のもり」と呼称してい

る。ここに 2019 年、新しいオープンイノベーショ

ンの拠点となる「AIRBIC」がオープンした。2020
年 11月現在の入居率は 93％に達しており、技術系

ベンチャーの施設へのニーズが極めて根強いことを

物語っている。 
 次に、インキュベーターに求められるクラスター

形成の機能について述べる。沖縄のケースでは、ハ

ード以上に重要なのはソフト・人材面の支援だ。か

つて沖縄では県が手厚い助成で多くの県外企業を誘

致したが、補助金が切れると本土に帰ってしまった

という苦い経験がある。そこで、私たちは県と協力

して県内の技術系の大学・高専などから地元発ベン

チャーを立ち上げることに注力した。この取り組み

から、蚕を利用して特殊なタンパク質を抽出するシ

ルクルネッサンス、琉球大学発ベンチャーでシーク

ワーサーの成分を配合した化粧品を開発する琉球ボ

ーテ株式会社などが生まれた。START に採択され

て、沖縄科学技術大学院大学から起業した沖縄プロ

テイントモグラフィー株式会社の立ち上げにも参画

している。 
 また、私たちは沖縄では施設管理だけでなく、必

要な専門人材の獲得にも力を入れており、人材ポー

タルサイトも運営している。さらに、内閣府と協力

して専門人材の養成講座も開講している。 
 クラスター形成には成功例が必要だ。技術系ベン

チャーの場合は IPO まで時間がかかるが、さりと

て既存の企業を誘致するのでは新陳代謝が起きず、

やがてクラスターは衰退していく。そのため、ベン

チャーを育成し、IPOやM&Aで成功した企業の輩

出が不可欠となる。図表2は、彩都の成功事例を挙

げたものだ。 

 
図表2 

 
重要なのはインキュベーター自身の経営であり、

優れた施設と優秀なインキュベーションマネジャー

がクラスター形成の要となる。そのため、インキュ

ベーションマネジャーを養成し、力を振るってもら

うためには、身分の安定が必要と考え、当社では正

規雇用している。民間企業がインキュベーション施

設そのものを建設するのは難しいので、ハコの建設

は行政に任せ、民間が運営するという役割分担が有

力な方法だろう。最後にインキュベーターの制度的

な考察を申し上げると、指定管理者方式（指定管理

料方式／利用料金方式）よりも、運営リスクを民間

が負う一括借り上げのサブリース方式の方が、制度

設計の自由度が高くてよいのではないかと考えてい

る。 
 

【松田氏コメント】 

「ハードを運営する人」を養成することは難しい

とはいえ、10 年戦略があれば可能であることを彩

都モデルや川崎モデルから学ぶことができる。これ

らの地域は、「民」が何をやり、「公」が何をやる

とエコシステムとしてうまくいくかというモデルで

もある。日本版 SBIR の見直しも始まったところで

あり、今後とも先行事例としての示唆を与えていた

だきたいと思っている。 
 
発表 4：九州・長崎地区における大学発ベンチャー

創出の取り組み 

山口 泰久氏（株式会社 FFG ベンチャービジネスパ
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ートナーズ取締役副社長、START プログラム代表事

業プロモーター） 

私は 2006 年に株式会社日本政策投資銀行で社内

ベンチャーとして DBJキャピタルを立ち上げて 10
年間投資活を行った後、3 年前にふくおかフィナン

シャルグループの株式会社 FFG ベンチャービジネ

スパートナーズに移った。当社は 3 年間で約 100
億円のファンドを組成して 50 社以上に投資し、九

州で最大の VC になっている。VC から見たベンチ

ャー企業の課題は、①経営人材・チームの不足、②

知財／技術マーケティングと応用研究の不足、③顧

客志向型のビジネスモデルの構築ができない、④事

業化段階での応用研究のためのギャップ資金の不足、

⑤外部リソースの活用不足─で、これは 10 年前と

全く変わっていない。 
 ベンチャーを取り巻く環境は 2005 年頃から、パ

ラダイムシフトが起きている。機械システム思考か

らデザイン思考への変化、リーンスタートアップの

普及、顧客指向型ビジネスモデルの開発手法の発展、

アクセラレーターの勃興、オープンイノベーション

の進展といったものだ。さらに、2020 年はコロナ

禍によって長年の課題だった DX（デジタルトラン

スフォーメーション）が一気に進展した。 
 そうした中で、当社は大学発ベンチャーを中心に

したベンチャー投資を行うとともに、アクセラレー

ターのようにギャップ（GAP）資金の提供と教育

プログラムを提供し、エコシステムを形成すること

を目指している。 
 当社の投資で特徴的な取り組みの1つは、プレベ

ンチャーへのギャップ資金を提供していること。そ

のため、九州大学など 12 大学や地銀、大手企業な

どと「九州・大学発ベンチャー振興会議」を組織し

て、毎年約 30 のプロジェクトを採択して、教育や

ギャップ資金の提供、当社からの投資という形で、

地域全体で大学発ベンチャーの設立を支援する体制

を構築している。同振興会議では「シーズ育成資金」

と名付けて、会員企業からも 1 口 50 万円の寄付を

募っている。 
 一方、教育プログラムでは、大学の先生方のシー

ズとビジネススクールの学生をマッチングして事業

化を検討してもらい、学生がやりたいと手を挙げれ

ばすぐに支援を始める「知財／技術事業化支援プロ

グラム」を提供している。このほか、学生向けのビ

ジネスプラン・コンテストなども行っている。 
 こうした教育、ギャップ資金から投資までの一気

通貫型の知財・技術事業化支援の代表な成功例が、

九大発ベンチャーである KAICO 株式会社だ。同社

は現在、食べる新型コロナワクチンの開発に取り組

んでいる。 
 次に、長崎大学 FFG アントレプレナーシップセ

ンター（NFEC）の活動を紹介する。NFEC はアン

トレプレナー人材の育成と大学発ベンチャーの創出

を目的に設立した。同センターではアントレプレナ

ーシップ入門などの基礎コースから、ビジネスプラ

ンイングや技術マーケティング・顧客開発論などの

応用コース、先端技術事業化論など実践コースまで

の教育プログラムを提供している。インキュベーシ

ョンプログラムとしては図表3のような形で、長崎

大学の各学部から提供されたシーズに対する事業化

支援を行っている。 
 

図表3 
 

当社はオープンイノベーションの推進にも取り組

んでおり、2019 年 4 月に九州最大のピッチイベン

ト「Startup Go!Go!」の主催者として知られる

GxPartners と共同で約 10 億円のファンドを組成し

た。同ファンドには福岡銀行の他、西日本鉄道、新

出光、QTnet などの地元企業が LP として参加して

おり、それら LP 企業向けのアクセラレーションプ

ログラムを展開し、オープンイノベーションによる

福岡地区のスタートアップ企業育成を目指している。 
 
【松田氏コメント】 

かつての工業誘致ベースの支店経済に留まってい

た時代や、その後のシリコンアイランド構想が段々

としぼんでいった時代を乗り越え、新たな思いでオ

ール九州の体制ができたたことに驚きを覚えている。

新たな風を吹き込んだ、仕掛け人の山口氏に敬意を

表したい。 
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■全体のまとめ 
【瀧口氏】 

 各先生方の報告を聞いて、地方創生の取り組みに

は共通の課題があると感じた。第1は人材、なかで

もコーティネーターの重要性だ。第2は行政の役割、

つまり行政のサポートの充実が求められる。 
 さらにブレークダウンした論点としては資金の問

題が見えてくる。資金面では、シーズ開発のための

ギャップ資金がしっかりと動いていかないと、なか

なかテック系クラスターは立ち上がっていかないの

ではないか。本日の貴重な報告によって、こうした

課題が改めて浮き彫りになったと思われる。 
 
【松田氏】 

 コロナ禍でDXが進展する中で、人と人が会わな

ければダメだという時代から、ネットワーク作りも

大きく変わりつつある。より幅広く質の良いネット

ワークを作るためには、コアになる人材を育成して

いく必要がある。挑戦する人を評価する時代になら

なければ、次の日本はない。 
 特にテック系ベンチャーの育成には 10 年ターム

の時間がかかる。その意味でも地代の高い東京だけ

でなく、リスク分散という観点からも地方中核都市

が重視される時代になってきていると痛感する。本

日は大変いい議論ができたのではないかと思ってい

る。発表者の皆様に感謝申し上げたい。 

 

（2020年12月5日（土）全国大会委員会セッション） 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2021年 3月 22日） 

「企業の社会的責任と社会貢献」 

秦 信行（制度委員会委員長、事業創造大学院大学

特任教授） 

庄司 秀樹（東洋システム株式会社代表取締役） 

 

1．5つのCSRと東日本大震災での社会貢献活動 

私は福島県いわき市でハイブリッドカー、スマー

トフォン、人工呼吸器をはじめとする医療用機器な

どに用いられる蓄電池（バッテリー）産業のベンチ

ャーを1989年に創業し、現在に至っている。 
 企業の社会貢献活動というと、日本では寄附や

赤い羽根の募金活動などのイメージしかなく、せ

いぜい地元の高校でボランティアで講義をするく

らいしか行っていないのが現状だが、海外視察し

た際に諸外国では企業が堂々と困っている人たち

に直接的な支援をするなどで貢献している姿を目

の当たりにして、大きな衝撃を受けた。そして、

企業が存続するためには取引先、従業員やその家

族、地域社会にしっかりと貢献していく必要があ

ると痛感するに至った。 
 企業は守るべきものが増えていく中で、地域社

会に必要とされる存在であることを追求するため

には、地域社会に対するしっかりとした社会貢献

をやっていかなければならないと実感し、次の5つ
のテーマで CSR（企業の社会的貢献）活動を展開

することを決意した。すなわち、①地域の皆さま

とともに、②将来を担う若者たちへ、③従業員と

ともに、④お客さまとともに、⑤地球環境ととも

に―の5点である。 
 
【テーマの詳細は以下の通り】 
①地域の皆さまとともに…地域の皆さまとともに

安心・安全の街作りをしていく。 
②将来を担う若者たちへ…子供たちに夢を与える

ような活動をしてあげたい。 
③従業員とともに…人財育成に力を入れ、働きや

すい環境を整えていきたい。 
④お客さまとともに…顧客満足度や品質の向上に

努めていきたい。 
⑤地球環境とともに…環境負荷の低減に取り組み

たい。 
そして利益の 18％を社会貢献活動に提供すること

にし、2013 年より全従業員が参加して活動を開始

した。とはいえ、当初はどのように活動するか模

索が続いた。そうした中で、2011 年 3 月、あの忌

まわしい東日本大震災が発生した。会社自体の存

続も危ぶまれる中で、地域の人たちが困っている

ことは何か、我々にどんなことができるのかとい

ったことをつぶさにリサーチし、活動を開始した。

それについては簡単なビデオにまとめているので

ご覧いただきたい。 
 このように、当地では深刻なガソリン不足が起

き、給油待ちの間に命を落とす高齢者も出た。そ

こで、当社では多くの関連企業のご協力を得て、

計 5,000 リットルのガソリン無料配布を実現した。

また、地域医療の専門家を招き、地元住民約 600
人を集めて講演会を行い、放射能汚染の現状と除

染対策について多くのアドバイスをいただいた。 
 翌 2012 年には、原発の廃炉に向けて工事関係者

が大挙して来県する中で交通事故が多発したり、

子供たちが「もう福島には住めない」、若い女性た

ちが「もう子供を産めない」といった不安や悩み

を訴える中で、子供や若者の夢をつくる活動を本

格化させた。こうした活動を継続することによっ

て、2019 年には台風被害に遭った地域への物資支

援を行い、このコロナ禍では地元企業5社で福島県

やいわき市に国産マスクを約 67 万枚配布したり、

医療従事者向けに当社が備蓄していた N95 マスク

を提供したりしてきた。「絶対に無理だ」と言われ

たことでも、強い意志を持ち、全従業員が一致団

結して地域のためにやり抜くことができた。自社

の利益だけでなく、企業の責務として地域のため

に何ができるかを考えてやっていくべき必要性を

教えられた経験だった。 
 
2．バッテリーバレー構想と福島県・いわき市の

現状 

いわき市では当社など民間企業が中心となって、

2015 年 4 月に「いわきバッテリーバレー推進機構」

を設立。2019 年 3 月には市内に水素ステーション

を開設され燃料電池バスに水素を供給開始するなど、

バッテリー産業の整備に力を入れている。わが国の

バッテリー産業は近い将来、大地震が想定される関

東以西の西日本に 85％が集中している。これを分

散させ、災害時にもバッテリー供給に支障が出ない

ように、このバッテリーバレー構想をスタートさせ

た。震災と原発事故を経験した福島県では、2040
年を目標に再生エネルギー100％の実現を目指して
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おり、天候に左右される太陽光や風力発電を補完す

る技術として、蓄電池は大いに期待されている。

「福島県を世界一のエネルギー復興都市へ」を掲げ、

オール福島で取り組み、本物のイノベーションを起

こしていきたいと考えている。 
東日本大震災で大きな被害を受けた福島県の地方

創生も、このバッテリーバレー構想の大きな目的だ。

この構想によって関連企業の誘致を図り、雇用を創

出して地域の活性化を図っていきたい。これによっ

て福島の様々な産業が一緒になって伸びていけるよ

うにすることを想定している。 
いわき市の現状を見ると、まず人口の減少が急激

に進んでいる。現在約 31万人の人口は、20年後に

は 19.3 万人になると予測されている。特に深刻な

のが若者人口の流出で、同じ県内の福島市、郡山市

と比べても倍のペースで流出が続いている。このま

までは 2055 年には「1 人の若者が 1 人の高齢者を

支える」という、考えられないような事態に直面す

る。 
なぜ若者の流出が進んでいるかというと、元々い

わき市にあった理工系の大学がなくなってしまった

ことも一因になっている。福島市にも、会津若松市

にも理工系大学がある中で、いわき市では理工系へ

の進学を希望する若者が残れないという厳しい状況

に置かれている。医療の現状を見ても、人口 10 万

人当たりの医師の数は全国平均が約 240 人、福島

県が 194 人、福島市が 341 人、いわきより小さい

会津若松市が 262 人、郡山市が 245 人、白河市が

219人。これに対して、いわき市は 164人と非常に

少なく、特に脳外科医は半分に満たない。この結果、

救急車による急患の搬送時間もこの6年で6分近く

遅くなっている。これでは助かる命も助からない。

さらにいわき市は被災地の方々を2万人以上受け入

れており、33 万人を少ない医療体制でカバーして

いることになる。 
 

3．わが国のバッテリー産業の立地と課題 

前述したように、わが国のバッテリー産業の

85％は西日本に偏在しており、ひとたび大災害が

発生すれば、自動車産業も、バッテリー・同関連産

業も甚大な損害を被り、経済・産業は完全に麻痺し

てしまう。我々も被災してわかったことだが、災害

時には会社は無事でも従業員の自宅が壊れてしまっ

たり、道路・橋が寸断されて物流が止まるなど、想

定外の事態が発生する。このままでは、中国、韓国

をはじめ世界中が電気自動車（EV）向けにバッテ

リー産業を加速させている中で、日本は世界から置

き去りにされてしまう。 
いまや蓄電池産業をしっかりと持っている国しか、

EV 市場を作れなくなっているのが世界の現状だ。

さらには世界中がカーボン・ニュートラル社会を目

指す潮流の中で、ISO（国際標準化機構）が昨年、

ライフ・サイクル・アセスメントを ISO14000 シリ

ーズの認証の中に示し、適用される方向に進んでい

る。加工貿易国家である日本は海外資源の採掘、運

搬、製造・加工、リサイクルに至るまでのライフ・

サイクル・アセスメントにおける CO2 削減では大

変厳しい課題を突きつけられている。 
とはいえ、日本にはバッテリー産業の2つのキー

デバイスを持っている。1 つは水素を燃料とする水

素電池、もう1つが蓄電池だ。トヨタ自動車をはじ

めとする日本企業は多くの基本特許を持ち、依然と

して比較的優位の立場にある。世間では誤解されて

いる向きもあるようだが、水素電池とは水素を使う

発電機、水素発電装置だ。そのため水素燃料電池自

動車は一定の速度でしか使えず、加速させる時など

には補助装置としてリチウムイオン電池やニッケル

水素電池などの蓄電池とのベストミックスが必要と

なる。一般の発電も同じだ。太陽光や風力発電は天

候に左右され不安定で、それをカバーするには蓄電

池が必要となる。つまり、蓄電池の利活用が重要な

のだ。 
 

4．子供たちの未来のために―新エネルギー社会実

現構想 
新エネルギー社会実現構想の柱は、福島県浜通り

地方に官民一体となって、全長 60 ㎞に渡って水素

のパイプラインを敷設し、将来的には郡山市がある

中通り、そして会津地方にまで広げ、福島全体を世

界一のエネルギー復興都市にしようというものだ。

カーボン・ニュートラル・ポート(CNP)に指定され

た小名浜港に、褐炭由来など様々な水素、またはア

ンモニアを導入する。これを水素トラックなどで発

電所に運搬し、発電所で発生する炭素と水素をミッ

クスし、メタネーション反応によって液化石油ガス

(LPG)を生産し、メイド・イン・フクシマのエネル

ギーを産み出すことも構想している。同構想の中で

は、いわき産のスケソウダラ養殖やかまぼこ加工へ

の新エネルギー活用など、水産業への展開まで考え

ている。 
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このパイプラインで作った水素を元に、工業団地

を港近くに造成して蓄電池工場、水素電池工場、そ

れらの関連企業を呼び込んでいく。小名浜港は米国

に最も近い港であるという地の利を活かして、豪州

から褐炭や水素を輸入して製品化し、それを同港か

ら米国向けに輸出することも計画している。さらに

は、電池工場で発生した余熱を、野菜などの温室栽

培に活用することも考えている。 
すでに国や県には様々な資料・データを提出し、

実現に向けて鋭意検討が行われているところだ。こ

れまでの歩みを振り返ると、震災直後の 2012 年に

バッテリーバレー構想が始まり、2015 年には東北

初の燃料電池車「MIRAI」を市民にお披露目し、

2017 年には福島県初の燃料電池バスの運行、様々

なフェスタの開催などの取り組みによって、高齢者

から子供たちまで「水素は安全だ」という認識が広

まった。原発事故で水素爆発があり、福島県民は水

素へのアレルギーが強かったが、これを払拭するの

に一役買った。こうして 2019 年 3 月には、いわき

市の地元中小企業が主体となって県内初の商用定置

式水素ステーションができ、三大都市圏以外では初

の燃料電池車の展示会を開催し、現在では新型

「MIRAI」が 50 台ほど発注されるなど、地域全体

で水素を取り込もうという機運が醸成されている。  
 今後のアクションプランとしては、例えば市内

の苛性ソーダ工場で副産物として発生する大量の水

素の活用などの具体的な事業も検討されている。

2021 年からはパイプライン構想について、国への

本格的な働きかけをスタートさせている。既に小名

浜港が CNP に指定されたように、我々が要望した

ことは着々と実現しており、これをさらに進めて、

2030 年には実際に工業団地に企業を呼び込み、

様々な電力をベストミックスして世界に冠たる電

力・ものづくり基地を作っていきたい。 
なかでも、「地域循環型のバッテリー産業」を作

っていきたいと考えている。電気自動車やハイブリ

ットカーなどで使われた電池をリユースし、不安定

な再生可能エネルギーを蓄電して安定供給する仕組

みを作り、さらにそれをリサイクルしていく。全て

が補完される仕組みを作っていきたい。 
これを実現するには電池をたくさん集める必要が

あるが、そのために電気自動車で使われたバッテリ

ーの残存量を計測できる装置を開発し、実装に向け

て準備を進めている。 
一番大事なのは人づくりだ。今は工業高校へ通っ

ていても、ハンダ付けもできないような子供がたく

さんいる。子供たちに理科やものづくりに興味を持

てるような場を、私たち大人が提供することも重要

だ。高校生や大学生には実際にモノに触れてもらう

機会を提供し、地元企業の若い従業員には機械を担

当している人には電気を、化学を担当している人に

は自動車を学んでもらうなど、勉強する場を提供す

る取り組みも始めている。 
その1つが「いわきバッテリー・バレー・フェス

タ」の開催だ。2019年 10月には 5回目を開催し、

現在までに 10 万人以上が来場した。（2020、21 年

はコロナ禍のためオンライン上で開催）。小中学生

から高校・高専生向けの実習では、トヨタ自動車

（株）様の協力を得て延べ 160 人の技術者に参加

いただき、地元企業からも 600 人がボランティア

で加わり、これまでに約 3,000 人の子供たちが参加

している。ここで学んだ中から約 1,600 人のエンジ

ニアが生まれ、地元企業に就職しているが、離職率

が非常に低い点が特色になっている。このほか、い

わき市と共催している「EV アカデミー」では、地

元の子供たちや若手従業員向けに小型電気自動車

「PIUS（ピウス）」の構造を学ぶ組み立て実習を行

っている。 
こうした活動の流れの先に、福島工科大学の設立

を目指して動き始めている。大学設立により技術力

の高い人財を育成し、それによって雇用を増やし、

県内からの人財、人口の流出を止める、これを大き

な目標としている。それだけでなく、この工科大学

で学びたいという人を福島県外や海外からも招き入

れることが望ましいと考えている。そこで地域の雇

用増を図って人口を増やし、また外貨を獲得して地

元企業が納税額を増やし、これまでの支援に応えて

いく、そんな姿を描いている。 
（2021年3月22日制度委員会） 

 
論点整理 

＜論点整理について＞ 

日本ベンチャー学会「制度委員会」では、「日本

におけるスタートアップ・起業家支援の現状と課題」

を大きなテーマとした上で、ゲスト講師をお呼びす

る形の定例研究会を原則月1回開いている。研究 
会ではゲスト講師に1時間程度特定のテーマについ

てお話しいただいた後に、さらに1時間程度、ゲス

ト講師も交えてお話いただいた内容を中心に、「制

度委員会」委員の方々並びに外部参加者合同で質
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疑応答、議論を行っている。加えて定例研究会の

後、ゲスト講師のお話を「事例紹介」としてまと

め、委員長の秦が「論点整理」を書かせて頂いた

上で順次学会の会報誌に掲載させて頂いている。   
「論点整理」を付け加えさせて頂いている目的は、

日本における現状のスタートアップ、起業家支援

活動に関して、ゲスト講師が話された「事例紹介」

の内容から導き出せる「論点」を整理し、コメン

トを付け加えさせて頂くことで、会報誌をお読み

頂いた方々にもそれらの「論点」について改めて

考えて頂くことで、議論をより深めて頂きたいと

考えているからである。同時にそうしたプロセス

を通じて、日本のスタートアップ・起業家支援活

動に対する理解が広がり、活動自体がより効果

的・効率的なものになって欲しいと考えているか

らである。 
 
今回の事例は、福島県いわき市でバッテリー検査

装置の製造販売事業を行っておられる東洋システム

株式会社の創業者であり、現在の代表取締役でもあ

る庄司秀樹氏の活動を取り上げたものである。 
庄司秀樹氏は事例にも書かれているように 1989

年、バッテリー性能評価の最大手である東洋システ

ム株式会社を庄司氏の地元である福島県いわき市に

立ち上げられ、現在では売上高 50 億円強、当期利

益約 4 億円、従業員数 130 名強の企業に育てられ

ている。 
庄司氏は子供の頃からラジオの組み立てに夢中に

なるなど、エンジニアの素養があられたようで、地

元の福島県立勿来工業高校を卒業された後、茨城県

の大手電機メーカーに就職、その後計測器メーカー

の代理店に移り販売に携われた後、バッテリー検査

装置の重要性を実感され、自身で起業された。当初

の開発にはかなりの苦労をされたと同時に、大手と

の熾烈な競争においては、かなりの嫌がらせ的な攻

勢も経験されたと聞いている。 
そうした中で庄司氏は2009年、EY Entrepreneur 

of the year 2009 Japanの日本代表に選ばれ、モナコ

で開かれた表彰式に招かれて渡欧されている。 
授賞理由は、リチウムイオン電池等の二次電池の

エネルギー開発用検査装置の開発製造販売を事業と

し、1980 年代から携帯電話の小型化を見据えてバ

ッテリー小型化のための試験装置の開発に着目され

事業化したことと、ハイブリッド車の開発に貢献し

たこととされている。 

このイベントは世界の４大会計事務所の一つであ

る Ernst＆Young が主催している 30 年位の歴史を

持つイベントで、世界の 60 の国で選ばれたその年

の代表企業が一堂に集い表彰を行うと同時に、企業

家同志が情報交換などを行う会だという。 
庄司氏はそこで数多くの海外の企業家と出会い、

様々なことを学ばれたようだ。中でも事例にも書か

れているように、参加した海外企業の多くが社会全

体に対して大きな貢献、例えば弱者に対しての直接

的な支援などの活動を行っていることを知り、大き

な刺激を受けられたという。 
そうした経験が土台となった上で、2011 年 3 月

の東日本大震災によって東洋システム自体が大きな

被害を受けられことも契機となって、事例で紹介さ

れていうような社会貢献活動を本格化された。 
 

論点 1 企業の社会的責任（CSR）・社会貢献をどう

考えるか 

以上のような活動を続けている東洋システム株式

会社の創業者庄司秀氏であるが、最初の論点は、企

業の社会的責任及びそれに対応する社会貢献をどの

ように考えるべきか、という点である。 
企業は社会で活動している以上、個人と同様に社

会に対して責任を持つ必要が当然あると言えるが、

とはいえ、企業は営利活動を行っている存在であり、

社会にとって必要な財やサービスを事業として行い、

収益を上げた上で税金を払っており、事業に必要な

従業員を雇用して彼らに賃金を支払っているのであ

るから、それだけで十分社会に対する責任は果たし

ていると言えなくはない。それなのに社会的責任＝

Corporate Social Responsibility を殊更意識して、何

らかの活動をする必要があるのか、といった意見も

ある。 
確かに、法令を遵守し、きちんとした経営、合理

的な経営を行い、出来るだけ事業を拡大し、それに

見合った人材を雇用し、出来るだけ大きな収益を稼

いでそれに見合った税金を支払うこと、それこそ事

業会社の社会に対する最大の貢献なのであって、そ

れ以上の活動をする必要は必ずしもないともいえる。 
皆さんはそうした点についてどのように考えられ

るだろうか。この点を最初の論点として挙げておき

たい。 
事例に書かれているように、東洋システムでは利

益の 18％を社会貢献活動に提供しているとされて

おり、この比率は、上場会社の社会貢献支出額が経



 51 

常利益の何％を占めるかを表わす社会貢献比率と比

較するとかなり高い数値だと考えられる。 
但し、この社会貢献支出額はあくまでコストであ

り、それが大きくなると当然それだけ利益が抑えら

れてしまうともいえわけで、従ってそれは、株主主

権論の立場、株主価値向上を最優先する立場からす

ると問題視される活動だと見做されないわけではな

い。同時に社会貢献活動を行うには、当然ながら人

手が必要になることになり、その点での問題も出て

来る。 
とはいえ、CSR に積極的に取り組んでいる企業

に対しては、社会でのイメージアップ向上といった

メリットがもたらされることになる。加えて、それ

を通じて取引先などにも良い印象を与えることにな

り、取引先などとの関係強化に繋がる可能性は高い

ともいえる。また、それは社員の新規採用面、雇用

面でプラスの効果をもたらすであろうし、既存の社

員のモラルアップにも好影響を与えることになると

思われる。 
こうした CSR のデメリット、メリットを考えた

場合、皆さんは社会貢献活動についてどのように評

価されるであろうか。同時に、この問題は大変悩ま

しい、難しい問題だと思うが、社会貢献活動を是と

した場合、どの程度までの活動なら許されるのだろ

うか。 
こうした問題を第一の論点としたい。 
 

論点2 株主主権論について 

論点の2つ目としては、社会貢献活動とも関係す

る論点なのだが、目新しい論点ではないが、株主主

権論についてどう考えるべきかを挙げておきたい。 
東洋システムは未上場会社であり、上場会社のよ

うにステークホルダーである株主への配慮を殊更強

く意識する必要はないといえるため、ここでは事例

として取り上げられている東洋システムの問題とは

別に、一般論として株主主権論について考えて頂き

たい。 
株主主権論を簡単に説明すると、株式会社という

組織は、会社に対する事業資金の出し手である株主

のものであり、その株主から経営を任されている経

営者は、株主の代理人として株主から提供された株

主資本の収益率を最大化することを最大の目的とし

て任務すべきであるという考え方だといえよう。こ

の考え方は、1980 年代あたりから特に強く米国を

中心に世界に広がり、その影響は日本企業にも及ん

だ。ただ、数年前から本場の米国において、この株

主主権論の考え方、株主第一主義の考え方が大きく

変わり始めている。 
それは 2019 年に米国主要企業の経営団体である

ビジネス・ラウンドテーブルが、企業の目的につい

て声明を発表したことに端を発している。その声明

においては、株式会社は株主第一主義を見直し、従

業員や地域社会などの利益を尊重した事業運営に取

り組むべきだと宣言し、株価上昇や配当増加など投

資家の利益を優先してきた米国型の資本主義を、大

きく方向転換するものになっている。その背景には、

米国での所得格差の拡大で、大企業に批判の矛先が

向けられたことがあると考えられる。 
庄司氏に率いられた東洋システムは、CSR に注

力する企業であり、その意味では株主主権論には無

縁の企業だとも言えるが、それはともかく、この株

主主権論の考え方について、あるいは上記した米国

の新しい動きに関して、皆さんはどのように考えら

れるのであろうか。 
 

論点3 地方創生の問題 

ご存知のように現状の日本の大きな問題の一つに

地方経済の活性化、地方創生の問題がある。1980
年代までの日本は、戦後欧米経済へのキャッチアッ

プを旗印に、鉄鋼、化学、造船といった重化学工業

からエレクトロニクス、自動車といった加工組立型

産業へと産業構造の主軸を転換しながら、加えて日

本的経営の特徴ともいえる独自の下請けシステムを

上手く形成しながら、輸出産業を中心に経済発展を

遂げてきた。その間地方経済は輸出産業等からのト

リクルダウンの恩恵を受けつつ、地方経済自体も成

長してきたといえる。 
しかし 1980 年代後半のプラザ合意以降の急激な

円高の進行、それに伴う日本の生産拠点の海外移転

の拡大、加えて独特の下請けシステムといった日本

的経営の崩壊、さらには人口減少の加速化、継続的

な都市部へ人口流出などによって、1990 年代以降、

中でも 21 世紀に入ってからの日本の地方経済は、

特に大きな打撃を被ったといえる。 
庄司氏の東洋システムの本社のある福島県のいわ

き市もそうした地方都市の一つであり、なおかつ福

島県は、2011 年 3 月の東日本大地震と原発事故で

大きな被害を受けた場所でもある。その意味で、庄

司氏が震災後地元の復興に力を貸そうとされたこと

はよく理解できる。 
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それとは別に、庄司氏が地元福島いわきの復興を

考えて構想されたいわき市を中心としたバッテリー

バレー構想については、別の意味も持っていた。 
それは事例にも書かれているように、日本の歪な

バッテリー供給構造を是正することであった。日本

のバッテリー産業、バッテリー供給構造を見ると、

現在関東以西の西日本に 85％が集中しているとい

う。このことは電力供給という面で日本にとって大

きなリスクファクターであり、それを解消する意味

で庄司氏は東日本の福島いわき市周辺に大きなバッ

テリー供給力を持たせることを構想されたわけであ

る。そうすれば、万が一西日本地域が大きな災害に

見舞われた時にも、バッテリーの供給に支障が出な

いということになり大きな意味を持つことになる。 
2015 年 4 月、発案者である庄司氏を中心に地元

企業も協力して、「一般社団法人いわきバッテリー

バレー推進機構」が設立された。現在も機構は「い

わきバッテリーバレーフェスタ」など様々なイベン

トを展開し、地方創生に向けて貢献すると同時に、

歪な日本のバッテリー供給構造の是正に向けて努力

を続けておられる。 
ここでは地方創生を三つ目の論点として挙げると

同時に、皆さんに、こうした事例を参考にしながら、

それぞれの地域で地方創生に貢献すると思われる同

様の取組みを考えて頂きたい。人口減少、中でも労

働力人口が減少していく地方において、経済活性化

に向けた持続的な取り組みを考えるのは難しいと思

うが、それぞれの地域の特性を改めて具に見つめ直

すことをお勧めしたい。そして、そこから何らかの

新しい構想が生まれることを期待したい。 
 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2021年 4月 19日） 

「日本の株式市場改革の遅れと中堅・中小

企業、ベンチャー企業の成長停滞」 

田所 創（独立行政法人経済産業研究所コンサルティ

ングフェロー） 

 

本報告では、田所創氏（独)経済産業研究所コンサ

ルティングフェロー）が「日本の株式市場改革の遅

れと中堅・中小企業、ベンチャー企業の成長停滞」

について話した。 
田所氏は日本における未上場企業の株式市場は未

だ整備されておらず、中堅中小企業及びベンチャー

企業、特に未上場段階の企業の資金調達が非常に制

約されていると指摘し、次の 8 点からその現状の分

析と検討を行った。 
 
1. 未上場株式市場が発達していない日本の株式

市場 
2. 資本を調達して成長する米国企業、銀行融資

で成長するしかない日本企業 
3. 株式市場のパフォーマンス 
4. 資本による成長がほとんどできない日本の中

堅・中小企業、ベンチャー企業 
5. 日本の未上場株式市場が未発達である要因 
6. 日本の未上場株式の取引の幾重もの厳重な規

制 
7. 日本の株式市場改革の 3 つ（＋1）の遅れと失

われた30年 
8. 日本の株式市場改革のための7つの制度改革 

 
 また、田所氏は、米国においては特に 2010年以降

歴史的な株式資本市場改革が続き、上場株式市場と

未上場株式市場が両輪となって発展しており、中国、

英国、インドその他の国々も米国に続く一方、日本

では未上場株式が発達しないまま東京証券取引所へ

の一極集中が続いていると語った。 

 
 

 
 
さらに、米国では企業が成長段階ごとに資本を調

達する多層的な市場構造と、これを支える各種の法

制度が整備されており、制度の見直しも絶えず進め

られ、他の国々もまた同様であるが、日本では株式 

市場改革の遅れにより、IT 化の時代に幾重もの厳重

な規制が残り、未上場株式の取引・市場を支える法

制度が未整備のままとなっている現状について説明

を行った。 
 

 
 
次に、日本の株式市場改革は（1）未上場株式の市

場制度、（2）証券会社と中堅・中小企業のビジネス

モデル、（3）未上場株式の取引・規制・監視におけ
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る IT導入の 3つの面で遅れをとっており、世界では

この 30 年で株式市場からの資金調達によるエクイテ

ィ主導の企業の成長と経済成長が主流になると指摘

し、日本の市場制度における次の改革案を提示した。 
 

 
 
そして、日本の未上場株式市場を整備するために、

以下の 7 点の制度の創設・見直し・拡充が必要であ

ると述べた。 
（1） 小規模公募制度（ミニ IPO）の創設 
（2） 私募制度の抜本拡充 
（3） 私募転売制度の創設 
（4） 株式投資型クラウドファンディングの拡

充 
（5） 未上場株式マーケットプレイスの創設 
（6） 証券会社の投資銀行機能の抜本強化と未

上場株式の店頭市場の形成 
（7） 未上場株式PTS市場の整備 

 

 
（2021年4月19日制度委員会） 

 
【秦委員長コメント】 

INITIALによると 2022年の日本のスタートアップ

の年間資金調達額（VC からだけでなく、事業会社等

からの調達も含めた金額）は 9,000 億円弱と 10 年前

に比べると約 10 倍に拡大している。とはいえ、グロ

ーバルに比較すると残念ながら調達金額にかなりの

格差が存在する。特に米国のスタートアップの資金

調達額と比べると日本は極めて小さい。このことは

日本のベンチャー、スタートアップの育成拡大を考

えた時、かなり大きな問題点の一つであることは間

違いない。では、何故日本のスタートアップの資金

調達額、裏返せばスタートアップへの資金供給量が

小さいのか、この問題について議論すべく田所創氏

をお招きした。 
田所創氏（現在、独立行政法人経済産業研究所コ

ンサルティングフェロー）は、独立行政法人経済産

業研究所にシニアフェローとして常勤されていた

2020 年当時、経済産業研究所の RIETI Policy 
Discussion Paper Series 20-P-022に「 JOBS Acts によ

る米国の株式資本市場改革と周回遅れの日本」と題

して論文を書かれている。この論文は主に米国の株

式市場の実態を詳細に調査・分析し、米国の株式市

場の多層的・分散的な構造を明らかにした上で、米

国との対比において日本の株式市場の整備、特に未

上場株式市場の整備が遅れていることを明確にし、

その改善を促したものとなっている。 
研究会では、日本おいては未上場株式市場が厳重

な規制などによって未発達であること、そのため未

上場企業が成長するために主として銀行融資に頼る

ことになっていること、その結果未上場でも企業価

値が大きなユニコーンと呼ばれる企業が少ないこと、

などが指摘され、今後抜本的な制度改革が必要であ

ることが語られ、その制度改革の具体的な内容など

について議論が交わされた。 
 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2021年 5月 17日） 

「日本のバッテリー安全技術でゼロエミッ

ション社会の実現を目指す」 

佐藤 裕之（株式会社 EV モーターズ・ジャパン代表

取締役） 

 
本報告では、「日本のバッテリー安全技術によるゼ

ロエミッション社会の実現を目指す」というテーマ

で、株式会社EVモーターズ・ジャパンの代表取締役

である佐藤裕之氏が同社の商用EV事業の概要や技術

的優位性、今後の事業展開について説明した。 
佐藤氏は、大手鉄鋼系企業でリチウムイオン電池

充放電エンジニアとして長年開発に従事していたが、

2009 年に充放電装置メーカー株式会社ソフトエナジ

ーコントロールズを設立、バッテリー、インバータ、

モーターの制御システム開発などの事業を開始した。

2011 年の東日本大震災を機に、防災システムとして

災害時に移動電源車にもなるEVバスの開発と実証検

証を開始。これに伴い、新たに株式会社EVモーター

ズ・ジャパンを立ち上げた。 
同社の主な事業内容は日本仕様の商用EV、自動運

転eバス、リユースバッテリー開発・輸入販売など、

商用EV等の並行輸入販売事業と、日本国内における

商用 EV の組立・生産販売事業である。30 年以上の

技術蓄積を持つバッテリーやインバータ制御のノウ

ハウを活用した、バッテリ―充放電の高効率運用シ

ステム、プレファブ製品OEMによる国内最終組み立

てのビジネスモデル等による価格競争力、そしてEV
化に必要な周辺技術も含めた高い技術開発力を活か

し、事業展開を行っている。 
 

 
 
同社の BMS（バッテリーマネジメントシステム）

技術は特に独自性に優れており、コントローラが EV
車の電池の状況やモーターの出力状況、速度を加味

し、電池の劣化が起こらないように出力を制御しな

がらモーターを駆動させる仕組み（アクティブ・イ

ンバータ）を実現。走行時の消費電力の大幅な削減

と走行距離の大幅な延長、バッテリー自体の劣化防

止を可能にした。 
 

 
 

 
 
同社の小型商用 EV、業務用三輪 EV“eトライク”、

そしてEVバスは、2021年 3月 29日（月）にNHK
おはよう日本の経済ニュース「おは Biz」内で「バッ

テリー技術で“走るだけではない EV を！”」と題し

て取り上げられ、独自のバッテリー技術により運転

時の消費電力が抑えられることで、広告用ディスプ

レイやヒーター・クーラーの登載が可能であること

や、EVバスは災害時に電源車として利用できること

など、周辺技術も含めて紹介された。 
 

 
 

2030 年には新車の 30％を EV 車とする政府の EV
化推進目標が掲げられ、商用EV車市場は今後急拡大

することが見込まれる。同社はリース会社との連携、
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物流業界とのコラボレーション構築、超小型モビリ

ティ展開においては地域密着の販売店協会と営業協

力するなど、顧客の動向を踏まえてシェアを拡大し、

2030 年市場の 2％（2025 年の市場規模を政府目標の

10％と仮定し、20％シェア）の獲得を目標としてい

る。 
 

 
 
また、我が国の石油依存によるエネルギー問題に

対する課題への対応、EV車普及による商用車のCO2

排出量削減による脱炭素社会の実現、リユースバッ

テリーの利用やEVバスの活用による防災システムの

構築など、同社の技術を利活用することで、日本に

おける社会的課題の解決を目指していく。 
 （2021年5月17日制度委員会） 

 
【秦委員長コメント】 

電気自動車の開発、低消費電力システムの開発、

長寿命のバッテリー開発等は社会の喫緊の課題であ

り、それによるゼロエミッション社会、循環型社会

の実現はこれからの世界の大きなテーマの一つであ

ることはご存知の通りである。その実現に向かって

商用の電気自動車（バス、トラックなど）の開発を

進めているのが株式会社EVモーターズ・ジャパンで

あり、その代表取締役の佐藤裕之氏をお招きして

「日本のバッテリー安全技術でセロエミッション社

会の実現を目指す」と題してお話して頂いた。 
佐藤氏は新日本製鉄の子会社である日鉄エレック

スのエンジニアで、リチウムイオン電池の充放電装

置の開発にあたっていた。2009 年に独立しソフトエ

ナジーコントールズを創業し業容を拡大したが、

2011 年福島にあった回生電源実装工場が東日本大震

災で被災、それを機に災害時に移動電源にもなる EV
バスの開発を開始、新たに 2019 年に EV モーター

ズ・ジャパンを立ち上げ、高い技術力を核に事業展

開を行っている。今後は中国に委託していたEVバス

車両の組み立て工場を 2023年中に地元の北九州に建

設予定で、それによる雇用拡大と地場産業の活性化

に貢献していくことを考えておられるようだ。 
研究会では、佐藤氏のお話を受けて、バッテリー

技術に関することや今後の事業展開についての質疑

応答など、活発な議論が行われた。 
 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2021年 6月 21日） 

「九州におけるベンチャー創出の取り組み」 
山口 泰久（株式会社 FFGベンチャービジネスパート

ナーズ取締役副社長） 

上條 由紀子（長崎大学 FFGアントレプレナーシップ

センター教授） 

 

本報告では、「九州におけるベンチャー創出の取り

組み」というテーマについて、前半では山口泰久氏

（株式会社 FFG ベンチャービジネスパートナーズ取

締役副社長）が、九州地方のベンチャー企業に対す

る同社の支援内容やエコシステム創出に関する取り

組みについて説明し、後半では上條由紀子氏（長崎

大学 FFG アントレプレナーシップセンター教授）が、

同大学開発推進機構内に設立された FFG アントレプ

レナーシップセンター（NFEC）の概要と、当セン

ターが目指すアントレプレナー人材の育成や大学発

ベンチャー創出における支援内容などを紹介した。 
山口氏は日本政策投資銀行に入行後、2006 年に現

在の DBJ キャピタルを社内ベンチャーとして創業し

ファンドの運用に携わっていたが、2017 年にふくお

かフィナンシャルグループの株式会社 FFG ベンチャ

ービジネスパートナーズに移った。 
同社は 100 億円規模の九州最大のベンチャーキャ

ピタル（VC）で、幅広い投資領域に対し積極的な投

資活動を実施している。 
 

 
 
運用期間は 15 年、オープンイノベーションの推進

にも取り組み、2019年には九州の財界と共に10億円

の「九州オープンイノベーションファンド」を組成

し、ベンチャーと地元企業との連携もサポートして

いるほか、2017 年に設立された、九州での産学連携

による大学発ベンチャーを振興する組織「九州・大

学発ベンチャー振興会議」に事務局として携わって

いる。また、同社のファンドは、FFG キューテック

財団からプレベンチャー企業に対して GAP資金を提

供し、それ以降の段階にある企業には他社のファン

ドと連携して資金提供体制を構築していることを特

徴としている。 
 

 
 
山口氏はベンチャー企業を取り巻く環境のトレン

ドとして、2005 年頃からパラダイムシフトが起こり、

機械システム思考からデザイン思考への変化、リー

ンスタートアップの普及、顧客指向型ビジネスモデ

ルの開発手法の発展、VC の構造的変化とアクセラレ

ーターの勃興、オープンイノベーションの進展、さ

らに 2020 年にはコロナ禍により DX（デジタルトラ

ンスフォーメーション）が一気に進展したことを挙

げる一方、VCからみたベンチャー育成環境の課題と

して、シード段階での圧倒的な資金不足、GAP 資金

への理解不足、特定の民間企業（ベンチャー企業）

を優遇する政策に対するアレルギーと雇用創出に対

する理解不足、エコシステムの形成の未熟さ、地元

企業の理解不足によるオープンイノベーションの不

足を指摘した。 
 

 
  
そして、このような環境変化への対応とベンチャ

ー企業育成の課題解決のため、同社は①ベンチャー

投資、プレベンチャーへの GAPファンドの提供（研

究費の寄付）と②知財事業化教育（インキュベーシ

ョンプログラム）の提供、そして③スタートアップ

エコシステムの構築の 3 点を、ソリューションとし
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て提供することを目指していると述べた。 

 
 
次に、上條由紀子氏（長崎大学 FFG アントレプレ

ナーシップ教授）より、長崎大学が提供している大

学向け知財・技術事業化支援プログラムの一つであ

る長崎大学 FFG アントレプレナーシップセンターに

ついて概要が紹介された。 
同センターは、2019年10月に株式会社ふくおかフ

ィナンシャルグループの寄附講座として、長崎大学

内の研究開発推進機構内に開設された。アントレプ

レナー人材の育成と、大学の研究開発の成果である

技術シーズ等のインキュベーションへの取り組みに

よる大学発ベンチャー創出支援を柱に、長崎地域に

おける新産業の創出や経済発展を目指している。長

崎県内には東証一部上場企業が存在せず、人口の流

出度が高い状況が続き、県内の産業創造が喫緊の課

題という背景もあり、同センターの設立は地元でも

大きな注目を集めた。 
 

 
 

 
 
同センターでは、学部生・大学院生向け教育プロ

グラム、社会人向け履修証明プログラム、研究者向

けインキュベーションプログラムを提供し、昨年は

延べ 464 名が受講した。また、センターの独立した

教育プログラムに加え、各学部と連携してアントレ

プレナーシップ教育の科目を加えるなどの試みも

徐々に始まっている。インキュベーションプログラ

ムに関しては、学内の技術シーズについてテクノロ

ジーアセスメントやインキュベーションを着実に行

い、将来的にはSTARTなどに応募できるように育て

ることを目標としているとの話であった。 
 

 
 （2021年6月21日制度委員会） 

 
【秦委員長コメント】 

 大学発ベンチャーは既に3,000社を上回る社数に達

しており、量的には拡大を続けているが、質的には

まだ問題含みの所もあるようだ。加えて、大学自体

のベンチャー・エコシステムがその大学の立地する

地域のエコシステムにまで波及・浸透していないと

いった問題もある。 
 その意味で 2021年 6月の研究会では、九州でベ
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ンチャー創出に尽力されている株式会社 FFG ベンチ

ャービジネスパートナーズ取締役副社長でキャピタ

リストの山口泰久氏と、長崎大学の教員として大学

発ベンチャーの支援に携わっておられる上條由紀子

氏の両氏から、九州、就中長崎地域のベンチャー・

エコシステムについてお話を頂いた。 
山口氏は日本政策投資銀行に入行後社内ベンチャ

ーとして DBJ キャピタルを立ち上げ、キャピタリス

トとして活動していたが、2017年にFFGベンチャー

ビジネスパートナーズに移った。 
FFG ベンチャービジネスパートナーズは総額 100

億円の VCファンドを運用しており、九州最大の VC
である。2019年には九州財界と共に10億円の「九州

オープンイノベーションファンド」を組成し、オー

プンイノベーションの拡大に力を入れられており、

またグループ内の FFG キューテック財団が GAP フ

ァンドを作り、年3000万円のPoC資金の提供も行っ

ているなど、、九州地域のベンチャー・エコシステム

整備に余念がないようにみえる。 
長崎については長崎大学教授の上條氏から、2019

年に作られて知財・技術事業化支援プログラムの一

つである長崎大学 FFG アントレプレナーシップセン

ターの概要が語られた。センターは起業家人材育成

と大学の技術シーズのインキュベーションによる大

学発ベンチャー創出支援を目指しているが、その本

格的な成果はこれからのようだ。 
お二人からの話をお聞きすると、九州では福岡を

中心に地域のベンチャー・エコシステムがかなり整

備されつつあることを確認できたように思う。 
 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2021年 7月 12日） 

「日本におけるプライベートマーケットの

整備の方向性」 

田所 創（独立行政法人経済産業研究所コンサルティ

ングフェロー） 

 

本報告では、「日本におけるプライベートマーケッ

トの整備の方向性」をテーマに、4月に続き、田所創

氏（（独)経済産業研究所コンサルティングフェロー）

が講演。田所氏は前回の報告内容を踏まえ、日本の

未上場株式市場改革の遅れについて、主にアメリカ

との比較を通じて現状の問題点を振り返り、問題解

決の方向性や制度改革案を提示した。 
米国では、未上場企業株式のマーケット（プライ

ベート・マーケット）が発展し、小規模企業や中小

企業、ベンチャー企業が株式を発行して資本（エク

イティ）を調達、や投資を行って成長している。中

国、英国、インドなども米国に追随しているが、日

本ではそもそも証券会社による未上場株式の投資勧

誘が原則禁止されており、プライベートマーケット

がほとんど発達していない。また、米国のプライベ

ートマーケットでは、成長見込みの高い企業の株価

が上昇し時価総額が拡大すると、その企業の株式に

さらに投資家が集まり、資本調達額と投資額が拡大

する好循環が起こっている。一方、日本では未上場

株式の投資勧誘の規制が厳しく、ほとんどの未上場

企業は株式を発行して資金調達することができず、

多くは資金調達を銀行融資に依存しているため、売

り上げの確保を重視しつつ、資金繰り可能な範囲で

少しずつ投資して成長せざるを得ないなど、様々な

問題が存在する。 
 

 

 
 

 
 
そこで田所氏は、日本においてイノベーションに

よる経済成長を実現するため、政策目標をリスクマ

ネー供給の拡大に加えてプライベートマーケットの

整備・発展によって株式市場改革を加速させること

で、成長企業の資本調達の促進と、個人を含む投資

家の資産形成機械の拡大を同時に実現すること、そ

して企業の技術力・経営力と個人投資家等の資金

力・リスクテイク力を結合させ、成長企業が攻めの

経営を行える環境を整備するための 3 つの方向性と、

それに関連する制度改革案を挙げ、その概要につい

て説明を行った。 
 
Ⅰ.未上場株式の自由化範囲の拡大と市場制度の整

備 
 ・小規模公募制度(ミニ IPO) の創設 
 ・私募制度の抜本拡充 
 ・私募転売制度の創設 
 
Ⅱ.証券会社による未上場株式店頭市場の展開 
 ・証券会社の投資銀行機能の発揮 
 
Ⅲ.未上場株式のオンライン市場の整備 
 ・ 株式投資型クラウドファンディングの拡充 
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 ・未上場株式マーケットプレイスの創設 
 ・未上場株式PTS市場の整備 
 
田所氏は、これらの市場環境の整備を行う際に、

自主規制機関等によるオンラインの取引監視を導入

しつつ、企業の株式発行と投資家間の売買を増やし、

多様なプライベートマーケットを発展させること、

また、このような多層・多極分散型の市場整備は、

DX時代の資本市場に備える上で非常に重要である点

を強調した。 
 

 
（2021年7月12日制度委員会） 

 
【秦委員長コメント】 

2021年5月の研究会に続いて、再度田所創氏に講

師をお願いし、「日本におけるプライべートマーケ

ットの整備の方向性」と題してお話を伺った。 
 先の 5 月研究会のコメントに書かせて頂いたよう

に、田所氏は米国のプライベートマーケットについ

て知見を持たれており、それとの対比において日本

のプライベートマーケットをどのように整備すべき

か、日本の未上場株式市場の整備方法について話し

て頂いた。 
 株式会社については、ご存知のように株式を発行

して成長資金を調達することは本来的には出来て当

然なのだが、日本では未市場の株式会社に限って

いえばそれがかなり難しく、そこに規制がある状

態になっている。それを改善すれば、田所氏も言

うように、個人投資家の資産形成にも資すること

になる。そのためにも未上場市場の整備はすぐに

でも必要と考えられる。田所氏が述べるように未

上場市場の整備を通じて、多くの企業が株式発行

を増加させ、投資家間の売買が増えていくような

施策が是非早期に実現し、その結果として多くの

新しいイノベイティブな成長企業が日本で数多く

輩出することを望みたい。 
 

※肩書は当時のものを掲載 
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日本ベンチャー学会 9月セミナー 

「スタートアップの資金調達の現状と課題」 

 

・主催者挨拶 
各務 茂夫氏 日本ベンチャー学会会長、東京大学 
   大学院工学系研究科教授 
・パネルディスカッション 

「スタートアップの資金調達の現状と課題」 
 
＜パネリスト＞ 
大崎 貞和氏  野村総合研究所主席研究員 
村口 和孝氏 日本テクノロジーベンチャーパート 
   ナーズ代表 
上田 敬氏 日本経済新聞社編集総合解説センター 
   担当部長 
 
＜モデレーター＞ 
秦 信行氏 日本ベンチャー学会制度委員会委員長、

  事業創造大学院大学特任教授 
 
＜各務会長挨拶＞ 
日本ベンチャー学会は毎年 9 月にセミナーを開催

させていただいている。本日は「スタートアップの

資金調達の現状と課題」と題してセミナーを行う。 
今年はコロナ禍でその話題で騒がしいが、実は現

在、経済的には世界で地殻変動が起きているように

思う。例えば米国では、今年の前半だけでVC投資額

が既に昨年 1 年間の 90％くらいになっており、個々

の投資を見ると、1社当たりの投資額が数百億円とい

った所謂メガディールが増えている。そして、未上

場段階でスケールしたベンチャーが SPAC（Special 
Purpose Acquisition Company）によって買収されて簡

単に上場するといった事例が増えている。SPACにつ

いては、その是非を巡って色々議論があるとは思う

が、中国のベンチャーにおいても同様の動きがある。 
さらに、未上場段階でメガディールによって時価

総額が大きくなった所謂ユニコーン、時価総額 1,000
億円以上の未上場会社が調査会社CBインサイツによ

ると直近で米国では400社近くになり、中国でも150
社以上になっている。一方、残念ながら日本にはま

だ数社しかなく、SPACという制度もまだ認められて

いない。 
実は米国では十数年前から市場改革の議論が盛ん

に行われ、改革が行われてきた。SEC（証券投資委

員会）に報告義務のない未上場会社の資金調達方法

や小口資金の調達方法が生まれており、更には今日

も話題になると思われるレギュレーション D、つま

りプロ投資家向けの市場制度も出来ている、といっ

たことで日米のギャップが拡大しているわけである。

そのあたりを今後どう考えるか、本日は専門家の皆

様からご意見をお聞きして私も学ばせていただき、

今後の施策を考える際のヒントにもさせていただき

たいと思っている。それでは皆様の活発なご議論を

期待している。 
  

【パネルディスカッション】 
＜パネリスト＞ 
村口 和孝氏：日本テクノロジーベンチャーパート 
   ナーズ代表 
大崎 貞和氏：野村総合研究所主席研究員 
上田 敬氏：日本経済新聞社編集総合解説センター 
  担当部長 
＜モデレーター＞ 
秦 信行氏：日本ベンチャー学会制度委員会委員長、 
  事業創造大学院大学特任教授 

 
秦 信行氏（以下、秦）： 
それでは、パネルディスカ

ッションを始めさせていただ

きたいと思う。まず今回のセ

ミナーの趣旨について簡単に

説明をさせていただきたい。 
秦信行氏 

 今回のセミナーは、タイトルに「スタートアップ

の資金調達の現状と課題」とあるようにスタートア

ップの資金調達、特にエクイティによる調達につい

て議論したいと考えている。議論は色々出来るよう

に思うが、まず未上場段階での資金調達、エクイテ

ィ調達の現状については、若干古いが 2019年につい

て日本証券業協会（日証協）が資料にまとめておら

れ、それによると日本は1兆3,000億円弱、対して米

国は日本円に換算（1ドル＝108円で換算）して約96
兆 4,000 億円と約 75 倍、つまり日本は各務さんもお

っしゃったように米国の 75分の 1しかない。大変小

さい。勿論日本の場合は戦後 1980年代くらいまでは

デットによる資金調達、つまり銀行、金融機関から

の借入による資金調達が中心で、ようやく 1980年代

頃から多様化が進んでは来ているが、特に未上場企
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業にとってはエクイティでの調達は非常に小さいも

のになっている。 
 そこでまず問題にしたいのは、日本では未上場段

階の企業にとって、デットによる調達は出来るもの

のエクイティでの調達は非常に難しい、こうした現

状をどう評価するのか、何が問題なのか、どう考え

たらいいのかという点だ。 
加えて、米国では未上場段階での資金調達の拡大

によって、ユニコーンが既に 400 社近くある、対し

て日本は 5～6 社しかない。勿論ユニコーンについて

の評価は色々あると思うが、未上場段階での、特に

エクイティによる資金調達が少ないことでそうなっ

ているとも言えそうだ。その背景は株式市場を中心

とした制度的な問題だけなのか、他にも問題はない

のだろうか。 
例えば両国のVC投資額を見ると、日本の現状は年

間投資額が 3,000 億円程度だが、米国は 17 兆円と非

常に大きな開きがある、それによって米国では未上

場の時価総額の大きな企業、つまりユニコーンが幾

つも生まれていて、それらが最近話題の SPAC
（Special Purpoce Acquisition Company）によって買収

されて比較的簡単に上場する、上場すると未上場段

階で投資をした株主・投資家が資金回収できるわけ

で、その回収した資金で新たな有望ベンチャーに投

資する、といった成長・拡大の循環が出来ている。

残念ながら日本にはそうした循環はない。それをど

のように考えるか。そもそも SPAC 自体を問題視す

る批判的な声はあるわけで、どうなのか。 日米の

VCの資金量の格差は両国の起業家自体の輩出の格差

に起因するのではないか、といった意見もある。起

業家が少ないが故に全体のVC投資額が少なく、加え

て日本のVCは成果を急ぐあまりどうしても投資先に

IPO を急がせる、その結果日本では小粒な IPO が多

くてそのためもあって上場後の成長が制約されるの

では、といった意見もある。 
色々申し上げたが、今回のセミナーの趣旨はテー

マにもあるように、未上場企業の資金調達、中でも

エクイティ資金の調達に関係した様々な問題に焦点

をあてて議論することにあると考えている。 
そこで、今日のパネリストの 3 人の皆さん、村口

さんにはVC、ベンチャーキャピタリストの立場から、

大崎さんには株式市場の調査研究者の立場から、上

田さんには経済ジャーナリストの立場からそれぞれ

ご意見を頂戴したいと思っている。先ずは各パネリ

ストの皆さんから、自己紹介を兼ねてお一人ずつご

発言をお願いしたい。 
村口 和孝氏（以下、村口）： 

ベンチャーキャピタリスト

の村口です。私は1984年に当

時の日本合同ファイナンス、

現在のジャフコグループに新

卒のサラリーマンとして入社

し、その後 1998年に独立して日本テクノロジーベン

チャーパートナーズを立ち上げた。都合 35 年に亘っ

て、今で言うスタートアップの投資をキャピタリス

トとしてやってきた。投資後上場した会社としては、

ジャフコ時代のアインファーマシーズや介護のジャ

パンケアサービス、独立後の DeNA や旧インフォテ

リア（現アステリア）、飲料水供給で環境関連のプレ

ミアムウォーターホールディングスなどがある。今

日はよろしくお願い致します。 
大崎 貞和氏（以下、大崎）： 

野村総合研究所の大崎で

す。私は金融資本市場の制度

の問題、例えば金融商品取引

法などについての研究調査、

特に米国との制度面の比較研

究などをやってきた。本日は

制度論研究者の立場から色々議論させて頂けたらと

思っている。 
上田 敬氏（以下、上田）： 
日経新聞記者の上田です。

私は日本経済新聞社入社以来

ジャーナリストとしてベンチ

ャー分野を見ている。入社1年
目にある会社に取材に伺った

ところ、そこで対応して下さったのがその会社に投

資されていた VC であるシュローダーPTV パートナ

ーの松木さんと伊藤さんだった。それがベンチャー

及びVCとの出会いである。その後も部署は色々変わ

ったが、ほぼ一貫してベンチャー領域を担当してき

た。最近は 2019年 7月に東急と協力して渋谷に日経

渋谷センターという施設を作り、イベントやセミナ

ーなどの企画運営をしたりしている。 
 
秦：有難うございました。それでは、これから本題

に入りたいと思う。既に申し上げたように日本の未

上場会社の資金調達はデット、すなわち金融機関か

らの借入が中心でエクイティでの資金調達はかなり

小さいという問題をどう考えるか。借入で調達でき

村口和孝氏 

上田 敬氏 

大崎貞和氏 
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るならそれでもいいのではないかという意見もない

わけではないと思うが、一方米国を見るとエクイテ

ィ調達の世界をかなり制度的にも拡大していて格差

は拡大している。日証協もこの問題を問題視してい

て、昨年末「未上場株式の発行・流通市場の活性化

に関する検討懇談会」という懇談会を開き、その報

告書も出されている。実は大崎さんはこの懇談会の

座長もされておられるわけで、このあたりについて

まず大崎さんはどう考えておられるか。 
大崎：制度面の問題をまず申し上げると、米国では

日本で言う証券会社である IB（＝インベストメント

バンク）が上場・未上場に関わらず株式仲介や引受

を自由に出来る形になっている。一方、日本ではか

なり前、昭和 30 年代くらいからその経緯はともかく、

業界の自主規制で IPO 株式を除いて基本的に未上場

会社の株式を証券会社が投資勧誘をしてはいけない

ということになっている。そこには、投資に慣れて

おらず投資リスクを判断できない個人投資家を守る

べきだということがあったのだと思うが、投資勧誘

の全面禁止という措置はやはり制度的に大きな欠陥、

ないしは問題だと思う。 
 日証協もそう考えて今回懇談会を開き、例外を認

める方向になったわけである。米国ではリスク判断

能力の高いプロの投資家、英語では Accredited 
Investors、日本語で自衛力認定投資家と訳している

が、そうした投資家への投資勧誘はレギュレーショ

ン D で金額制限が無く投資勧誘が出来ると認めてい

て、同様の制度の導入を日本でも検討することにな

ったわけである。これは制度的な前進だと思う。 
 制度的な問題は以上だが、加えてもう一つ大きな

問題がある。先程日本のベンチャーなどへの投資資

金規模が小さいという問題が言われたが、確かに日

本の場合、大きな投資資金の出し手になると考えら

れる日本の機関投資家がベンチャー投資に不熱心だ

という問題がある。このことは企業年金などが確定

給付型から確定拠出型に変わってきていることとも

関係しているとも思われるが、生命保険なども掛け

金のプールは減っていっている。一方の米国では、

公的年金はともかく、様々なファンデーション、財

団だが、それに加えて大学や病院の基金あたりが日

本と違ってかなり大きなVCファンドなどへの出し手

になっているわけだ。残念ながら日本ではリスクを

覚悟して長期投資をするような機関投資家が育って

いない。今後そのあたりへもメスを入れる必要があ

るように思う。 

秦：分かりました。質問ですが、日証協の懇談会の

報告書も読んだが、それではレギュレーション D を

導入することで実際どの程度効果が見込まれると考

えておられるか。 
大崎：その答は難しい。私が申し上げたいのは、日

本で長年続いてきた未上場株式を証券会社が投資勧

誘するのは禁止だとする規制の合理的な理由が見当

たらないので、それはやめた方が良いのではないか

ということだ。 
秦：それでは、日本の機関投資家のビヘイビアとし

てリスクテイクを伴う長期投資に前向きでない状況

について大崎さんはどう考えられているか。 
大崎：これは全くの私見だが、日本の機関投資家、

例えば年金基金は成熟化していて確実な給付に注力

しなければならない時期になっているので、上場株

式投資も減らしているように、大きなリスクテイク

をすべき状況にはないように思う。それなのに、機

関投資家にベンチャーに投資して長期間成果を待て

というのはどうなのか、機関投資家にも問題はある

かも知れないが、彼らがやる気がないだとか、不当

にリスクを取っていないとかと言うのはどうかと思

う。 
秦：分かりました。日本のVCファンドに機関投資家

からの資金が少ないという問題については、VC サイ

ド、JVCA（Japan Venture Capital Association= 日本ベ

ンチャーキャピタル協会）も問題視し、その大きな

原因と考えられたファンドのパフォーマンス・ベン

チマーク調査を実施されたことで、日本のVCファン

ドにも機関投資家の資金が増え始めているようだ。

いずれにしても、日本の機関投資家の問題はさらに

今後考えて行く必要があるように思う。続いて村口

さんからご意見を伺いたい。 
村口：現在、世界ではスタートアップ経済の確立が

国家の成長戦略の中心になっていると思う。このこ

とは遅れていた中国でもそうであり、ベンチャー育

成に遅れていた欧州においてもこの考え方に追随し

てきている。スタートアップ経済とは未学習な事業

投資領域を整備することだと思うが、そのための工

夫の一つがVC投資である。 
 未来への戦い方というか、未来への投資の方法に

は 2 通りあると思う。一つは既知の事業への戦い方

というか投資のやり方で、既に中身が分かっている

事業について如何に最適にシステム化するかを評

価・判断し最適化する際の方法である。これは、出

来上がった城を守るような戦い方なので守りの戦略
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だ。これは、大きな環境変化が起こったような場合

は大変弱い戦い方だ。 
 もう一つが未知、未学習領域の事業への戦い方で、

そもそもボラティリティが大きく、計画通りにいか

ず、マイルストーンを設定した上で、かつ環境変化

に対応してその都度戦略変更、ピボットする必要が

ある。だから重要なのは、状況変化を前提にした戦

略的マテリアリティ（例外を設けない、確認すべき

本質的重要事項、具体的にはモラルハザードに陥ら

ないようなインテグリティ＝誠実さなど）の確認と

臨機応変な対応の的確さである。スタートアップ経

済においてはこの未知未学習の事業への戦い方が必

要なのだ。 
 こうした未来への 2 つの戦い方を前提に歴史を振

り返ってみると、1980 年代シリコンバレーの半導体

産業は、系列で高速立上げを実現する日本勢に負け、

同様に米国のVCも痛んだ。その考察から、シリコン

バレーではスタートアップ投資において株式会社に

なる前のパートナーシップ形態、「個人の関係性が重

要な意味を持つ組合という組織形態での投資活動」

の重要性が認識され、定着した。それは日本にも伝

えられたが、日本では「金融機関株式会社組織のニ

ュー投資ビジネス」として誤解されてしまう。 
 1990 年代、米国西海岸ではパートナーシップ形態

のVCとIPO＝上場の仲介・引受業務が主事業のモン

ゴメリーなどの IB とが結び付き、スタートアップ投

資を IPO に有機的に導く方程式となって結実する。

その象徴的な事例が1994年に創業し1年後の1995年
に IPO したネットスケープコミュニケーションズだ

った。その話は日本にも入ってきて、1999 年以降の

マザーズなどの新興株式市場の創設になっていくわ

けである。 
 その後、2000 年前後になると、米国ではインター

ネット関連のスタートアップが西海岸を中心に続々

出て来て上場する、その動きが東から全米に広がり、

さらに中国からの留学生が西海岸にかなりいたもの

だから、彼らから中国本土にその話が伝わっていく。

日本はというと、ビットバレー運動で盛り上がった

後、ホリエモン事件などが起こって潰されて、守り

の戦いを重視したため、IPO社数が2006年から2012
年頃まで激減してしまう。IPO の氷河期を作ってし

まった。その結果、多くのキャピタリストが業界か

ら去って行ってしまった。 
 2010 年代になって、中国が日本を抜いて世界第 2
位の経済大国になるのだが、世界はその中国の発展

モデル、元々はシリコンバレーのモデルだが、それ

を模倣し始める。それによって、ヨーロッパやイン

ドを始めとしたアジアなど、世界の多くの国がスタ

ートアップ経済の確立を国家戦略、成長戦略として

目指すようになる。そうした中で、世界ではユニコ

ーンが増加し、SPACの利用も始まったわけだ。 
 一方、日本の 2010年代はガバナンスの時代と言わ

れて、内部統制を整備するなど守りの戦い方を続け

ていたのだが、ようやくここ 3 年くらいの間で ESG
とか SDGs とかいうことで、守りの戦略と攻めの戦

略を統合するような動きが出て来た。とはいえ、日

本は世界から見ると依然遅れているように思う。 
 IPO は日本の場合、いまだに守りに重きを置くチ

ェック事項が多いため、硬直的で時間が掛かる、コ

スト高になる、未来の未知の世界に向けて攻めの経

営をしなければならないスタートアップ企業を官僚

組織的になるようミスリードして、成長の芽を自ら

摘むような仕組みになっている。スタートアップ経

済向きの IPO 実務になっていない。未知で未学習の

事業に挑むスタートアップが世界で活躍するために

は、守りを評価するような IPO の仕組みではなく、

大きな構想を実現する経営が出来るような IPO の仕

組みへと抜本的に組み替えるべきだと思う。 
 日本の独立系VCは、西海岸に30年遅れて2010年
代にようやく徐々に増加している。とはいえ、日本

の場合、VC 投資は「金融商品取引法の適格機関投資

家特例業務という守りの枠組みで縛られた例外的投

資扱い」で、機関投資家がまともな投資対象にしず

らい。世界はスタートアップ経済の確立を成長戦略

の第一優先順位に置いているのに、日本では社会全

体の成長戦略としてもVC投資が中心的な戦略になっ

ておらず、依然優先順位が経団連や労働組合などに

関連することと比べて低い。今から日本が世界にキ

ャッチアップするためには、現状数千億円程度の VC
の資金規模を 10 兆円程度に拡大し、スタートアップ

に投資する攻めの戦略を整備する必要があるように

思う。 
秦：有難う御座いました。私からの質問で、VCの資

金量を 10 兆円位にするための具体的な施策として何

か考えられているか。 
村口：まずはガバナンスといった守りの戦略ではな

く、スタートアップ経済の確立という攻めの戦略を

優先順位の第一に置くことだ。その上で、経済学で

は貯蓄と投資は等しいと教えているが、日本の現状

を見ると既存の製品やビジネスへの投資は貯蓄を大
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きく下回っていて、大きな預貸ギャップを生んでカ

ネ余りになっている。今後は新しい未知の製品・ビ

ジネス開発への投資を拡大することで成長していく

必要があると思う。そういうと日本では、それでは

不公平でイーロン・マスクを助けるだけだ、資産格

差を生むだけだという意見が出るのだが、そうした

攻めの戦略がやはり必要だと思う。 
秦：分かりました。では、次に上田さんからご意見

を頂きたい。 
上田：村口さんのご意見には頷けるところが多いよ

うに思う。現状の世界を見てみると、スタートアッ

プの重要性がかなりの国において高まっていること

は確かであると思うし、スタートアップが経済戦略

と密接に結びついていることも分かるように思う。 
 日本では J-Startup という形で日本のスタートアッ

プを世界に打ち出しているが、海外では既にそれに

先んじてやっていて、毎年 1 月にラスベガスで開か

れる CES（世界最大級のテクノロジー見本市）を見

ると、最近そこで一番目立つのがフランスのフレン

チテックである。オランダやイスラエルも目を引い

ていて、多くの国がスタートアップ育成に力を入れ

ていることが分かる。加えて、各国でスタートアッ

プの育成競争、タレントの取り合いみたいなものが

始まっているようで、そこでは自国の起業家を育成

するだけでなく、他国の有望な起業家を自国に取り

込み、自国で新しいビジネスを展開してもらおうと

いった形で、起業家というタレント、人材の取り合

いが始まっているようにも感じる。 
 フランスでは、ビバテクノロジーという大企業と

スタートアップの協業をテーマとするイベントをや

っていて、そこにマクロン大統領も参加して政策的

な講演を行ったが、オンラインで聴いてみると、そ

こではスタートアップの段階を超えてスケールアッ

プということを言い出していて、主要なテーマにな

っている。それに関連してスタートアップ育成をEU
全体に拡大していこうといった話も出ている。 
 また、イスラエルでいうと DLD（テルアビブ・イ

ノベーション・フェスティバル）という大きなイベ

ントがある。テルアビブでは中国勢や韓国勢がアク

セラレーター・プログラムを運営していた。さらに

は、11 月にはポルトガルのリスボンで欧州最大級の

テクノロジー・イベントであるウェブサミットが予

定されている。スタートアップ育成においては正に

グローバルな競争が始まっているということだと思

う。 

 今日のテーマであるスタートアップの資金調達に

ついていうと、世界では時価総額1,000億円以上のユ

ニコーンが増えているという話が先程話されたが、

日本のスマート HR が 6 月に 150 億円程度の追加の

資金調達を実施されてユニコーンになった。では 
その資金の出し手は誰かというと、海外投資家だっ

たのである。ヘッジファンド的なところから調達さ

れたようだ。加えて先週だったか、日本のネットス

ーパーのスタートアップが最初の資金調達、つまり

シード・アーリーステージでの資金調達を英国の投

資家から実行された。その会社の創業者が英国で勤

務されていたという事情はあるのだが、何を申し上

げたいかというと、日本のスタートアップもグロー

バルな資金調達をし始めたといういうことである。

とはいえ、それは始まったばかりであって、日本の

スタートアップはグローバルな競争においてはやは

り若干置いていかれている状況ではないかと思う。 
秦：日本に資金がないわけではなく、企業の内部留

保は膨らんでいるし、個人金融資産も2,000兆近くに

なっているのだが、残念ながらその半分は預貯金に

なっていてなかなか動かない、こうした状態を揺り

動かしてリスク資産に振り向けさせるためには何が

必要なのだろうか。上田さんどうですか。 
上田：先程の大崎さんの話を聴くまでは年金基金に

頑張ってもらいたいなと思っていたのだが、それも

どうも構造的に難しいようだ。CVC（Corporate 
Venture Capital）には期待している。一方、保険会社

などの金融機関は既にPE（Private Equity）には 
出しているので、VC に対してもそろそろかなと思っ

ている。メルカリへの投資が上手く行ったので、マ

インドセットは変わったと思うがどうだろうか。 
秦：大崎さんはどのようにお考えか。個人金融資産

に上手いインセンティブを与える方法はやはりない

のだろうか。 
大崎：私も、VC ファンドに 10 兆円位の資金が入っ

たらいいなとは思う。ただ、資金の出し手に強要す

ることは出来ない。国は財政危機だから国に出させ

ることは無理である。だから2,000兆円の個人金融資

産に期待するのだが、2,000 兆円の半分は預貯金で銀

行に集まっているわけで、この銀行に集まっている

資金をどうするか。一番過激な方法は、日銀が銀行

からの日銀預金の金利をマイナスにする、そうする

と銀行はそれを引き出して個人に手数料を課す、こ

んなことになったら大混乱だ。預金者は無リスクの

預貯金を選んでそこに資金を預けているわけだから、
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それを強制的に動かすことは出来ない。出来るとす

ると以前大証にあった未公開企業や IPO 直後の企業

に投資するような投資信託だろうか。それを再度少

しずつ組成していくことくらいではないか。 
 また、大学や財団の資金運用をスタートアップに

振り向けることを考えてもいいかも知れない。ただ、

そのためには大学法人や財団の会計制度を変える必

要が出て来る。現状のままでは難しいと思う。ある

程度資金もあって事業についても分かっているとい

う点では、上田さんがおっしゃった CVCへの期待も

あるように思う。ただ、CVC の資金については、調

達するスタートアップ側が経営への介入を嫌がると

いう問題があるように思う。 
秦：大学法人については学校会計の問題もそうだが、

そもそも米国と違ってそんなに大学自体が余裕資金

を持っていないように思う。CVC の経営への介入の

問題は、最近の起業家はそのあたりもよく理解して

いて、出し手の CVCの考え方とすり合わせて調達す

るのではないかと思う。村口さん、そのあたりはど

うお考えか。 
村口：国の歳入から日本の VCファンドに 10兆円を

入れるというのは、現状の国家財政からいって無理。

しかし、郵貯やJAといった政府系機関が蓄積してき

た自己資本から出すのはどうか。勿論、郵貯やJAの

預貯金は要求払いなのでそれを振り向けることは出

来ないが、明確な数字は分からないが毎年の内部留

保はかなりあるのではないか。その内の何％かを VC
ファンドに出資してもらうというのはどうか。スタ

ートアップに 10 兆円が投資されるとすると、その投

資効果、乗数効果はかなり大きく、雇用の創出にも

繋がるのではないか。 
秦：分かりました。確かにスタートアップ経済の重

要性は世界的に認識され、その確立に向けて各国が

競争しているような状態になっているように思う。

その中で日本は遅れていて現状追いかけている状態

だと思うが、日本の起業家の輩出状況は十分なのか。

そのあたりについて上田さんはどう思われるか。 
上田：日本で起業家が増えていることは間違いない、

ただし、十分かどうかは分からない。その質問には

直接にはお答え出来ないが、気になることがある。

こんなことを申し上げるとご批判を受けるかも知れ

ないが、日本の一部のVCの変革が遅れているのでは

ないかということだ。というのも、VC の方は日本の

機関投資家がVCファンドになかなか資金を出してく

れないと言われるが、最近、IB のゴールドマン・サ

ックスにおられたキャシー松井さんがファンド組成

を目指され、あっという間に 
150億円程度の資金を集めた。こうしたケースなどを

見ると、日本の VC においてはどうも GP（General 
Partner）と出資者であるLP（Limited Partner）との

間にまだ溝があるのではないではないかと思ってし

まう。あるLPの方もそんな話をされていて、キャシ

ーさんのファンドだから安心して出資したとおっし

ゃっていた。 
村口：確かに、キャシー松井さんは機関投資家サイ

ドの言葉を使われているように思う。同じ株式とか

投資という言葉を使ったとしても、VCと出資者とで

はお互いに意味するところが違ったりすることがあ

る。米国でもそのあたりの調整が出来たのが VC と

IBが接近した1990年代半ば以降ではないだろうか。

そうしたターミノロジーの調整は大事で、日本にお

いてはキャピタリストと出資者である機関投資家の

間でお互いに歩み寄る必要があるのだが、そうした

ターミノロジーの調整にはしばらく時間がかかるの

かも知れない。 
秦：そろそろ時間が無くなってしまいました。先程

私が日本の起業家の輩出は大丈夫かとお聞きしたの

は、VC ファンドに 10 兆円の資金が入ったとして投

資先はあるのか、ファンド資金が多すぎてバブルに

ならないかと思ったからだ。 
村口：最後に言っておきたいことがある。新しい未

来は確実に来る。しかし、例えば宇宙相手のスペー

ス X とか EV のテスラとか、まだ未学習なフロンテ

ィア事業、事業機会においては法的整備もなされて

おらず、既学習の領域の事業と違って、将来の確か

な情報を得ることは難しい投資活動だ。日本の機関

投資家の多くは現在守りの戦い、既知の分野への投

資をしているから、守りのルールと異なる攻めのス

タートアップに手を出せない状態に陥っているので

はないか。日本にも世界と同様未来の可能性はある

わけだから、今こそそこを目指して、今までの戦い

方から脱却すべき重要な歴史的分岐点に来ている、

ということを強調しておきたいと思う。 
秦：私のパネルの進め方が悪く、色々他にもお聴き

したいことがあったのですが、お聴きできず申し訳

ございませんでした。時間で御座いますので、この

あたりで終了とさせて頂きたいと存じます。 
 

（日本ベンチャー学会会報Vol.99掲載） 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2021年 11月 22日） 

「大学発スタートアップの知財戦略」 

山本 飛翔（中村合同特許法律事務所弁護士・弁理士） 

 
本報告では、山本飛翔氏（中村合同特許法律事務

所弁護士・弁理士）が「大学発スタートアップの知

財戦略」をテーマに、スタートアップ企業が知財戦

略に取り組む上でのビジネスとの関係、大学発スタ

ートアップ企業の特殊性と知財戦略における留意点、

そして特許庁・経産省の「オープンイノベーション

のモデル契約書」プロジェクトについて、そこで検

討されている大学・大学発スタートアップ企業の主

な契約例と留意点を、実例を交えながら説明した。 
 

 
 
山本氏は2014年に司法試験合格後、2016年に中村

合同特許法律事務所に入所。千葉大学ベンチャービ

ジネスラボラトリーのメンターや経済産業省「大学

等とベンチャー企業の連携促進策」アドバイザー、

国立大学での起業家向け講座などを担当するほか、

特許庁主催の「第1回IP BASE AWARD」知財専門家

部門で奨励賞を受賞するなど、スタートアップの知

財戦略支援において活躍している。 
山本氏はまず、知財戦略と事業の関係について、

知財戦略、オープンクローズ戦略、知財戦略に取り

組むメリット、の3つの視点から解説を行った。 
知財戦略とは事業と研究開発をよりよく生かすた

めの戦略であり、事業を強くするために知財を活用

するには、経営・開発・知財の 3 つの密接な連携が

不可欠である。一般に「特許」＝「独占」と捉えら

れがちだが、知財戦略では特許権を独占のためだけ

に用いるわけではなく、その一例にオープンクロー

ズ戦略がある。 

 
 
オープンクローズ戦略とは、市場拡大のためのオ

ープンな領域と、自社の利益を確保するため独自技

術などクローズな領域を構築する戦略で、自社の強

みをブラックボックス化と権利化を組み合わせコア

領域として保護し、オープン化領域を作りプレイヤ

ーを増やして市場を拡大、境界領域を各種知財で固

め、オープン化領域における一定の牽制力を保ちな

がらこの領域で自社の方式を採用させることで、後

発企業に市場を取られたり自社が淘汰されることを

防ぐもので、山本氏は Apple の事例を元に具体的な

説明を行った。 
 

 
 
また、企業が知財戦略に取り組むメリットとして、

山本氏は 1. 資金調達における自社の優位性の裏付け

としての活用、2.競合他社を含む市場におけるプレ

イヤーへの支配力の獲得、3ブランディングにおける

活用、の 3 点を挙げ、スタートアップの特許出願と

特許権取得によるメリットについて解説した。 
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一方、大学発スタートアップについては、その特

徴として、研究の方向性があくまで学術的価値の追

求を主とするもので、大学発スタートアップが目指

すユーザーの課題に対する解決策と直結していると

は限らないこと、技術者が研究者であるため、事業

化に役立つ特許のつくりこみより研究発表が優先さ

れる傾向にあること、研究開発が長期にわたり、研

究開発費用も多額になる場合が多いことや、産学連

携における共同研究契約の多くは、成果物に関する

権利の帰属について原則共有とする規定を使用して

いることなどを指摘し、こうした特徴から生ずる知

財戦略上の課題と対応策とを提示した。 
 

 

 
続いて、山本氏はペプチドリーム、ユーグレナ、

Spiber などの知財戦略を例に具体的な検討を行った

ほか、各契約類型としてライセンス契約（ライセン

シー）と共同研究開発契約について、各契約方法の

概要と留意点などについて解説した。 
（2021年11月22日制度委員会） 

 
【秦委員長コメント】 

2021年11月の制度委員会研究会は、中村合同特許

法律事務所弁護士の山本飛翔氏を講師としてお越し

頂き、「大学発スタ―トアップの知財戦略」というテ

ーマでお話し頂いた。 
山本氏は現在千葉大学など幾つかの大学でスター

トアップ起業家に対するメンターやアドバイザーと

して活躍されており、特許庁の知財専門家部門で奨

励賞を受賞されている。 
筆者は知財に関しては素人なのだが、山本氏が話

された「オープンクローズ戦略」や「大学発スター

トアップの特殊性」についてはある程度理解できた

ように思う。 
まず「オープンクローズ戦略」についてだが、ベ

ンチャー、スタートアップがある革新的な市場で事

業を考えた場合、特許でその市場を独占してしまう

と、その市場自体の拡大が遅く小さいものになって

しまう危険性が強い。その場合は、市場を独占して

しまうより、競争相手にもある程度の市場を残して

おく方が市場全体の拡大がより速く大きくなるため

得策だという考え方、ないしは戦略という理解で良

いのではないか。 
また、「大学発スタートアップの特殊性」について

は、確かに方向性がユーザー、クライアントの課題

解決より学術的価値の追求に傾き勝ちであること、

技術者が研究者であるため事業化より研究発表が優

先される傾向にあることなど、一般的なスタートア

ップと異なっており、その点を考慮に入れた知財戦

略上の問題を考える必要があるということであろう。 
いずれにしても知財戦略については、筆者も改め

てきちんと勉強してみたいと思っている。 
 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2022年 4月 18日） 

「スタートアップ・エコシステムの形成に

向けて-スタートアップ支援の取り組み」 
石井 芳明（経済産業省新規事業創造推進室長） 

 

本報告では、石井芳明氏（経済産業省新規事業創

造推進室長）が、「スタートアップ・エコシステムの

形成に向けて-スタートアップ支援の取り組み」をテ

ーマに、スタートアップ・エコシステムの形成に向

けた政府の取り組みについて解説した。 
スタートアップの成功事例は蓄積されつつあり、

資金調達に関しても、リーマンショック後順調に増

加するなど、スタートアップを巡る現況は上向きで

はあるものの、国際的に比較するとその差はまだ大

きい。2021 年 6 月付の成長戦略実行計画にも「スタ

ートアップのエコシステム形成」が掲げられ、これ

に向けて「レイターステージの資金獲得」に加え、

人材面、テック系の成長支援についても包括的な支

援策の立案、実行が検討されている。 
 

 
 
石井氏はスタートアップ支援の全体像として、今

後3年間を集中支援期間に設定し、2020年7月にはス

タートアップ・エコシステム支援パッケージの策定

、スタートアップ・エコシステム拠点形成戦略（

2019年6月）に基づき、同2020年７月にグローバル拠

点４都市、推進拠点４都市を選定し、拠点都市に対

して内閣府、文部科学省、経済産業省の関係施策に

よる集中支援を実施すること、また、SBIR制度の実

効性を向上させるための制度目的や実施体制の抜本

的見直し、スタートアップのトップ層の引き上げと

ロールモデル創出を狙ったJ-Startup企業の選定と支

援などの施策について、概要の説明を行った。 

 
 

 
 

 
 
また、大きく成長するスタートアップ、グローバ

ル水準のユニコーン創出の環境整備のため、イノベ

ーション人材の育成とグローバル化の促進による創

業基盤形成、未上場株式市場の活性化等による投資

・市場環境の整備、規制改革による新市場の創出を

目指したスタートアップと事業会社の適切な事業連

携の拡大、M&AなどIPO以外のExitの多様化の促進

、国際競争力強化の視点等を踏まえた新たなIPOプ

ロセスの拡大など、スタートアップの成長に関する

課題と、今後検討すべき対応策を提示した。  
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（2022年4月18日制度委員会） 

 
【秦委員長コメント】  

政府がスタートアップ・エコシステム形成に向け

て、その支援策等に本腰を入れ始めていることを受

けて、経済産業省サイドでそのための施策立案の中

心におられる石井芳明氏にお忙しい中無理を申し上

げて研究会にご登壇頂き、施策の全体像を中心にお

話し頂いた。 
今後の施策の全体像としては、まずスタートアッ

プを社会変革に対応するイノベ―ションを牽引する

キープレイヤーと位置付けた上で、今後の 3 年間を

スタートアップの集中支援期間問とし、既に策定さ

れたスタートアップ拠点形成戦略に基づき、エコシ

ステムの中核となる拠点都市の選定を進めていくこ

と等が話された。ご存知のように、既にその拠点都

市としては、①東京コンソーシアム（東京都、渋谷

区、川崎市、横浜市、茨木県、つくば市、和光市等）、

②Central Japan Consortium（愛知県、名古屋市、浜

松市等）、③大阪、京都、ひょうご神戸コンソーシア

ム（大阪市、京都市、神戸市等）、④福岡コンソーシ

アム（福岡市等）の4拠点が選ばれている。 
その他推進都市として札幌・北海道、仙台、広島、

北九州の4地域が選ばれている。 
次いで石井氏からは、日本版 SBIR（Small 

Business Innovation Research）の抜本的見直しについ

て触れられた。SBIR は米国で 1982 年に始まった主

としてテック系ベンチャーの育成制度として評価の

高い制度である。そのため日本でも米国に倣って

1999 年に日本版 SBIR として制度化されたのだが、

残念ながら実効性に乏しいものになっていた。それ

を抜本的に見直したわけで、今後大きな成果を生む

ことを期待したい。 
 グローバルに活躍するスケールしたベンチャーの

創出も今後の日本の課題であることは間違いない。

それに向けた政府の施策についても石井氏から説明

がなされた。研究会では、それらについても質疑応

答がなされた。 
 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2022年 5月 16日） 

「スタートアップ創出による知の社会実装

－イノベーター教育とスタートアップ流

イノベーションの起こし方－」 
鎌田 富久（TomyK Ltd. 代表、東京大学大学院特任教授） 

 
本報告では、鎌田富久氏（TomyK Ltd. 代表、東京

大学大学院特任教授）が、「知の社会実装におけるス

タートアップ創出」をテーマに、①加速する社会の

変革、②豊かな未来の創造に向けた大学の役割、③

“スタートアップ流”イノベーションの起こし方、そ

して④イノベーター教育の4点に関して話した。 
 

 
 
鎌田氏は株式会社 ACCESS の共同創業者として世

界初の携帯電話向けの Web ブラウザソフトを開発、

NTT ドコモの「imode」向けブラウザを提供し、

2001 年東証マザーズに上場（現在は東証プライムに

市場変更）。2011 年に株式会社 ACCESS を退任後、

TomyK Ltd. を設立し、テックスタートアップの育成

や経営支援に力を注ぐ。現在は東京大学大学院にて

情報理工学系研究科の特任教授として、大学でのア

ントレプレナーシップ教育にも携わっている。 

 

 
 
鎌田氏は、まず、日本の少子高齢化が極めて深刻

であり、年齢の中央値も 48.4 歳と高いことから、新

しい技術やイノベーションに対する適応が世界に遅

れることへの懸念を述べられた。また、コロナ禍に

おいて「新たな持続可能な社会」への変革が加速し

たことや、労働人口の減少により、AI・ロボットを

組み込んだ社会システムの構築や少ない労働力での

経済活動の最適化が求められる中で、社会課題を解

決するスタートアップへの期待は大きいと語った。 
 

 
 

 
 
また、GDP の成長からの卒業、新たな幸福の模索

や豊かさの創造、行き過ぎた資本主義の修正など、
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現在は社会構造の転換期にあることを指摘し、この

ような状況下では、従来の組織やビジネスモデルに

とらわれない、新しい発想や破壊的なイノベーショ

ンが求められているため、大学には大きな社会課題

の解決につながる研究や未来社会の構築に向けた知

の探究、そして 22 世紀を拓くイノベーターの教育な

ど、多くの期待が寄せられていると述べた。 
 

 
 
そのため、基礎研究から実証実験・PoC を行い、

自治体などとも連携して持続可能な事業を展開し、

社会実装まで実現することができるような、大学発

のイノベーション創出プラットフォームの構築の必

要性を指摘した。 
 例えば、医療・ヘルスケア分野では、世界に先行

して高齢化している日本においては課題が大きいた

め、技術や製品にとどまらず、社会システムや制度

も含めた新たな社会モデルを構築し、それを率先し

て日本から発信する上での革新的イノベーションの

創出が期待されていると話した。 
 

 
 
医療・ヘルスケア分野においては、様々な分野の

テクノロジーを応用して異分野融合によるイノベー

ションを起こし、データ活用で医療の革新を加速さ

せ、医療・ヘルスケアのあらゆる分野に AI を応用す

ることで、医療の課題解決の可能性が広がることや、

規制緩和によって政府も医療 AI の普及や技術革新を

後押ししている現状について説明した。 
 

 
 
一方、AI などの先端テクノロジーの社会実装にお

いては、イノベーションに哲学的視点を取り入れ、

新たな社会の考え方の共通基盤の模索が必要となる

ことや、大学発スタートアップ創出の課題の解決策

として、スタートアップ創出により大学に資金が還

流するような仕組みの構築についても言及した。 
 

 
 
鎌田氏は、また、ソーシャルメディアの活用で情

報共有が進み、3D プリンタなども安価になり、クラ

ウドサービスやアプリ開発のためのツールが充実し

ている現在、スタートアップを立ち上げやすくなっ

ていることを挙げた。 
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さらに、オープンソース・ソフトウェアの集積や

オープンハードウェア、オープンテクノロジーがイ

ノベーションを加速し、研究・サイエンスにおいて

も同様に、オープンサイエンス、シチズンサイエン

ス、オープンツールの活用等によりスピードが加速

している中、既存の企業に対しても①テクノロジー

の進化の加速、②市場（ユーザの嗜好）の変化によ

るビジネスモデルの転換、③働き方改革・多様性重

視による従業員と会社の関係の変化という 3 つの変

革の波が迫っている点に触れた。 
 

 
 

 
 
 

それらを踏まえて、大企業においても「スタート

アップ型で新規事業の成長を狙い、社会課題に取り

組む挑戦者を応援する機運が高まっていると語った。 
 

 
 

 
 
イノベーター教育については、東京大学において

主に大学院生に向けたイノベーター育成講義を行っ

ており、革新的な技術や科学的知見、大学の研究成

果を活用したインパクトのある社会課題の解決、ス

タートアップを通じた社会に貢献する手法、イノベ

ーションの実践などの講義を通じ、『未来を創るイノ

ベーター』の輩出を目指していると語った。 
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（2022年5月16日制度委員会） 

 
【秦委員長コメント】 

今回の講師鎌田富久氏は、東京大学在学中の 1984
年にソフトウェア・ベンチャーの株式会社 ACCESS
を共同創業、2001 年に同社を東証マザーズ市場（現

グロース市場）に上場させておられる。その後 2011
年に株式会社 ACCESS を退任された後、主としてデ

ィープテック系ベンチャーの育成支援を事業目的と

されるTomyK Ltd. を立ち上げ、母校である東京大学

を中心に幾つかの有望な技術系ベンチャーの育成支

援に取り組まれている。 
最近では 2021年に東京大学大学院情報理工学系研

究科を主体とする新たな教育研究サポーター組織

「UMP-JUST」に参画されるなど、引き続き精力的

に活動されている。 
以上のように、元々は起業家であられ、その後は

スタートアップ、ベンチャー、中でも技術系のスタ

ートアップ、ベンチャーの指導者、支援者としても

活躍しておられる鎌田氏からは、最近の社会変革の

流れと変革の必要性、そのための大学の役割、イノ

ベーター教育の重要性などについて制度委員会の研

究会でお話し頂いた。 
最後に鎌田氏は、今後技術革新のスピードはます

ます速くなっていく、従って、そこにはベンチャー、

スタートアップを創出し革新的な事業を展開してい

くチャンスは大きいと述べられた。そして「今はな

くて、未来にはあるものを創ろう！」と。 
 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2022年 6月 20日） 

「スタートアップと M&A」 
荒井 邦彦（株式会社ストライク代表取締役社長） 
 
本報告では、荒井邦彦氏（株式会社ストライク代

表取締役社長）が、「スタートアップと M&A」とい

うテーマで、国内回帰、事業の選択と集中、オープ

ンイノベーションという M＆A の最新トレンドにつ

いて説明し、さらにスタートアップM&Aの事例に焦

点を当てて講演した。 
 

 
 
荒井氏は学生時代から起業を志していたが、まず

公認会計士を目指し、現役合格を果たしたのち、太

田昭和監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）に

入社した。監査法人時代に上場支援のクライアント

でM&Aを頻繁に実行する会社を担当したことから、

M＆Aビジネスに将来性を感じ、26歳で起業した。 
荒井氏は、M&Aの最新トレンドとして国内回帰傾

向、事業の選択と集中、オープンイノベーションの3
点を挙げ、国際間のM&Aでは長らく主流だった「国

内⇒海外」の件数が 2022年に入って「海外⇒国内」

の件数と拮抗し、今後の転換点ともなりうることを

指摘した。 
 

 

 
 
また、2021 年に引き続き、上場企業の事業部門や

子会社の売却が過去 10 年で最多になり、事業の選択

と集中が進んでいること、そして 2021年 3月に経済

産業省が「大企業×スタートアップのM&Aに関する

調査報告書」を公表したことを受け、大企業がスタ

ートアップのM&Aを活発に行うことによりオープン

イノベーションが促進されていること、会計上の減

損発生＝失敗という認識からの脱却、買収より自社

開発を重視する発想を見直す必要性があることを指

摘した。 
 

 
 
また、荒井氏は中小企業M&Aの環境変化として、

2021年4月26日に中小企業庁が「中小企業の経営資

源集約化等に関する検討会とりまとめ」を発表し、

今後 5 年間に実施することが求められる官民の取り

組みを「中小M&A推進計画」として公表したことに

ついて触れ、中小企業 M＆A の力点の移行（事業継

承型から生産性向上型へ）、経営資源集約化税制の創

設、事業承継・引継ぎ補助金制度の拡充、表明保証

保険の普及、M&A支援機関（仲介業者等）の質の確

保として登録制度の導入、M&A仲介に係る自主規制

団体の発足など、中小企業庁の「中小M&A推進計画」

の内容について説明を行った。 
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また、スタートアップ M&A として株式会社 DDT

プロレスリングと株式会社サイバーエージェント、

株式会社山陰スポーツネットワークと株式会社バン

ダイナムコエンターテイメントなどの事例のほか、

M&Aを通じた成長例として、株式会社土木管理総合

試験所がM&Aにより拠点エリアを拡大し、M&A前

から 17年間で売上高を約 9倍に伸ばし、年率 13.9％
の成長を遂げた例を紹介したほか、スタートアップ

のプライシングについても実例を挙げて解説した。 
 

 
 

 
 
 

 

 
（2022年6月20日制度委員会） 

 
【秦委員長コメント】 

M&Aという戦略は、ベンチャー、スタートアップ

にとっても今や重要な経営戦略の一つになっている。

かつて日本では、企業を一つの家族や家と考える考

え方もあり、企業の売り買い、つまりM&Aについて

は、「乗っ取り」といった言葉に代表されるように、

否定的に捉える向きがあったが、そうした見方はか

なり後退してしまったようだ。 
2022年6月の制度委員会研究会は、「スタートアッ

プと M&A」というテーマで、M&A 仲介会社の株式

会社ストライクの代表取締役荒井邦彦氏をお招きし

てお話し頂いた。 
荒井氏は一橋大学在学中に公認会計士試験に現役

合格し、太田昭和監査法人（現EY新日本有限責任監

査法人）に入社されたが、M&Aビジネスに将来性を

感じ26歳で株式会社ストライクを創業された。 
研究会で荒井氏は、最近の日本のM&Aの状況につ

いてお話し頂き、上場会社の事業部門や子会社の売

却が増えており、事業の選択と集中が進んでいるこ

と、大企業がスタートアップのM&Aを活発に行うこ

とでオープンイノベーションが進展していること、

とはいえ、日本では依然M&Aに伴う会計上の減損の

発生を失敗として認識する向きがあること、さらに

は買収より自社開発を重視する発想があることなど、

M&Aに対する日本人の意識については依然少し問題

含みの所があることを指摘された。 
次いで荒井氏は、2021 年 4 月の中小企業庁が発表

した「中小企業の経営資源集約化等に関する検討会

とりまとめ」について触れられ、今後 5 年間に実施

することが求められる官民の取組を「中小M&A推進

計画」として取り纏められるであろうことを話され

た。 
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いずれにしても、今後M&Aは今まで以上にベンチ

ャー、スタートアップにとっても重要な経営戦略に

なっていくことは間違いないものと思われる。 
 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2022年 7月 11日） 

「東京下町でスタートアップを支援する

“ガレージスミダ”について」 

浜野 慶一（株式会社浜野製作所代表取締役） 

 
本報告では、浜野慶一氏（株式会社浜野製作所 代

表取締役）が、「東京下町でスタートアップを支援す

る“ガレージスミダ”について」をテーマに、株式

会社浜野製作所の沿革や事業の概要、産学官連携や

地域連携等の事例を紹介した。 
 

 
 
浜野氏は1962年東京都墨田区生まれ、1985年に大

学を卒業した後、板橋区の精密板金加工メーカーに

就職。1993 年創業者・浜野嘉彦氏の死去に伴い、株

式会社浜野製作所 代表取締役に就任、現在に至って

いる。 
同社は、1967 年に浜野氏の父である浜野嘉彦氏が

金属金型工場として創業したのが始まりで、東京都

内で大田区の次に工場数の多い墨田区にある。嘉彦

氏の急逝後、1993 年に代表取締役に就任した。2000
年に本社兼工場が火災により全焼し、危機に見舞わ

れるが、これを乗り越え営業を再開、「ありがとう」

と言われるものづくりを志し、2003 年には墨田区か

ら優良工場の認定を受けるまでになった。 
 

 
 

同年、墨田区と早稲田大学との連携に伴い、産学

官連携活動がスタート。墨田区・早稲田大学・区内

中小企業が共同開発した電気自動車「HOKUSAI」
や深海探査艇「江戸っ子 1 号」開発プロジェクトに

参加、その他、異業種連携としてアウトオブキッザ

ニアによる工作教室、墨田区内の工場巡りツアー

「スミファ」を主催する「配財プロジェクト」など

にも取り組むようになった。 
 

 
 

 
 
こうしたプロジェクトへの参加を機に、従来の受

注・下請け型で量産加工を行う形態から原理試作、

設計、企画の段階から関わる形へと事業構造を徐々

に変更し、現在は企業経営の大きな方向性として

「ものづくりの情報の上流からのコミットメント」

「下請け体質からの脱却」「ネットワークの活用」を

掲げている。 
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また、東京という地の利を生かしたものづくりを

追求し、2014 年には東京における都市型・先進的な

高付加価値のもの作りにおける仮設検証の場として

“ガレージスミダ”を立ち上げ、コミュニケーショ

ンロボット「オリヒメ」を開発するオリィ研究所や、

パーソナルモビリティを開発・販売するWHILL株式

会社をはじめ、多くのスタートアップを支援してい

る。0⇒1 の開発を圧倒的なスピードで行い、もの作

りの視点から試行錯誤の回数を増やすことで、新た

な事業を加速させることが可能となっている。 
 

 
 
また、都市に立地している利点を最大限に生かし

た開発拠点としての活動が評価され、公的研究機関、

大企業の開発部門の設計・開発支援にも携わるよう

になった。 
 

 

 
 
 2020 年には“ガレージスミダ研究所”、2021 年に

は“ガレージスミダベンチャーラボ”を開設、更な

る事業構造の変革に向けて挑戦を続けている。 
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（2022年7月11日制度委員会） 

 
【秦委員長コメント】 

今回の研究会では、早稲田大学の大江建氏のご紹

介で、東京の墨田区で金属加工業を営んでおられる

株式会社浜野製作所の代表取締役である浜野慶一氏

をゲスト講師にお招きし、浜野氏が早稲田大学など

の多くの大学、地元中小企業、行政などとの連携で

進めておられる産学官連携活動についてお話し頂い

た。 
浜野氏は 1985年大学卒業後、精密板金加工メーカ

ーに就職されたが、株式会社浜野製作所の創業者で

あられる父浜野嘉彦氏の死去に伴い、1993 年に墨田

区にある同社の経営を引き継がれた。株式会社浜野

製作所は浜野嘉彦氏によって 1967年に金属金型工場

として創業された企業であった。 
その後、2000 年に本社工場が火災に見舞われ全焼

するといった不幸に見舞われたが、見事火災を乗り

越え、2003 年には優良工場の認定を墨田区から受け

られるまでに立ち直った。そして、その年、墨田区

と早稲田大学との連携に伴い産官学連携事業が始ま

り、EVや深海探査艇などの開発プロジェクトに取り

組み、こうしたプロジェクトへの参加を通じて自ら

の事業構造を従来の下請け型から企画設計の段階か

ら関わる形に変えられている。 
浜野氏は東京という立地を生かしたモノ作りを追

求し、2014 年には高付加価値のモノ作りの仮説検証

の場として「ガレージスミダ」を立ち上げ、コミュ

ニケーションロボット「オリヒメ」を開発するオリ

ィ研究所やパーソナルモビリティ開発・販売の

WHILL株式会社など多くのスタートアップを支援し

ておられる。そうした活動が評価され現状公的研究

機関や大企業の開発部門の支援にも携わられている。 
研究会では、浜野氏、浜野製作所のユニークな活

動、中でもベンチャー、スタートアップ支援活動の

在り方、大学とのつき合い方、都市型モノ作り中小

企業の今後のあり方等について意見交換をさせて頂

いた。 
 

※肩書は当時のものを掲載 
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月例委員会（2022年 9月 12日） 

「起業創生やスタートアップ支援活動につ

いて」 

田中 豊（一般社団法人東京ニュービジネス協議会

副会長、アートグリーン株式会社代表取締役社長） 

 
本報告では、田中豊氏（（一社）東京ニュービジネ

ス協議会副会長、アートグリーン株式会社代表取締

役社長）が、前半でアートグリーンの主力商品であ

る胡蝶蘭を中心としたフラワービジネスの事業内容

及び事業戦略について解説し、後半ではNBCが行っ

ているスタートアップ支援活動について紹介した。 
 

 
 
田中氏はリゾート開発会社に入社後、1991 年に起

業、2015年12月に名古屋証券取引所セントレックス

市場（現ネクスト市場）に上場した。起業分野を考

えていた時に、役員四季報という冊子に掲載されて

いた上場企業役員の趣味を確認したところ、1位は読

書で2位はゴルフ、3位に園芸が入っていたことから、

園芸業界での起業を決意。また、会社の設立時には、

園芸業界における上場企業は株式会社サカタのタネ1
社で、帝国データバンクのカテゴリーにも存在して

いなかった。そこで、「屋」の付く商売を一つの産業

にできないかという想いが、田中氏の上場企業を目

指す強い動機になった。 
同社の主力であるフラワービジネス支援事業では、

注文主の企業がもともと生花店に直接発注していた

生花を企業グループ内の関連会社経由で発注しても

らい、発注された品の仕入れから配送までのすべて

の業務を代行するという独自のビジネスモデルを構

築、。このビジネスモデルは、注文主である企業の経

費削減や雇用創出にも繋がっている。 

 
 

 
 
もう一つの主力であるナーセリー支援事業では、

国内の農家と提携し、胡蝶蘭の生産を行い市場へ出

荷を行っている。苗の仕入れは台湾から行い、生産

農家へ販売し、ハンズオンにより苗を育成、生産。

資金調達・営業戦略はアートグリーンが担い、農家

が生産に専念することを可能にする仕組みを構築し

て、全国に提携農場を増やしていく戦略をとってい

る。 
また、ナーセリー支援事業の関連事業であるアグ

リカルチャービジネス参入支援では、CSR 的な目的

等から農業関連ビジネスに参入する大手企業に対し

てノウハウの提供を行っており、パナソニックハー

トファームアソシエイツの事例をもとに、その概要

が説明された。 
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その後、東京ニュービジネス協議会の概要と、協

議会のスタートアップ支援として起業塾委員会、ア

ントレプレナー創出委員会、IPO スクールなどの活

動内容が紹介された。 
 

 
 
（一社）東京ニュービジネス協議会は、ニュービジ

ネス振興のための政策提言、研究・情報提供、起業

家の育成・発掘の支援事業、会員企業の経営強化や

各種委員会・研究部会などを行う起業団体である。

起業家と企業の成長を支える団体として、全会員の

社業発展の場となり、起業家と企業の成長を支え続

けることを目指している。会員は様々な企業規模や

企業ステージの経営者で構成され、特に創業社長を

中心にした繋がりの中、社業発展のために学びあう

場として機能している。 
田中氏は 2006年に同協会の理事、並びにベンチャ

ー創出委員会委員長に就任。現在は協会副会長、及

び起業塾委員会の委員長として、日本の開業率倍増

を目指し、成功した先輩経営者や同じ課題を解決で

きた経営者から本音のアドバイスをもらい、経営課

題解決の道標を得てもらうための活動を行っている。

今後も様々な面から起業家の支援、育成を目指す。 
 

 
 

 
（2022年9月12日制度委員会） 

 
【秦委員長コメント】 

2022 年 9 月の研究会は、一般社団法人東京ニュー

ビジネス協議会副会長で胡蝶蘭を主力製品とするフ

ラワービジネスを展開されているアートグリーン株

式会社代表取締役社長の田中豊氏にご登壇頂き、ア

ートグリーン社の事業内容や戦略についてと経営者

団体であるニュービジネス協議会の活動内容につい

てお話し頂き議論させて頂いた。 
田中氏は大学卒業後リゾート開発会社に就職した

が 1991年に起業した。起業にあたって起業分野を検

討していたところ、上場会社社長の趣味の中の上位

に「園芸」とあり、かつ当時上場会社の中に園芸業

界に属する会社が「株式会社サカタのタネ」だけだ

ったこともあり、フラワービジネスに取り組むこと

を決断されたという。その後独自のフラワービジネ

スモデルを構築、2015 年に名古屋証券取引所セント

レックス市場（現ネクスト市場）に上場されている。 
研究会では、以上のアートグリーン株式会社の事

業内容や事業展開について前半にお話し頂き、後半

に経営者団体であるニュービジネス協議会について

お話し頂いた。 
ニュービジネス協議会、中でも田中氏が副会長を

務めておられる東京ニュービジネス協議会ではスタ

ートアップ支援として起業塾委員会、アントレプレ
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ナー創出委員会、IPO スクールなどを実践されてい

る。中でも田中氏は、現在起業塾委員会の委員長と

して、日本の開業率倍増を目指し、成功した先輩経

営者や同じ課題を解決できた経営者から本音のアド

バイスをもらい、経営課題解決の道標を得てもらう

ための活動を行っている。 
研究会では、フラワービジネスの将来像やスター

トアップ支援の現状等について議論が交わされた。 
 

※肩書は当時のものを掲載 
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第 4 章  

「場」のイノベーションと「ヒト・ヒト・カネ」 
山口 泰久（株式会社 FFG ベンチャービジネスパートナーズ取締役副社長） 

 
産学官連携、スタートアップ・エコシステム、

オープンイノベーションといった言葉に表さ

れる、組織を超えた共創の「場」について、我

が国では、これまで知的クラスターや産業クラ

スターといった取り組みから、近時スタートア

ップ・エコシステム拠点など、イノベーション

を創出する「場」を形成しようとする動きは、

連綿と続いている。産学官の「ネットワーク効

果」を促進しようとしたクラスター政策や、創

業前後の「カネ」（GAP 資金）に着目し VC の

目利き力に着目した文科省の START プログラ

ムや経産省の STS 支援事業等の効果は、それ

ぞれにあると思うものの、当事者としての自戒

を込めていうと、その成果は未だ十分に享受で

きていない。 
世界に目を転じると、米国シリコンバレーの

イノベーションを起こす「場」としての強さは、

今のところ抜きんでており、2005 年以降、Y
コンビネーター等のアクセラレーターの勃興

を主な要因とする、新たな「場」のイノベーシ

ョンがシリコンバレーで起こり、Airbnb、
Stripe、Dropbox などのユニコーン企業が成長

し、大きな成果が出ている。2005 年以降起こ

った「場」のイノベーションは、「カネ＋教育」

というお金に関するイノベーション、言い換え

るとベンチャーキャピタル（VC）に起こった

構造的変化とも言える。Y コンビネーター、

500Startupsといった新興のアクセラレーター

が、少額投資にメンタリングプログラム（教育）

やデモデイ（ネットワーキング）という付加価

値を加えた事により、ベンチャー企業の成長プ

ロセスに圧倒的なイノベーションをもたらし

た。私たち VC がイノベーションの現場で困っ

ているのは、事業を推進する経営人材（ヒト）

を見出し、イノベーションのネタを生み出す知

財（ヒトが生み出すコンテンツ）と、そして金

融（カネ）をいかにうまく融合させるのか、す

なわち「ヒト・ヒト・カネ」という普段は分離

している要素をどのように見つけ融合させる

のかという点である。これに一定の解を与えた

のが、米国型のアクセラレーターであろう。 

最初の要素の「ヒト」の創出に効果があると

考えられるのは、時間はかかるが、やはりアン

トレプレナーシップ教育である。事業をやって

みようという意思のある「ヒト」の数が圧倒的

に少ないのが日本の現状であり、イノベーショ

ンが起こらない最大の要因と言える。弊社が長

崎大学に FFG アントレプレナーシップセンタ

ーを開設したのも、こうした問題意識があって

の事である。第二要素の「ヒト」が持つのは、

アントレプレナーシップとは異なる資質であ

る。優れた知財は研究者から生み出され、ソフ

トウェアはエンジニアから生み出され、音楽・

ゲーム・アニメといったコンテンツはアーティ

ストから生み出される。我が国には、優れたコ

ンテンツを生み出す能力を持った「ヒト」は多

数存在するものの、第一要素の「ヒト」とマッ

チング出来ていない。近時、デザイン思考が重

要視されるのは、この第二要素の「ヒト」が生

み出すコンテンツを、第一要素の「ヒト」が、

顧客志向で高速にニーズを実証し、製品やサー

ビスを実現する事業化手法として有効だから

だ。 
第三要素の「カネ」は、私たち VC の問題と

位置づけられる。我が国においては、事業創造

やオープンイノベーションを標榜し、財政や大

企業の経費支出を財源とする別種のアクセラ

レーターが定着してきているが、VC に代表さ

れる投資（カネ）の継続的なガバナンス機能は

非常に重要であり、上記のような教育プログラ

ム等の提供と相俟って、イノベーション創出の

肝であることを本稿では指摘しておきたい。こ

のことは、「場」の形成にも明らかに影響して

おり、VC の集積地とイノベーションの起こる

「場」は一致している。 
我が国においても、多くの VC が、2010 年

頃から、シリコンバレー型のアクセラレーショ

ンプログラムやピッチイベントの運用を始め

ており、これらを所与とする若い VC の台頭を

含め、ユニコーンを輩出するような「場」のイ

ノベーションが日本でもそろそろ起こるので

はないかと、私は期待している。 
 

（日本ベンチャー学会会報 Vol.94 掲載） 
※肩書は当時のものを掲載 
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地域イノベーションの今後 
田中 克徳（三菱地所株式会社ソリューション営業部長） 

 
AI やビッグデータ等を活用した街づくりの

動きが国際的に急速に高まっているが、日本で

もスーパーシティや古くて新しいテーマであ

るスマートシティ、コンパクトシティ等の話に

ついて各所で相談を受けることが多い。地域ブ

ランド、都市デザイン、イノベーション、クラ

スターやエコシステム、ソーシャルキャピタル

なども取り上げられるが多数の言葉があり、ま

たその切り口も人や機関により様々である。こ

れは期間が長い、関係者が多い、動かし難い与

件が多いなど、都市や地域の課題はその多くが

典型的な複雑な問題であり各種の研究も学際

的で多岐にわたっている実情も要因にあろう。

一方で社会実装の点からは現場に近づいてい

くほど本質的には内容が重なるものも多い。行

政、地域住民、アカデミア、企業・機関、投資

家、事業家など関与者は多様であり難解かつ定

義が様々な議論は避け、できるだけ簡潔な推進

手法をとるようにしている。特にはずせないの

は“持続性”の視点である。報道発表、多額の

資金投入等の中、その時々の最新技術や製品の

投入された取り組みが過去長きにわたり実験

止まりや持続性なきまま終わってしまうこと

が多いのは日本の残念な現実である。製品納入

側の理屈、予算の執行期間、世界的に高度な専

門性が要求される状況下の人事施策等の課題

も指摘されるところではある。 
昨年 UC バークレー講師のジョン・メツラー

氏と米国の諸都市について行った調査では、複

数の海外研究者の研究内容や日本での地域イ

ノベーション領域における弊社実務上の取り

組みを参考に地域の持続的成長に必要な要素

を抽出し分析を行った。一例を示せば人材、資

本、大学、専門サービス、先駆的な既存の購買

支援企業、これに交通インフラ、気候、生活コ

スト、行政・推進機関の存在等の要素を見てい

くなどである。米国以外のスタートアップはグ

ローバル市場へのアクセスが困難でスケール

しにくいと言われる点についても触れておき

たい。約 10 年前に東京丸の内の EGG JAPAN
との間で米国のベンチャーキャピタリスト養

成機関カウフマン・フェローズの CEO（当時、

現 SOZO VENTURES 共同創業者）として連

携を開始させて頂いたフィル・ウィックハム氏

の語っていた構想が今現実のものとなってい

る。欧州の小国からでもカウフマンを通して築

いた米国にいる多種多様な投資家との独自の

深いネットワークが原動力になり、巨大市場へ

のアクセスを果たしたユニコーン企業が産ま

れた。こうした動きが世界各所で広がり米国以

外のユニコーン企業も今や約半分にまで増加

している。日本はまだ出遅れておりグローバル

市場の真のネットワークへのアクセスの仕組

みが一層大切になっていくであろう。 
海外先進諸地域では人口がさほど多くない

都市や地域でも、その固有の価値・資源を総合

的に捉えたブランド戦略や雇用創出に熱心な

企業等との連携、大学卒業生の地元への残留率

向上策などが機能した集積事例が多数存在す

る。地域イノベーションでは人材や企業が集積

すると資本も集積し、資本が集積すると人材や

企業がさらに集積する、それを皆でどう進めて

いくかを中心テーマにしているが、近時 GDP
や人口を増やす等の指標に加え、幸せを感じる、

活発な社会活動とは何か？といった社会的共

通資本の大切さ、事業活動の社会・環境への影

響に関する加重会計の研究なども注視されて

いる。直近では日米金利差や資源・資材調達コ

ストの上昇、ロシアのウクライナ侵攻は他人事

ではないこと等が端緒となり、地域単位で危機

管理、自給率を高め生活インフラや雇用を再編

成し人材輩出をはかっていくことへの課題認

識が進むであろう。事業承継の問題も大きい。

日本の地方創生やスマートシティの本質的な

進展に追い風になるのではないかと思われる。

そこに VB や大学も加わり創造性、独自性ある

多様な取り組みを重ねて合わせていく活動が

拡がることを期待したい。 
 

（日本ベンチャー学会会報 Vol.98 掲載） 
※肩書は当時のものを掲載 
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おわりに

秦信行先生の下で、2020 年 6 月から 2022 年 9 月までの発表者の専門性を活かした発表とその共有

化、有難うございました。

既に各テーマにニュースレターで既に掲載されているものもありますが、改めて 2 年半の間の報告

書を発行するにあたり、専門的視点からの提言に対するお礼を申しあげたいと思います。

（１）専門的視点からの提言へのお礼

2015年以降第四次産業革命が進みました。すなわち人工知能AIを活用したデータ活用社会の出現、

AI 活用のロボット、さらにモノをインターネットに接続し、離れた場所からの対象物を計測・制御や

モノ同士の通信を可能にする技術 IoT、さらに新たに横串刺しでプラットフォーム化したスタートア

ップの急成長、また彼らの M&A の早期買収による既存巨大企業のさらなる成長戦略への活用など、

ダイナミックに世界は動き出しています。

残念ながら日本では、世界のビジネススピードについていけず、1989 年 12 月の株式時価総額を上

回ることができず、1990 年後半から金融市場、特に都市銀行を中心とした再編が行われたにもかかわ

らず、メガバンクのファンド組成は限られています。他方、証券市場を基盤にした未公開市場のオープ

ン化によるスタートアップの資金調達は、飛躍的な進展もありませんでした。ベンチャー投資につい

てはメガバンクを含むベンチャーキャピタルの年間投資が 8,000億円を超え、たしかに増加しました。

しかし、米国の 90 分の一にしかすぎず、テック系ベンチャーに対する長期リスクのある資金調達が、

日本では必ずしもうまくいっているとは言えません。

 これは、日本が先頭を走っている高齢社会による社会保障関係費用の急増と医療改革の遅れ、スタ

ートアップの資金調達を支える日本の金融制度インフラの未整備と変化対応能力不足、テック系ベン

チャーの源泉となる大学のイノベーション教育の課題、米国に依存した防衛問題で技術の断絶など多

くの課題を抱え、戦後の総決算が必要な時期に来ています。

 日本政府も、海外の新たな仕組みを取り入れながら日本版○○と称する改革に取り組んできました

が、パッチワークの繋ぎになり、全体最適になっていないのが現状です。

気候風土も異なり、気象異常で世界の干ばつが話題になる中、むしろ豪雨の方が話題になる日本で、

東京一極集中の地政学的なリスクの認識のもと、今年の報告書「第 3 章 ベンチャークラスターと地

方創生」を委員会で作成していただき、また、次の通り専門的知見を披露していただいた発表者の方々

に、お礼申し上げたいと思います。

１）地域エコシステムとしての「ベンチャークラスター」

２）起業力の教育としての「起業家教育」

３）ビジネスモデル特許の重要性としての「ベンチャーと特許戦略」

４）日本の制度改革に関する「スタートアップの資金調達の現状と課題」

５）子供たちへの未来の新エネルギー社会の実現やクルマ社会の EV 創造としての

「ベンチャー企業と地域社会化」

 ６）「起業創生や大学発ベンチャー・スタートアップ支援活動」
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（２）制度委員会への期待

 ベンチャー政策は、極めて国の政策方針と関連します。アントレプレナーシップの育成・強化は、国

としてのイノベーションを創発し、世界に貢献することを目指しています。

岸田文雄内閣のもと、2022 年 6 月をめどに「スタートアップ創出元年」をまとめ「新しい資本主義」

の実現に向けて、5 年間の計画を作ることを、次の通り公表しました。 

１）未上場株式取引の流通市場の創出

２）再投資を目的に、未上場の自主株売却にかかる税制の優遇を

３）2027 年に国内スタートアップへの投資 10 兆円に

４）公共調達の拡大。発注の前提投資への補助金拡充を

５）府省にまたがる政府のスタートアップ支援組織の統合、設置

 「ゼロリスクを求める文化」や「金持ち優遇政策」などを国民に納得してもらい、まず成長を目指し

て、その成果配分をどう行うのかという長期の実現を、日本ベンチャー学会は批判的に検討をし続け

たいものです。

日本ベンチャー学会 制度委員会

オブザーバー 松田 修一
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委員長 秦 信行 事業創造大学院大学 特任教授 

委 員 一柳 良雄 株式会社一柳アソシエイツ 代表取締役兼 CEO 
委 員 小野 正人 國學院大學 教授 
委 員 小原 靖明 株式会社 AGS コンサルティング 顧問 
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委 員 木村 忠昭 株式会社アドライト  代表取締役 
委 員 久木田 正次 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 理事 
委 員 呉 雅俊  株式会社 TNP パートナーズ  代表取締役 
委 員 佐藤 辰彦 特許業務法人 創成国際特許事務所 会長・弁理士 
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企業成長支援本部  ディレクター 
委 員 瀬戸 卓 有限責任監査法人トーマツ   パートナー 
委 員 善方 正義 EY 新日本有限責任監査法人 

企業成長サポートセンター パートナー 
委 員 高石 秀樹 中村合同特許事務所 パートナー 
委 員 田中 克徳 三菱地所株式会社 ソリューション営業部部長 

委 員 豊貴 伸一 株式会社ジャフコ  取締役会長 

委 員 南 成人 仰星監査法人  理事長 代表社員 
委 員 山口 泰久 株式会社 FFG ベンチャーパートナーズ  取締役副社長 
オブザーバー 松田 修一 早稲田大学    名誉教授 

アドバイザー 長谷川 博和 早稲田大学大学院   教授 
アドバイザー 吉村 貞彦   公認会計士 

事務局 田村 真理子 一般社団法人日本ベンチャー学会  理事・事務局長 
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